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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第７期および第11期においては、１株当たり当期純損失が計上されているため、連結経営指標等における潜

在株式調整後１株当たり当期純利益は、記載しておりません。 

３ 第10期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号)および「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用しておりま

す。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第７期 第８期 第９期 第10期 第11期

決算年月 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月

売上高 (千円) 11,306,950 18,525,053 18,822,196 68,366,499 15,354,109

経常利益 
又は経常損失(△)

(千円) △1,135,675 △600,082 523,815 3,354,998 △824,834

当期純利益 
又は当期純損失(△)

(千円) △1,487,394 1,812,201 581,071 3,092,302 △16,264,338

純資産額 (千円) 4,587,646 9,847,238 11,408,496 32,978,952 11,210,147

総資産額 (千円) 10,354,141 16,999,334 23,749,420 57,052,943 18,737,286

１株当たり純資産額 (円) 109,446.63 106,119.68 59,322.13 53,424.00 19,750.19

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△)

(円) △36,153.94 20,548.76 2,967.09 6,893.95 △33,492.56

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― 19,849.89 2,875.93 6,644.92 ―

自己資本比率 (％) 44.3 57.9 48.0 44.5 51.3

自己資本利益率 (％) ― 25.1 5.5 16.8 ―

株価収益率 (倍) ― 19.3 53.6 18.6 ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △602,779 △514,194 △990,649 2,285,160 △503,251

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 925,157 △680,873 △1,160,214 △7,842,082 1,495,008

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 105,716 2,949,191 4,030,746 14,503,373 △1,946,267

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) 2,251,092 3,999,783 5,991,960 14,940,408 4,872,048

従業員数 (名) 269 261 350 426 525



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第７期、第９期および第11期においては、１株当たり当期純損失が計上されているため、提出会社の経営指

標等における潜在株式調整後１株当たり当期純利益、自己資本利益率、株価収益率は記載しておりません。

３ 第10期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号)および「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用しておりま

す。 

  

回次 第７期 第８期 第９期 第10期 第11期

決算年月 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月

売上高 (千円) 2,437,796 7,384,632 221,848 112,878 700,164

経常利益 
又は経常損失(△)

(千円) △543,560 △636,052 △451,808 △1,129,244 △806,605

当期純利益 
又は当期純損失(△)

(千円) △2,944,427 39,315 △5,704 1,324,792 △15,807,030

資本金 (千円) 2,226,000 3,855,000 3,920,000 9,444,404 9,465,473

発行済株式総数 (株) 42,122.68 92,799.36 192,018.92 475,511.49 487,098.49

純資産額 (千円) 6,764,572 10,064,291 10,461,461 22,718,013 8,185,875

総資産額 (千円) 8,120,169 13,382,751 15,068,499 27,512,497 11,901,441

１株当たり純資産額 (円) 160,599.15 108,458.77 54,488.46 47,782.52 16,807.74

１株当たり配当額 
(１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)
― 

(―)
―

(―)
500
(―)

500 
(―)

―
(―)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△)

(円) △71,242.86 444.43 △30.11 2,953.48 △32,550.84

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― 429.36 ― 2,880.14 ―

自己資本比率 (％) 83.3 75.2 69.4 82.6 68.8

自己資本利益率 (％) ― 0.5 ― 8.0 ―

株価収益率 (倍) ― 891.0 ― 43.3 ―

配当性向 (％) ― ― ― 16.9 ―

従業員数 (名) 119 117 36 33 28



２ 【沿革】 

平成８年12月 株式会社インターネット総合研究所設立(東京都新宿区西新宿二丁目６番１号―41

階)

平成９年１月 東京都港区虎ノ門五丁目12番13号大手町建物神谷町ビルディング８階に本社を移転

平成９年７月 国際電信電話株式会社と共に企画した日本初の商用IX(Internet eXchange)である日

本インターネットエクスチェンジ株式会社の設立に参画し、同時に技術運用アウト

ソーシングを全面的に受託

平成10年４月 ネットワーク機器の相互接続性テストなどを行う事業の開始に伴い、NOEL

(Network Operational Engineering Laboratory)を企画・運営

平成11年６月 通信・放送新規事業(特定通信・放送開発事業実施円滑化法)として郵政省が認定

平成11年11月 モバイルとインターネットに特化したベンチャーキャピタルとしてモバイル・イン

ターネットキャピタル株式会社をエヌ・ティ・ティ移動通信網株式会社、興銀証券

株式会社および西岡郁夫氏(モバイル・インターネットキャピタル株式会社 代表取

締役)と共同出資により設立(資本金100,000千円、当社持株比率30％)

平成11年12月 データセンターや各種インターネット関連通信サービス事業者向け24時間運用保守

サービスを行う株式会社インターネットシーアンドオーを資本金50,000千円(日本電

話施設株式会社50％、当社30％、ファストネット株式会社20％)を設立

平成11年12月 東京証券取引所 マザーズに上場

平成12年２月 米国アジアグローバルクロッシング社(米国グローバルクロッシング社、米国マイク

ロソフト社、ソフトバンク株式会社との合併)89％対当社11％の出資比率で日本国内

向けデータセンター運用会社であるグローバルセンター・ジャパン株式会社を設立

平成12年２月 米国にニューヨークを拠点にしたIRI USA, Inc.を設立

平成12年３月 本社事務所を東京都中央区日本橋室町二丁目４番３号へ移転

平成12年４月 株式会社アイ・アール・アイファイナンスアンドテクノロジーを設立

平成12年４月 株式会社アイ・アール・アイコマースアンドテクノロジーを設立

平成12年５月 本店を東京都港区赤坂一丁目14番５号へ変更

平成12年９月 本店を東京都中央区日本橋室町二丁目４番３号へ変更

平成12年11月 株式会社ブロードバンド・エクスチェンジを当社50.0％、日本電気株式会社

35.0％、松下電器産業株式会社15.0％の出資比率により、資本金１億円で企画会社

として設立。平成13年５月に株式会社エヌ・ティ・ティ・データ、住友商事株式会

社および東京電力株式会社が資本参加

平成13年３月 ブロードバンド・インターネット・インフラ事業と連携するユビキタス・プラット

ホーム事業を新たな事業の柱とするため、タウ技研株式会社の84.2％の株式取得

平成13年３月 コア事業強化とIT人材の質・量の拡大に対処するため、パソナグループとの広範囲

な提携を行うために、株式会社パソナテックの株式を25.5％取得および株式会社パ

ソナの株式を2.7％取得

平成13年６月 本社事務所を東京都新宿区西新宿一丁目26番２号へ移転

平成13年６月 高収益のブロードバンド通信事業者向け運用保守事業を強化するため、株式会社イ

ンターネットシーアンドオーからの第三者割当による増資の引受け

平成14年３月 データセンター事業への本格的進出として、グローバルセンター・ジャパン株式会

社からの第三者割当による増資の引受け

平成14年４月 グローバルセンター・ジャパン株式会社を株式会社ブロードバンドタワーに商号変

更

平成14年４月 簡易株式交換により、タウ技研株式会社を完全子会社化



平成15年３月 松下電工株式会社と次世代ネットワークプロトコル(Ipv6)対応のHX(Home eXchange)

の共同開発で提携

平成15年６月 厚生労働省の平成15年度「均等推進企業表彰」において、東京労働局長奨励賞を受

賞

平成15年７月 リーマン・ブラザーズ・コマーシャル・コーポレーション・アジア・リミテッド

(Lehman Brothers Commercial Corporation Asia Limited)との間で第三者割当増資

に係る包括契約書締結

平成15年９月 国際会計事務所組織デロイト トウシュ トーマツ発表の「日本テクノロジー

Fast50」で４位受賞

平成15年11月 リーマン・ブラザーズ・コマーシャル・コーポレーション・アジア・リミテッド

(Lehman Brothers Commercial Corporation Asia Limited)との間で第三者割当増資

に係る株式引受契約書締結

平成16年１月 平成電電株式会社よりISP(インターネット・サービス・プロバイダ)向けダイアルア

ップ接続事業に関する営業を譲り受けるための事業買収契約書締結

平成16年２月 日本経済団体連合会(日本経団連)へ入会

平成16年４月 株式会社インターネットシーアンドオーを株式会社IRIコミュニケーションズに商号

変更

平成16年７月 タウ技研株式会社を株式会社IRIユビテックに商号変更

平成16年７月 当社のIPネットワーク事業(ネットワークインテグレーション事業およびヴァーチャ

ル・アクセス・サービス事業)を株式会社IRIコミュニケーションズへ会社分割

平成16年７月 株式会社プロデュース・オン・デマンドを連結子会社化

平成16年10月 当社事業部門のユビキタス研究所を株式会社IRIユビテックへ会社分割

平成16年10月 当社子会社の株式会社ブロードバンド・エクスチェンジを存続会社とし、同じく子

会社の株式会社IRIコミュニケーションズとの合併 

新商号は株式会社IRIコミュニケーションズ

平成16年10月 簡易株式交換により、ファイバーテック株式会社を完全子会社化

平成16年11月 ジュリアーニ・パートナーズ／セイジ・キャピタル・グロースのグループ企業であ

るStanfield Financial Inc.へ円貨建転換社債型新株予約権付社債発行の決議(発行

日：平成16年12月１日) 

ジュリアーニ・パートナーズ／セイジ・キャピタル・グロースとの資本業務提携

平成16年11月 IRI Finance And Technology Asia Ltd.設立(Cayman Islands) 

株式会社アイ・アール・アイ ファイナンスアンドテクノロジーの全株式を

IRI Finance And Technology Asia Ltd.へ譲渡

平成17年６月 株式会社IRIユビテックの株式会社大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット

「ヘラクレス」へ株式の新規上場

平成17年８月 株式会社ブロードバンドタワーの株式会社大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マー

ケット「ヘラクレス」へ株式の新規上場

平成17年８月 UBS AG London Branch を割当先とする第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の

発行(発行総額110億円)

平成17年８月 公開買付けにより株式会社アイ・エックス・アイの株式を53.01％取得し子会社化

平成18年１月 三井物産株式会社とMVNO事業を支援する企画会社である株式会社モバイル・ブレー

クスルーを設立

平成18年１月 グローバルナレッジネットワーク株式会社が発行する新株予約権付社債および新株

予約権の引受契約を締結

平成18年７月 簡易株式交換により、セーバーホールディングス株式会社を完全子会社化

平成18年７月 グローバルナレッジネットワーク株式会社が発行する新株予約権付社債に付された

新株予約権の全部行使および新株予約権の一部行使により子会社化

平成18年11月 SBIホールディングス株式会社との間で、当社を完全子会社とする株式交換契約締結

平成19年１月 SBIホールディングス株式会社との株式交換契約合意解除

平成19年２月 当社子会社の株式会社アイ・エックス・アイ(東証二部)の上場廃止

平成19年３月 当社所有の株式会社アイ・エックス・アイ株式について、全株式譲渡

平成19年６月 当社(東証マザーズ)上場廃止

平成19年６月 オリックス株式会社との間で、当社を完全子会社とする株式交換契約締結



３ 【事業の内容】 

当社グループは、平成19年６月30日現在、当社および子会社17社ならびに関連会社６社で構成され、IP

ネットワーク事業、IPプラットフォーム事業、IPエンタープライジング事業、IPシナジーファイナンス事

業、その他事業の５つに分類することができます。IPシナジーファイナンス事業については、前連結会計

年度までは、事業セグメントにおいて、「その他事業」へ含めておりましたが、当連結会計年度より、単

独で区分追加いたしました。詳細は、「第５ [経理の状況] １ 連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表 注記

事項(セグメント情報) [事業の種類別セグメント情報]の(事業区分の方法の変更)をご参照ください。 

なお、当社は平成19年11月１日付をもってオリックス株式会社の完全子会社となる予定であります。 

当社グループの事業に係る位置付けおよび事業部門との関連は次のとおりであります。 

  

(IPネットワーク事業) 

主として、インターネット・データセンター事業、ネットワーク設計・構築・運用・監視およびIPトラ

フィックエクスチェンジ事業、インターネット上でのメディア事業および関連事業、ストリーミング配信

事業など、IP（インターネット・プロトコル、インターネットの通信の基本となる規約）に準拠したネッ

トワークの設計・構築・運用に関する事業 

主な該当関係会社 

・株式会社インターネット総合研究所(当社) 

・株式会社ブロードバンドタワー(持分法適用関連会社) 

・株式会社アイ・アール・アイコマースアンドテクノロジー(連結子会社) 

・株式会社プロデュース・オン・デマンド(連結子会社) 

・セーバー株式会社(連結子会社) 

・株式会社ブロードバンドピクチャーズ(持分法適用関連会社) 

  

(IPプラットフォーム事業) 

デジタル情報家電向けエンジン、ATM端末等の主要モジュールの設計・開発・製造事業、医療機器の製

造・販売事業など、IPに関連したネットワーク機器およびシステムの設計・製造に関する事業 

主な該当関係会社 

・株式会社IRIユビテック(連結子会社) 

・ファイバーテック株式会社(連結子会社) 

  

(IPエンタープライジング事業) 

IPに関連した企業顧客向けのIT教育・業務システムコンサルティングに関する事業 

主な該当関係会社 

・グローバルナレッジネットワーク株式会社(連結子会社) 

  

(IPシナジーファイナンス事業) 

IPに関連した企業を対象とし、技術経営コンサルティングを対象企業の企業価値向上のための付加価値

として行う投資事業 

主な該当関係会社 

・IRI Finance And Technology Asia Ltd. (連結子会社) 

・株式会社アイ・アール・アイファイナンスアンドテクノロジー(連結子会社) 

  

(その他事業) 

主として、ファンド運用等、その他の事業 

主な該当関係会社 

・IRI USA, Inc.(連結子会社) 

・モバイル・インターネットキャピタル株式会社(持分法適用関連会社) 

・マーチャンダイズ・キャピタル株式会社(持分法適用関連会社) 



事業の系統図はつぎのとおりであります。 

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 「議決権の所有割合」欄の(内書)は間接所有であります。 

２ 議決権の所有割合の［ ］内は、緊密な者又は同意している者の所有割合で外数となっております。 

３ 株式会社IRIユビテックは有価証券報告書提出会社で、特定子会社に該当いたします。 

４ 株式会社プロデュース・オン・デマンドは、議決権の所有割合は50％未満ですが、支配力基準により、子会

社として取り扱っております。 

５ 日本インターネットエクスチェンジ株式会社は、議決権の所有割合は20％未満ですが、影響力基準により、

関連会社として取り扱っております。 

６ その他の連結子会社       11社 

７ その他の持分法適用関連会社 ６社 

名称 住所
資本金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
又は被所有 
割合(％)

関係内容

(連結子会社)

株式会社アイ・アール・ア
イコマースアンドテクノロ
ジー       (注)2

東京都 
新宿区

595

インターネット上でのメ
ディア事業および関連す
るシステム設計・開発事
業等

77.0
[18.3]

役員の兼任 ２名 
出向者の派遣 
業務委託、サービスの購
入 
オフィス等の転貸、融資

株式会社プロデュース・オ
ン・デマンド  (注)2,4

東京都 
港区

188 ストリーミング配信事業
44.4
[25.8]

役員の兼任 １名 
出向者の派遣 
業務委託、サービスの購
入

株式会社IRIユビテック 
         (注)3

東京都 
新宿区

851

デジタル情報家電向け映
像エンジン、ATM端末等の
主要モジュールの設計・
開発・製造事業等

70.1
役員の兼任 ３名 
業務委託、サービスの購
入

ファイバーテック株式会社
東京都 
千代田区

489
医療機器の製造・販売事
業等

100.0 役員の兼任 ２名

IRI USA, Inc.
米国 
デラウェア州

105
（US1百万ドル)

米国におけるインターネ
ット業界・企業の情報収
集等

100.0 役員の兼任 ２名

IRI Finance And  
Technology Asia Ltd.

ケイマン諸島
0

（US76ドル)
ファンド運営事業等 98.7 役員の兼任 ２名

株式会社アイ・アール・ア
イファイナンスアンドテク
ノロジー     (注)1

東京都 
新宿区

10
ファンド運営に係る投資
助言等

98.7
(98.7)

役員の兼任 ２名 
出向者の派遣、業務受託

株式会社イード 
         (注)1

東京都 
中野区

300
マーケティングリサーチ
事業及び関連するコンサ
ルティング事業

55.9
(55.9)

役員の兼任 １名 
連 結 子 会 社 ア イ・ア ー
ル・アイコマースアンド
テクノロジーの子会社

シーブックニジュウヨンド
ットコム株式会社 (注)1

埼玉県 
戸田市

20 書籍・雑誌の販売
45.1

(41.8)

役員の兼任 １名 
連結子会社アイ・アール・
アイコマースアンドテク
ノロジーの子会社

グローバル ナレッジ ネッ
トワーク株式会社

東京都 
渋谷区

470
IT教育ソリューションの
提供事業

73.1 役員の兼任 ２名

セーバー株式会社
東京都 
新宿区

35
インターネットシステム
に関連する開発及びコン
サルティング

100.0
役員の兼任 ３名 
オフィス等の転貸、融資

セーバーテクノロジーズ株
式会社      (注)1

東京都 
新宿区

10
システム、アプリケーシ
ョン、パッケージの開発
事業

100.0
(100.0)

連結子会社セーバーの子
会社

(持分法適用関連会社)

株式会社ブロードバンドタ
ワー

東京都 
中央区

2,245
インターネット・データ
センター事業、ブロード
バンド配信事業

42.4
役員の兼任 ３名 
サービスの購入

モバイル・インターネット
キャピタル株式会社

東京都 
港区

100
ベンチャーキャピタル事
業

30.0 役員の兼任 ２名

日本インターネットエクス
チェンジ株式会社 
         (注)5

東京都 
千代田区

451
商用IX(インターネット事
業者間の相互接続サービ
ス)事業

17.4
役員の兼任 １名     
サービスの購入



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年６月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 従業員数が前年度末に比べて99名増加しておりますが、主な要因は、グローバルナレッジネットワーク株式

会社およびセーバー株式会社が連結子会社となったことによる増加、また、株式会社アイ・エックス・アイ

が連結子会社から外れたことによる減少、これらの増減によるものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年６月30日現在 

 
(注) １ 従業員数には、当社グループ会社への出向者(4名)を含んでおります。 

２ 平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は、結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

IPネットワーク事業 174

IPプラットフォーム事業 224

IPエンタープライジング事業 120

IPシナジーファイナンス事業 ―

その他事業 1

全社 6

合計 525

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

28 42.3 5.6 7,465,593



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格の高騰や米国経済の減速等による影響が懸念された

ものの、企業収益の改善に伴う設備投資の増加や、引き続き好調な雇用情勢により個人消費を押し上

げ、景気は緩やかながら順調な回復傾向が続いております。 

  

当社グループが属する情報通信サービス市場においては、ブロードバンドが普及する中で、これまで

のADSL（Asymmetric  Digital  Subscriber  Line）の成長が鈍化する一方で、FTTH（Fiber  To  The 

Home）が大きくシェアを伸ばしております。こうした情報通信サービス市場の変化に伴い、動画コンテ

ンツの需要拡大や、SNS（Social Networking Service）やGoogleに代表される「Web2.0型ビジネス」の

普及により、インターネットビジネスが大きく変化しつつあります。 

モバイル・携帯電話市場においては、番号ポータビリティの導入により、NTTドコモ、KDDI、ソフト

バンクモバイルの３社が携帯電話向けサービスや料金体系の多様化・差別化を図る中、「おサイフケー

タイ」やワンセグ対応携帯電話への買替え需要が高まってきています。 

このような情勢の下、当社グループの事業においては、ブロードバンド利用者の増加や「Web2.0型ビ

ジネス」の普及に伴い、特に、IPネットワーク事業については、株式会社アイ・アール・アイコマース

アンドテクノロジーのメディアサービスやECサイト事業、株式会社プロデュース・オン・デマンドの動

画コンテンツの配信事業、会計処理上は当社持分法適用会社であるものの、当社グループの企業集団の

ひとつとして位置付けている株式会社ブロードバンドタワーのデータセンター事業が、またIPプラット

フォーム事業では、株式会社IRIユビテックのセンシングモジュール事業等が順調に売上高を伸ばして

おります。一方、当社においては、当事業年度の開始にあわせ、社内の事業部門として、ネットワーク

社会基盤事業部およびディペンダブルネットワーク研究所を新設し、これまでの持株会社的機能から、

グループ会社を束ねることに加え事業を主体とした機能への移行を行うことで、当社本体の事業強化を

図ってまいりました。 
  

しかしながら、連結子会社であった株式会社アイ・エックス・アイ（以下、IXI、平成19年２月22日

に東京証券取引所 市場第二部 上場廃止）およびその連結子会社については、後述のとおりの状況で当

社の連結子会社から外れております。 

以上の結果、当連結会計年度における当社グループの業績は、売上高15,354百万円（前年同期68,366

百万円、77.5％減少）、営業損失1,376百万円（前年同期 営業利益3,487百万円）、経常損失824百万円

（前年同期 経常利益3,354百万円）、当期純損失16,264百万円（前年同期 当期純利益3,092百万円）と

なりました。 

  

当社の事業別営業の状況については次のとおりであります。なお、当連結会計年度より、従来、「そ

の他事業」に含めておりました「IPシナジーファイナンス事業」は、重要性が増したため単独区分して

おります。 

  



① IPネットワーク事業 

IPネットワーク事業につきましては、ユーザ網のIP化に伴い、当社がIPテクノロジー・プロバイダ

ーとして培ってきた構築・運用に係る技術力や経験がますます強みを発揮し、営業機会が増加してい

る中で、株式会社アイ・アール・アイコマースアンドテクノロジーは、「次世代の出版社」をキーワ

ードに「RBB TODAY」「レスポンス」「MEDWEB」「モノ・オンライン」等９つのメディアやサービ

ス、ECサイト等を運営し、コンテンツ、調査、広告、ゲーム制作、書籍出版等、メディアを中心に

Web2.0型ビジネスモデルを展開しマーケティングアンテナを広げています。株式会社プロデュース・

オン・デマンドにおいては、株式会社USENが開始した広告モデル型無料動画配信サービス「GyaO」の

配信プラットフォーム提供が引き続き好調に推移いたしました。また、株式交換により平成18年７月

１日効力発生を迎え、当連結会計年度より当社子会社となったセーバー株式会社は、携帯向け動画投

稿サイトの動画配信ソリューションの開発、大手携帯端末メーカーのバンドルソフトの開発等を行っ

てまいりました。 

持分法適用関連会社である、株式会社ブロードバンドタワーは、ブロードバンドを利用して様々な

サービスを提供する事業者に対し、堅牢かつ快適なデータセンター環境と高品質で高速なインターネ

ット接続を中心にデータセンターサービスを提供しました。  

以上の結果、IPネットワーク事業の連結業績につきましては、売上高は5,225百万円（前年同期

10,389百万円、49.7％減少）、営業損失は479百万円（前年同期 営業利益152百万円）となりまし

た。  

  

② IPプラットフォーム事業 

IPプラットフォーム事業につきましては、株式会社IRIユビテックにおいて、バイオメトリクス(生

体認証)を活用したセンシングモジュールの受注が好調であり、今後は自社開発したフルスペックハ

イビジョンの映像エンジンモジュール「UBIRIS(ユビリス)」、「NET UBIRIS(ネットユビリス)」によ

る営業活動も強化しております。モバイル・ユビキタス関連では、引き続き携帯電話評価業務の受注

が堅調に推移しましたが、WiMAX支援事業の新たな計画の遅れにより、全体の売上高、営業利益が前

期に比べ減少いたしました。WiMAX支援事業の拡販については、福井ケーブルテレビ株式会社のWiMAX

によるフルハイビジョン映像伝送実験の支援が始まる等、新たな顧客獲得に向け進んでおります。 

ファイバーテック株式会社は、引き続き極細径内視鏡の販売を行い、レーザー技術を利用した治療

機器やリアルタイム共焦点内視鏡等の共同開発にも着手しております。なお、平成19年７月10日付を

もって、当社が保有するファイバーテック株式の全株（40,683株）の株式譲渡を行い、当社子会社か

ら外れております。 

以上の結果、IPプラットフォーム事業の連結業績につきましては、売上高は7,017万円（前年同期 

7,147百万円、1.8％減少）、営業利益は178百万円（前年同期 336百万円、46.9％減少）となりまし

た。 

  

③ IPエンタープライジング事業 

IPエンタープライジング事業につきましては、当連結会計年度に、当社が新株予約権を行使したこ

とにより、当社の子会社となったグローバルナレッジネットワーク株式会社は教育事業を行っており

ますが、プロジェクトマネジメント研修コースやマイクロソフト関連コース、ヒューマン・スキル研

修等の売上が拡大し、また管理面の整備により、月次での黒字転換をいたしました。また、平成18年

秋に、マイクロソフトより高品質のトレーニングを提供する認定教育機関へ授与される「CPLS最優秀

賞」を、平成19年春には、シスコシステムズより高品質のトレーニングを評価する「Learning 



Partner of the Year」を受賞しました。 

以上の結果、IPエンタープライジング事業の連結業績につきましては、売上高は2,869百万円(前年

同期 50,590百万円、94.3％減少)、営業利益は20百万円(前年同期 3,921百万円、99.5%減少)となり

ました。 

  

④ IPシナジーファイナンス事業 

前連結会計年度までは、事業別セグメントのその他事業へ区分しておりましたが、当連結会計年度

からは、IPシナジーファイナンス事業として単独で区分追加いたしました。IPシナジーファイナンス

事業につきましては、IP技術を核としてグループとのシナジーを期待できる企業を対象に、主に国内

のIT企業の投資活動に伴う調査等を進めてまいりました。 

以上の結果、IPシナジーファイナンス事業の連結業績につきましては、売上高は200百万円、営業

損失は661百万円となりました。 

  

当連結会計年度における当社の重大な事業状況では、当社の公開買付により平成17年８月に連結子会

社となったIXIが、当社の連結子会社になる相当以前から、その営業取引の中に循環取引とみなされる

取引がなされた可能性があることが判明し、第19期半期報告書の提出遅延を契機に、平成19年１月21日

付で大阪地方裁判所に民事再生手続開始を申立て、同裁判所に受理され同裁判所から保全管理命令の決

定を得て（事件番号：大阪地方裁判所 平成19 年（再）第３号）、最終的に、IXIは上場廃止に至りま

した。 

IXIの営業取引については、長年にわたり、大部分が架空循環取引であるという関係者の証言がある

中で、当社中間期決算では、IXIの破産管財人の協力を得てIXIの売上先や仕入先へ残高照会を行いまし

た。またIXIの棚卸資産・有形固定資産等に計上されているソフトウェア（CD-Rom）については、当社

の技術をもとに解析を行う等（解析の結果、CD-Romのほとんど全てが稼働せず、無価値であることも判

明）、IXIの決算を修正した上、当社の当中間決算確定を試みてまいりました。しかしながら、連結す

べきIXI決算が確定できず、一定の仮定や想定に基づいて当社が不確定なIXIの決算を連結数値に取り込

み、主観的な決算修正を行うことは、投資家の皆様の誤解を招く恐れがあると判断し、IXIおよびその

連結子会社（あわせて、以下、IXIグループ）の決算については、連結の範囲には含めるものの、IXIグ

ループの損益については発生額がないものとして取扱い、また貸借対照表項目については取り崩すとい

う処理を行ってきました。これらの会計処理について、当社は、会計監査人である監査法人トーマツ

（以下、トーマツ）へ確認を行いながら進めてまいりましたが、IXIの中間財務諸表項目に対して十分

な監査手続きが実施できず、当社の中間期における連結財務諸表に対する意見を表明しないという結論

がトーマツより下されました。以上の状況から、当社の中間期における半期報告書に係る監査におい

て、会計監査人より意見を表明しない旨の監査報告書を受理したことで、株式会社東京証券取引所（以

下、東証）より当社の株式が株券上場廃止基準に該当する恐れがある銘柄として、投資家の皆様の注意

を喚起するために、平成19年３月30日付で監理ポストに割当てられました。監理ポストへ割当てられた

後、当社は１日も早く通常へ戻るために、東証の上場審査におけるあらゆる質問や照会に対し、その回

答を書面あるいは口頭で説明し、上場維持するために尽力してまいりましたが、東証は、会計監査人の

監査意見の不表明およびIXIの当社連結決算に占める割合が高く、その影響が大きいことを理由に、当

社においては、到底納得できないことながら、平成19年５月23日に上場廃止決定通告を受け、６月24日

をもちまして、当社は上場廃止に至りました。なお、当社が保有するIXI株式については、平成19年３

月29日付で、全株式（78,508株）の株式譲渡が終了し、当社の第３四半期末（平成19年３月末）時点で

連結子会社から外れております。 



  

当社は、平成18年11月にSBIホールディングス株式会社との間で、株式交換契約を締結しておりまし

たが、上述のIXI半期報告書の提出遅延したことにより、当該契約上の解除条件に抵触したため、平成

19年１月16日に株式交換契約の合意解除を行いました。 

また、当社が平成19年５月に、上場廃止決定通告を受けた後、当社グループの信用失墜の影響は大き

く、当社は様々な選択肢から今後の方向性を検討してきました中で、交渉の結果、オリックス株式会社

との経営統合に関する基本合意に至ることができました。当社とオリックスは、ITと金融という異なる

分野ではあるものの、それぞれの分野で新たな事業を創造し社会に貢献してきたという意味では共通の

歴史・ＤＮＡを有しています。経営統合により、それぞれ単独では得られなかったアセット、リソー

ス、ノウハウが補完され、新たな付加価値の創出と顧客サービスの拡大がもたらされ、さらに大きな飛

躍を遂げることができるものと考えております。なお、当社は、基本合意をもとに、平成19年６月21日

付でオリックス株式会社との間で株式交換契約書を締結いたしました。これにより当社は、平成19年11

月１日付をもって、オリックス株式会社の完全子会社となる予定であります。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

営業活動におけるキャッシュ・フローにつきましては、売上高の減少等により、503百万円のネット

支払額(前年同期 ネット受取額2,285百万円)となりました。 

投資活動におけるキャッシュ・フローにつきましては、セーバーやグローバルナレッジの取得、およ

び株式会社IRIユビテックの株式一部売却等により、1,495百万円のネット受取額(前年同期 ネット支

払額7,842百万円)となりました。 

財務活動におけるキャッシュ・フローにつきましては、PoDにおける長期借入金返済や当社およびIRI

ユビテックにおいて剰余金の配当支払額等により、1,946百万円のネット支払額(前年同期 ネット受取

額14,503百万円)となりました。 

  

以上の結果、当連結会計年度における現金および現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末残高か

ら10,068百万円減少して、4,872百万円となりました。 

  

 
（注）自己資本比率：       自己資本／総資産 

      時価ベースの自己資本比率： 株式時価総額／総資産 

  

平成16年６月期 平成17年６月期 平成18年６月期 平成19年６月期

自己資本比率(％) 57.9 48.0 44.5 51.3

時価ベースの自己資本比率 
(％)

432.3 257.1 106.7 49.5



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績および受注実績 

当社および関係会社のサービスは広範囲かつ多種多様であり、また受注生産形態をとらない事業も含

まれるため、事業の種類別に生産の規模および受注の規模を金額または数量で示すことはしておりませ

ん。 

  

(2) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２ セグメント間取引について控除した値を記載しております。 

３ 当連結会計年度よりIPシナジーファイナンス事業は、「その他事業」より分類し単独セグメントとして区分

追加いたしました。したがって前年同期比においては、分類していたものとして、比率を記載しておりま

す。 

４ 主な相手先別の販売実績および当該販売実績額の総販売実績に対する割合 

  なお、当連結会計年度は、総販売実績に対する割合が100分の10以上となる相手先に該当が無いため、記載

を省略しております。 

  

 
  

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

IPネットワーク事業 5,225,682 △49.7

IPプラットフォーム事業 7,017,996 △1.8

IPエンタープライジング事業 2,869,993 △99.5

IPシナジーファイナンス事業 200,000 100.0

その他事業 40,437 △83.1

合計 15,354,109 △77.5

相手先
前連結会計年度

相手先
当連結会計年度

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

株式会社デジタル
デザイン

12,151,500 17.8 ― ― ―

株式会社ミクロ・
システム・トレイ
ディング

7,419,830 10.9 ― ― ―



３ 【対処すべき課題】 

当社グループを取り巻く市場環境は、ブロードバンドの普及とインターネット関連の技術革新を背景

に、今後も成長は続くものと考えております。一方で、市場動向や変化を予測できなければ淘汰される厳

しい市場とも捉えております。こうした環境の中、IPテクノロジーをコアに、強固な経営基盤を備えた企

業集団を目指すべく、当社グループにおきましては、特に下記を重要課題として取り組んでまいります。

なお、当社は、株式交換により、オリックス株式会社（以下、オリックス）との間で、平成19年11月１

日をもってオリックスの完全子会社となる予定であります。 

  

(1) 事業強化および競争力強化 

当社が安定的な収益をあげていくためには、期初（平成18年７月）から立ち上げました当社の２つの

事業部門（ネットワーク社会基盤事業部およびディペンダブルネットワーク研究所）における収益構造

の確立が急務であります。当社グループにおいては、各社それぞれの強みの技術を活かした事業活動が

必要であります。このためには、当社グループが強みを活かして、IPテクノロジー分野に関する先端的

技術力の評価を得て、技術的に高度な知見・ノウハウの開発や獲得をし、グループシナジーを図りなが

ら、当該分野における新規営業案件の獲得、当社を含め当社グループ内における技術開発の推進のみな

らず、グループ外企業との連携も行いながら、技術力の鍛錬および蓄積に努めてまいります。また、業

務提携などをベースに、当社グループ内外の経営資源を効率的に活用しながら、技術の提供、製品開

発、営業力を高め、競争力の強化を行うことが必要と考えております。 

  

(2) 人材の獲得・育成 

当社をはじめ当社グループでは、まだまだ少数精鋭で取り組んでいるために、即戦力となる人材の確

保や適材適所に基づく人の配置が必要であります。また、将来にわたっての布石として、当社グループ

ではIPテクノロジー分野のみならず、各分野における専門性の高い人材の拡充を行い、さらに当社グル

ープの経営力・技術力を維持し発展させるためにも、これを担う人材の獲得・育成が重要と考えており

ます。加えて、当社グループの魅力を高めるためにも労務環境の整備にも努めてまいります。 

  

(3) コーポレートガバナンスの強化 

当社は、当社グループ各社に対し、独自性は尊重しつつも、必要なグループ間におけるルールのもと

で「連邦型独立経営」を志向しながらコーポレートガバナンス体制の確立を目指し、特に上場グループ

各社に対しては独立性の確保に重点を置き、グループ経営を行ってまいりました。しかしながら、平成

17年８月に当社の子会社になった株式会社アイ・エックス・アイが、当社子会社になる相当以前からの

不正取引により、当社までもが上場廃止に至る結果となりました。これによって、当社グループが受け

た信用失墜の影響は大きく、オリックスの子会社となった後にも、当社は、信用回復に努め、尚一層の

与信管理体制、営業取引の不正防止のための内部牽制機能、コンプライアンスの周知徹底を含めたガバ

ナンス体制整備、これらの強化に鋭意努力してまいります。 

  

  



４ 【事業等のリスク】 

すでに、「第２[事業の状況]１ 業績等の概要(1）業績」でも記載のとおり、当社は、連結子会社であ

った株式会社アイ・エックス・アイ（以下、IXI）の上場廃止を契機とし、当社の半期報告書の監査報告

書における会計監査人による意見の不表明および連結業績への影響が大きいことを理由として、東京証券

取引所より上場廃止決定通告を受け、平成19年６月24日付をもって上場廃止となりました。なお、平成19

年11月１日付けをもって、オリックス株式会社の完全子会社となる予定であります。  

  

以下において、当社グループの経営および事業展開上のリスク要因となる可能性の主な事項を記載して

おります。当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、事前の回避および発生した場合におけ

る対応に努める方針であります。  

  

  

(1) 法令規則等に係るリスクについて 

当社グループは、機動的な経営を行う上で、自主独立の迅速な意志決定を図るべく「連邦型独立経

営」を推進し、法令遵守による経営を周知徹底してまいりました。しかしながら、平成17年８月にTOB

により子会社となったIXIが不正循環取引を行ったことが発覚いたしました。IXIの不正循環取引は、当

社子会社となる相当以前から行われたものであり、巧妙な手口をつかったものであります。本事件は、

当社のみならず、ソフトウェア業界における取引のあり方を業界全体で見直すべき課題ではないかと考

えています。  

既存の当社グループの事業においては、電気通信事業法など法令・規制の適用を受けるものがあり、

今後、変更されたり、新規の法令・規制が導入されたりする場合、その影響で、当社グループが予測通

りには事業を展開できなくなる可能性がございます。知的所有権においても、多数の企業がIPテクノロ

ジーの技術・ビジネスモデルの開発を積極的に進めているために第三者からの特許侵害による損害賠償

請求等を受ける潜在的な可能性もございます。  
  

  

(2) 当社本体の抱えるリスクについて 

従前のとおり、当社はIPテクノロジー・ビジネス・クリエーターを標榜しており、インターネットイ

ンフラを支える要素技術であるIPテクノロジーを活用し、新たな成長産業を創出する想像力と、成長事

業の育成を行うインキュベーション能力を企業のコアコンピタンスと位置づけております。当社はこの

コアコンピタンスを用いてインターネットインフラの発展に伴って事業領域を拡大し成長してきた企業

であります。  

設立当初は、国内にインターネットが普及し始めた揺籃期であり、当社はルーターとサーバーの運用

技術をコア技術とし、主要事業は、通信キャリアのISP部門や電子商取引等のコンテンツ・プロバイダ

ーに関わるネットワークコンサルティングからネットワーク設計・構築・運用に関する受託事業であり

ました。現在では、インターネットのブロードバンド環境が広がりを見せる中で、ISPなどの通信事業

者網のIP化は一段落し、当社の顧客ドメインも、インターネットを活用する担い手である一般企業や地

方公共団体等の幅広いユーザー網のIP化へとシフトしております。今後も、当社グループにおいては、

エンタープライズ市場と呼ばれる幅広い産業分野の企業情報ネットワークのIP化を事業として推進する

ことが、引き続き、最大の経営課題となっております。 

このような環境の下で、当社はIPテクノロジーをベースとしたビジネス・クリエーターとして、いわ

ゆるIT・IP化が遅れている産業において、競争力のあるプレーヤーと連携して産業全体のIP化を図るべ

く、当社グループの技術力を積極的に活用して、収益構造の確立を目指す必要があります。 



このような戦略を推進する中では、1）事業育成の対象となる事業機会を発掘し事業シナジーを検討

すること、2）これまで投資した事業を確立させること、3）事業育成の成功を企業収益に変えること、

それぞれの達成度が当社の経営に大きな影響を与えます。当社はこれまでに新事業の企画・発掘・イン

キュベーションに必要なIPテクノロジーおよびその周辺分野に関する先端的な知識や事業企画・開発ノ

ウハウを蓄積してきておりますが、これらの知見や経験を今後の産業構造の変化やエンタープライズ市

場の各業界の特性に対応した形に応用していけるか否か、また、そこに必要な人材を継続的に獲得・育

成していくことができるか否か、長期安定的な収益構造を確立できるか否かが、当社事業の成長性およ

び収益性を大きく左右することになります。  

  

(3）IPネットワーク事業のリスクについて 

持分法適用関連会社であるものの、IPネットワーク事業の中核として位置づけているBBTowerについ

ては、広範な顧客層に対してネットワークソリューションを提供していくためのインターネットインフ

ラ基盤であるiDC事業を主力事業としております。BBTowerは、様々な大規模ユーザーに対してサービス

を提供しており、付加価値の高いサービスを提供することで、競合会社との差別化を図っております

が、当社グループより資本力に優れた通信事業者やシステムインテグレーター系の会社との激しい競争

下で過度の価格競争にさらされるリスクがあります。また今後顧客ニーズに対応することで、人員増加

や設備増強等の費用増加により、同社の業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

(4) IPプラットフォーム事業のリスクについて 

IPプラットフォーム事業の中核企業であるIRIユビテックは、イメージングテクノロジーであるデジ

タル情報家電向け映像エンジン、およびセンシングテクノロジーであるATM端末等の主要モジュールの

設計・開発から製造等のノウハウを蓄積しており、将来を見越した製品開発・提案を行っております。

しかし、主力製品に関しては、急激な技術の進歩、代替技術・代替商品の出現、技術標準の変化等が発

生した場合には、同社の業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。またユビキタス環境が進展する

中、当社が平成18年にIRIユビテックに承継したユビキタス研究所を中心に展開する、次世代無線LAN技

術を用いた新規事業展開が同社の業績に大きく寄与を開始しておりますが、今後のこれらの分野におけ

る技術標準化の方向性や、新規事業のサービス開始の遅れ等が、同事業の業績に大きな影響を与える可

能性があります。 

  

(5) IPエンタープライジング事業のリスクについて 

IPエンタープライジング事業を担っているグローバルナレッジは、平成18年７月に子会社となりまし

た。同社は独立系IT教育ベンダーとして企業の競争力強化を支援している企業です。大手通信事業者、

システムインテグレーター（SIer）、ネットワークインテグレーター（NIer）などのエンタープライズ

市場は拡大しておりますが、企業の顧客ニーズに適合した受講プログラムの開発および提供の遅れによ

る業界優位性が下がったり、優秀な講師等の人材不足などが発生した場合は、同事業の業績に大きな影

響を与える可能性があります。 

  

(6) IPシナジーファイナンス事業のリスクについて 

IPシナジーファイナンス事業は、平成16年11月にジュリアーニ・パートナーズ／セイジ・キャピタ

ル・グロースとの間で資本業務提携を行い、展開を始めた事業で具体的にはGiuliani/Sageからの助言

及び協力の下、ファンドマネージメント会社を共同で設立し、パートナー企業群（主として上場企業）

への戦略的投資を行うと共にIRIグループの有する革新的なIPテクノロジー・ソリューションを提供



し、投資先の経営刷新と企業価値向上を支援する事業です。  

この事業は、当社の子会社である株式会社IRIファイナンスアンドテクノロジーを中心に展開してお

ります。 

この投資事業のリスク要因としては、金融業界特に株式市況に影響を受けやすく市況動向によって

は,投資活動が順調に推移しない等の事由で予想収益に大きな影響を与える可能性があります。 

  

(7) 取引先の事業動向に関するリスクについて 

当社グループ各社においては、特定の事業者に対する売上依存度が比較的高く、これらの事業者の今

後の事業動向によっては、当社のグループ各社の売上および利益に大きな影響を与える可能性がありま

す。 

  

(8) 技術革新・競合に係るリスクについて 

当社グループが事業を展開するIPテクノロジー分野は、急速な技術革新が進む分野で技術の陳腐化に

よる影響を受け、技術競争力が必要な産業のひとつであります。  

IPテクノロジーの技術革新に伴い、当社グループの提供する技術に関して、技術力の低下や陳腐化に

より、当社グループの技術が業界のニーズとの乖離が生じた場合には、成長予測通りの収益を上げるこ

とができなくなる可能性がございます。 

  

(9) システム障害に係るリスクについて 

当社グループは、IPテクノロジーに係る各種サービスの提供するために、各種のネットワークシステ

ムを構築しております。これらについては、日々、障害発生防止のために内部管理上、重要な注意を払

っておりますが、人為的なミス、ハード上の問題、大規模災害等で障害を発生させる場合がございま

す。障害が発生した場合、サービス提供に重要な影響を与え、その結果として当社グループの業績に影

響を与える可能性があります。 

  

(10) マネジメントの不測の事態に係るリスクについて 

当社グループの既存・新規事業は、当社グループの役職員により企画・推進されておりますが、重要

な経営陣に不測の事態が生じ、事業の円滑な推進支障が生じた場合には、当社グループの事業に影響を

及ぼす可能性があります。 

  

(11) 顧客情報のセキュリティに係るリスクについて 

当社グループの事業においては、会社支給品であるPC等の紛失などによる重要情報や顧客データの漏

洩などにより大きな被害が発生する可能性があり、これを防止することは極めて重要となります。会社

支給品に対する管理や社員教育を行うとともに、当社グループは、機密情報および個人情報保護法等を

ふまえた十分なセキュリティ対策を講じる必要がございます。今後、顧客情報の管理に係る問題が発生

した場合、信用失墜による取引の逸失等により、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

１ 当社は、平成18年11月28日開催の取締役会において、SBIホールディングス株式会社(以下「SBI」)と

の間で、株式交換によりSBIの完全子会社となるために平成19年４月１日を効力発生日とする株式交換

契約書を締結いたしましたが、当該子会社の株式会社アイ・エックス・アイ(東証２部上場)が半期報告

書の提出を遅延していたことに伴い、平成19年１月16日付にて、当社はSBIとの間で当該株式交換の合

意解除をいたしました。 

  

２ 当社は、平成19年６月21日開催の取締役会において、オリックス株式会社と株式交換により、当社を

完全子会社とする株式交換契約について決議し、同日付で株式交換契約を締結いたしました。同契約

は、平成19年９月26日開催の当社定時株主総会において承認され、平成19年11月１日に株式交換が実施

される予定です。 

  

(1) 株式交換を行う理由 

当社およびオリックスは、ITと金融という異なる分野ではあるものの、それぞれの分野で新たな事業

を創造し社会に貢献してきたという意味では共通の歴史・DNAを有しております。本統合により、それ

ぞれ単独では得られなかったアセット、リソース、ノウハウが補完され、新たな付加価値の創出と顧客

サービスの拡大がもたらされ、更に大きな飛躍を遂げることができるものと考え、オリックスの完全子

会社となることに合意したものです。 

  

(2) 株式交換比率 

オリックス株式会社の普通株式1株に対し、当社株式0.667株を割当てます。 

  

(3) 株式交換比率の算定根拠 

オリックス株式会社は、第三者機関のファイナンシャル・アドバイザーとして、GCA株式会社（以

下、「GCA」）に株式交換比率の算定を依頼しました。GCAは、オリックスについては市場株価法を採用

して算定を行いました。また、GCAは当社については、類似会社比較法および修正純資産法の各評価方

式を採用して算定を行いました。 

当社は、オリックス株式会社の算定に基づく提案を受け、その内容を検討し、提案内容がその時点で

の時価を大幅に上回ること、当社が整理ポスト下にある状況の中で、最速な判断の必要性があることを

もとに基本合意を締結し、その後、株式交換契約締結に向けて、さらなる検討を行ったとともに、その

他条件についても交渉を行った結果、株式交換比率を含む株式交換契約を締結することに決定いたしま

した。 

  

(4) 株式交換期日 

平成19年11月１日 

  

(5) 完全親会社となる会社の資本金・事業の内容 

資本金の額 98,755百万円（平成19年３月末現在）

事業の内容 多角的金融サービス業



６ 【研究開発活動】 

当社および当社グループは、創業以来「IP（Internet Protocol）技術を中核とする高い技術力を梃子

に、社会に貢献する」ことを社是として、インターネット業界の発展に伴って成長してまいりました。研

究開発活動においてもこの観点に基づき、当社グループの独自性・先進性を発揮するため、常にオリジナ

ル技術の開発を心掛けてまいりました。さらに、顧客企業や大学研究機関からの受託業務を通じ、収益獲

得に役立つ研究開発活動を展開しております。 

当連結会計年度における研究開発費は、110,842千円であります。なお、顧客企業や大学研究機構等か

らの受託に伴う研究開発費は含まれておりません。 

主要な研究内容として、IPネットワーク事業においては、当社の事業部であるディペンダブルネットワ

ーク研究所による政府系案件や自主開発としての量子技術や仮想技術の研究開発を行ってまいりました。

また、連結子会社であるセーバー株式会社が動画修復技術を用いた新製品の開発や、既存商品のバージョ

ンアップ等に対し研究開発を行ってまいりました。当連結会計年度における研究開発の総額は、51,074千

円となっております。 

IPプラットフォーム事業においては、連結子会社である株式会社IRIユビテックが、大手メーカーおよ

び大学研究機関等との共同開発のみならず当社独自の情報収集、研究開発も行っております。イメージン

グテクノロジーであるデジタル情報家電向け映像エンジンおよびセンシングテクノロジーであるATM端末

等の主要モジュールの設計・開発から製造等に関連した研究開発を行うことが重要な要素となっておりま

す。当連結会計年度における研究開発費の総額は、59,768千円となっております。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当社は、平成19年６月24日付をもって上場廃止となりました。また、平成19年11月１日付をもってオリ

ックス株式会社の完全子会社となる予定です。文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日

(平成19年９月27日)時点での当社グループの判断に基づいております。  

  

(1) 特記すべき事項  

「第２ [事業の状況] １ 業績等の概要（１）概要」および後述の「第５［経理の状況］３ ㈱ア

イ・エックス・アイに関する事項」でも記載のとおり、（株）アイ・エックス・アイ（以下、IXI）の

会計処理として、当連結会計年度の連結計算書類においてIXIの発生はないものとして取り扱ってお

り、当連結会計年度の財政状態および経営成績に大きな影響を与えております。  

  

(2) 財政状態の分析 

総資産は、前連結会計年度末の57,052百万円と比べて38,315百万円減少し、18,737百万円となりまし

た。  

流動資産については前連結会計年度末の36,294百万円と比べて26,307百万円減少し、9,987百万円と

なりました。これは主として、現金および預金が前連結会計年度と比較して67.4％減少し、4,872百万

円となったこと、また、受取手形および売掛金が前連結会計年度と比較して67.9％減少し2,883万円と

なったこと、さらに、たな卸資産が前連結会計年度と比較して94.0減少し583百万円となったこと等に

因るものであります。 

有形固定資産については、前連結会計年度末の4,697百万円と比べて4,050百万円減少し、647百万円

となりました。これは主として、IXIの子会社であるグローバルウイングの航空機や、建設仮勘定(航空

機)を除外したことに因る減少であります。  

無形固定資産については、前連結会計年度末の8,812百万円と比べて7,009百万円減少し、1,802百万

円となりました。これは主として、のれんの減少等に因るものであります。  

投資その他資産については、前連結会計年度末の7,217百万円と比べて916百万円減少し、6,300百万

円となりました。これは主として、差入保証金が減少したこと等に因るものであります。 

流動負債については、前連結会計年度末の17,224百万円と比べて10,109百万円減少し、7,114百万円

となりました。これは主として、支払手形及び買掛金が前連結会計年度と比較して89.9％減少し1,409

百万円となったこと等に因るものです。  

固定負債については、前連結会計年度末の6,849百万円と比べて6,437百万円減少し、412百万円とな

りました。これは主として、新株予約権付社債4,500百万円の償還およびIXIの長期借入金の減少に因る

ものであります。  

純資産合計については、前連結会計年度末の32,978百万円と比べて21,768百万円減少し、11,210百万

円となりました。これは主として、IXIを連結子会社から除外したことに伴い、少数株主持分が減少し

たこと、および当期純損失を16,264百万円計上したことに伴う利益剰余金の減少したこと等に因るもの

であります。  

  



(3) キャッシュ・フローの分析 

当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は10,068百万円減少して、4,872百万円とな

りました。 

営業活動におけるキャッシュ・フローは503百万円の現金及び現金同等物の減少となりました。これ

は主として、売上高の減少等によるものです。 

投資活動におけるキャッシュ・フローは1,495百万円の現金及び現金同等物の増加となりました。こ

れは主として、セーバーやグローバルナレッジの取得、および株式会社IRIユビテックの株式一部売却

等によるものです。 

財務活動におけるキャッシュ・フローは1,946百万円の現金及び現金同等物の減少となりました。こ

れは主として、PoDにおける長期借入金返済や当社およびIRIユビテックにおいて剰余金の配当金支払額

等によるものです。 

なお、当社は、平成16年12月に円貨建転換社債型新株予約権付社債を45億円発行しておりましたが、

平成19年３月にその全額を繰上償還しました。その償還資金としては、SBIホールディングス株式会社

より35億円借入れると共に、手元資金10億円を充当いたしました。また平成19年６月にオリックス株式

会社との株式交換契約締結に伴い、オリックス株式会社より借換を行い、SBIホールディングス株式会

社へは全額返済しております。  

  

(4) 経営成績の分析 

① 概要  

当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格の高騰や米国経済の減速等による影響が懸念され

たものの、企業収益の改善に伴う設備投資の増加や、引き続き好調な雇用情勢により個人消費を押し

上げ、景気は緩やかながら順調な回復傾向が続いております。 

このような経済環境の下、当連結会計年度における当社グループの業績は、売上高15,354百万円

(前年同期68,366百万円、77.5％減少)、営業損失1,376百万円(前年同期 営業利益3,487百万円)、経

常損失824百万円(前年同期 経常利益3,354百万円)、当期純損失は、16,264百万円(前年同期 当期純

利益3,092百万円)となりました。 

② 売上高  

売上高は、前連結会計年度と比較して77.5％減少し15,354百万円となりました。これは主として、

各事業セグメントにおいて堅調に業績が推移したものの、前述のとおりIXIの売上の発生はないもの

として取り扱ったことに因るものです。 

事業の種類別の売上高については、IPネットワーク事業における当連結会計年度の売上高は5,225

百万円(前年同期10,389百万円、49.7％減少)となりました。これは主として、子会社の株式会社ア

イ・アール・アイコマースアンドテクノロジーおよび、株式会社プロデュース・オン・デマンドの業

績が好調で売上高が拡大した一方で、前連結会計年度の中間連結会計期間まで子会社であった株式会

社ブロードバンドタワーが持分法適用関連会社へ変更となったこと等に因るものであります。 

IPプラットフォーム事業における当連結会計年度の売上高は、7,017百万円(前年同期7,147百万

円、1.8％減少)となりました。これは主として、子会社の株式会社IRIユビテックのバイオメトリク

ス（生体認証）を活用したセンシングモジュールや自社開発したフルハイビジョンの映像エンジンモ

ジュール「UBIRIS（ユビリス）」の受注が売上・利益に貢献したものの、WiMax支援事業の計画の遅

れが影響したこと等に因るものであります。また、当社は平成19年７月10日、当社グループ事業の本

業であるIT事業に経営資源を集中させるため、ファイバーテック株式会社の全株式を譲渡いたしまし

た。 



IPエンタープライジング事業における当連結会計年度の売上高は、2,869百万円（前年同期50,590

百万円、94.3％減少）となりました。これは主として、平成18年７月に当社グループ入りをした独立

系IT教育ベンダーであるグローバルナレッジネットワーク株式会社のプロジェクトマネジメント研修

コースやマイクロソフト関連コース、ヒューマン・スキル研修等の売上が拡大したものの、前述のと

おり、IXIの売上の発生はないものとして取り扱ったことに因るものであります。 

前連結会計年度まで、「その他事業」に含めておりましたIPシナジーファイナンス事業は、その重

要性が増したため、当連結会計年度より単独で区分追加いたしましたが、IPシナジーファイナンス事

業における当連結会計年度の売上高は、200百万円(前年同期 分類していたものとして200百万円)と

なりました。これは主として、IP技術を核としてグループとのシナジーを期待できる企業を対象に、

主に国内のIT企業の投資活動に伴う調査等を進めたこと等に因るものです。 

  

③ 売上原価、販売費および一般管理費  

売上原価は、上述の売上減少に伴い、前連結会計年度と比較して79.6％減少し12,030百万円(前年

同期 58,957百万円)となりました。 

販売費および一般管理費は、前連結会計年度と比較して20.6％減少し4,699百万円(前年同期 5,921

百万円)となりました。これは主として、当社グループの競争力を高めるための人員が増加したこと

により人件費が増加したものの、IXIの販売費および一般管理費の発生はないものとして取り扱った

こと等に因るものです。 

  

④ 営業損失 

上述しました②売上高、③売上原価、販売費および一般管理費の内容の結果、当連結会計年度の営

業損失は、1,376百万円(前年同期 営業利益 3,487百万円)となりました。 

  

⑤ 営業外損益および経常利益 

営業外収益として743百万円(前年同期 286百万円)、営業外費用として191百万円(前年同期 418百

万円)を計上した結果、経常損失は824百万円(前年同期 経常利益 3,354百万円)となりました。主な

営業外収益は、持分法による投資利益615百万円、受取業務手数料24百万円であり、主な営業外費用

は、支払利息68百万円、支払手数料43百万円であります。 

  

⑥ 特別損益 

特別利益については、当社が保有していた株式会社IRIユビテックの株式の一部を売却したこと等

による関係会社株式売却益764百万円を計上した結果、968百万円(前年同期 8,349百万円)となりまし

た。  

一方、特別損失は、株式会社IXIに関する関係会社株式評価損14,380百万円を計上したこと等に因

り、15,832百万円(前年同期 5,783百万円)となりました。 

  

⑦ 少数株主利益 

少数株主利益は、前連結会計年度と比較して81.2％減少し139百万円(前年同期 739百万円)となり

ました。これは主として、IXIを連結子会社から除外し、少数株主が減少したこと等に因るものであ

ります。 

  

⑧ 当期純損失  



以上の結果、当連結会計年度における当期純損失は、16,264百万円(前年同期 当期純利益 3,092百

万円)となりました。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資については、当社における社内ネットワーク整備等、主要子会社において

は、事業の拡大・充実に伴うオフィス内装設備やソフトウェア等への設備投資を実施しました。当連結会

計年度における当社および主要子会社の設備投資総額は、324,131千円であり、当社においては、社内ネ

ットワーク整備等の設備投資として45,403千円、主要子会社の設備投資は、事業セグメント別に以下のと

おりであります。また、当社および主要子会社において、重要な設備の除去または売却はありません。 

なお、当連結会計年度において、当社はグローバルナレッジネットワーク株式会社およびセーバー株式

会社を子会社化しましたが、これに伴う有形固定資産については除いております。 

  

(1) IPネットワーク事業 

連結子会社である株式会社プロデュース・オン・デマンドの工具備品等の設備投資の総額は112,835

千円、株式会社アイ・アール・アイコマースアンドテクノロジーのソフトウェア等の設備投資の総額は

28,326干円、セーバー株式会社のソフトウェア等の設備投資の総額は82,956千円であります。 

  

(2) IPプラットフォーム事業 

連結子会社であるファイバーテック株式会社の工具器具備品等の設備投資の総額は1,484千円であり

ます。 

  

(3) IPエンタープライジング事業 

連結子会社であるグローバルナレッジネットワーク株式会社のソフトウェア等の設備投資の総額は

51,070千円であります。 

  

(4) IPシナジーファイナンス事業 

当連結会計年度において、特記すべき事項はありません。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

提出会社および在外子会社においては、主要な設備はありません。 

  

国内子会社 

平成19年６月30日現在 
 

(注) 上記の他、主要な設備のうち連結関係会社以外から賃借している設備の内容は、下記のとおりであります。 
 

  

会社名 事業所名(所在地) 設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員
(名)

建物
工具器具
備品

建設仮
勘定

合計

株式会社プロデュ
ース・オン・デマ
ンド

本社(東京都港区)
新オフィスの
内装設備

17,604 10,707 17,128 45,440 26

株式会社プロデュ
ース・オン・デマ
ンド

配信拠点 
(東京都港区ほか)

配信用ソフト
ウェア

― 174,138 ― ― ―

事業所名(所在地) 設備の内容 台数 リース期間
年間リース料 

(千円)
リース契約残高

(千円)

配信拠点
(東京都港区ほか)

配信設備等 一式 ３～５年間 209,162 462,039



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

当連結会計年度末において、重要な設備の新設等の計画はありません。 

  

  

(2) 重要な設備の除却等 

当連結会計年度末において、重要な設備の除却等の計画はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注)１ 提出日現在の発行数には、平成19年９月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株引受権(ストックオ 

 プション)および新株予約権(ストックオプション)の権利行使により発行された株式数は含まれておりませ 

 ん。 

  ２ 東京証券取引所マザーズ市場については、平成19年６月24日に上場廃止となっております。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,943,600

計 1,943,600

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年９月27日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 487,098.49 487,098.49 非上場 ―

計 487,098.49 487,098.49 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 旧商法第280条ノ19の規定に基づくストックオプションの状況は次のとおりであります。 

なお、当社は、平成19年11月１日付をもってオリックス株式会社の完全子会社となる予定でありま

す。これによって、当社が発行している全てのストックオプションは、効力発生日前までに、権利行使

されていないストックオプション全てを放棄、無償取得等の方法により消滅させる予定であります。 

  

株主総会の特別決議日(平成13年４月26日) 

  

 
  

事業年度末現在
(平成19年６月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年８月31日)

新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,320 1,320

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり    254,313 １株当たり     254,313

新株予約権の行使期間

１株～５株：
    平成15年６月１日～ 
    平成20年５月31日 
10株～40株： 
    平成15年６月１日～ 
    平成23年４月25日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格     254,313
資本組入額     127,157

発行価格      254,313
資本組入額     127,157

新株予約権の行使の条件

①対象者は、新株引受権の行
使時において、当社または
当社の子会社もしくは関連
会社の取締役、監査役また
は従業員であることを要す
る。

②対象者が取締役または従業
員の地位を喪失した場合で
あっても、別途定める事由
に基づく場合には、新株引
受権を行使することができ
る。

③対象者の相続人は、新株引
受権を行使することができ
るものとする。

④その他の細目事項について
は、当社と対象者の間で締
結する新株引受権付与契約
に定めるものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
権利の譲渡、質入およびその
他一切の処分は認めない。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―



株主総会の特別決議日(平成14年３月15日) 
  

 
  

事業年度末現在
(平成19年６月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年８月31日)

新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,948 1,948

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり   51,895 １株当たり      51,895

新株予約権の行使期間
平成16年５月１日～
平成21年４月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格    51,895
資本組入額      25,948

発行価格       51,895
資本組入額      25,948

新株予約権の行使の条件

①対象者は、新株引受権の行
使時において、当社または
当社の子会社もしくは関連
会社の取締役、監査役また
は従業員であることを要す
る。

②対象者が取締役または従業
員の地位を喪失した場合で
あっても、別途定める事由
に基づく場合には、新株引
受権を行使することができ
る。

③対象者の相続人は、新株引
受権を行使することができ
るものとする。

④その他の細目事項について
は、当社と対象者の間で締
結する新株引受権付与契約
に定めるものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
権利の譲渡、質入およびその
他一切の処分は認めない。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―



② 新株予約権 

第１回新株予約権(株主総会の特別決議日 平成14年９月20日) 
  

 
  

事業年度末現在
(平成19年６月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年８月31日)

新株予約権の数(個) 109 109

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 872 872

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり     22,948 １株当たり      22,948

新株予約権の行使期間
平成16年11月１日～
平成21年10月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格     22,948
資本組入額      11,474

発行価格       22,948
資本組入額      11,474

新株予約権の行使の条件 (注)１ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、
当社取締役会の承認を要す
る。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―



第２回新株予約権(株主総会の特別決議日 平成14年９月20日) 
  

 
  

第３回新株予約権(株主総会の特別決議日 平成15年９月18日) 
  

 
  

事業年度末現在
(平成19年６月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年８月31日)

新株予約権の数(個) 14 14

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 112 112

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり     26,000 １株当たり      26,000

新株予約権の行使期間
平成17年４月１日～
平成22年３月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格      26,000
資本組入額     13,000

発行価格       26,000
資本組入額      13,000

新株予約権の行使の条件 (注)１ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、
当社取締役会の承認を要す
る。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

事業年度末現在
(平成19年６月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年８月31日)

新株予約権の数(個) 874 874

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 6,992 6,992

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり    108,750 １株当たり     108,750

新株予約権の行使期間
平成16年４月１日～
平成22年10月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格     108,750
資本組入額     54,375

発行価格      108,750
資本組入額      54,375

新株予約権の行使の条件 (注)１ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、
当社取締役会の承認を要す
る。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―



第４回新株予約権(株主総会の特別決議日 平成15年９月18日) 
  

 
  

第５回新株予約権(株主総会の特別決議日 平成16年９月22日) 
  

 
  

事業年度末現在
(平成19年６月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年８月31日)

新株予約権の数(個) 341 341

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 2,728 2,728

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり    116,382 １株当たり     116,382

新株予約権の行使期間
平成16年10月１日～
平成23年４月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格     116,382
資本組入額      58,191

発行価格      116,382
資本組入額      58,191

新株予約権の行使の条件 (注)１ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、
当社取締役会の承認を要す
る。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

事業年度末現在
(平成19年６月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年８月31日)

新株予約権の数(個) 886 886

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,772 1,772

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり    117,400 １株当たり     117,400

新株予約権の行使期間
平成17年４月１日～
平成23年11月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格     117,400
資本組入額      58,700

発行価格      117,400
資本組入額      58,700

新株予約権の行使の条件 (注)１ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、
当社取締役会の承認を要す
る。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―



第６回新株予約権(株主総会の特別決議日 平成17年９月22日) 
  

 
  

第７回新株予約権(株主総会の特別決議日 平成17年９月22日) 
  

 
(注)１ 新株予約権の行使の条件は次のとおりであります。 

① 新株予約権の割当を受けた者(以下、「対象者」という。)が、自己都合により辞任および退職した場合に

は、新株予約権を行使できない。 

② 対象者は、新株予約権の行使時において、当社、当社子会社または当社関連会社の取締役、監査役、従業

員、その他これに準ずる地位にあることを要するものとする。 

③ 対象者が上記②の地位を喪失した場合であっても、以下の各号に定める事由に基づく場合には、前項にか

かわらず、新株予約権を行使することができるものとする。 

(ⅰ) 対象者である当社の取締役および監査役、当社子会社および当社関連会社の取締役が、任期満了を

理由に退任した場合 

(ⅱ) 対象者である当社および当社子会社の従業員が、会社の都合により転籍した場合 

事業年度末現在
(平成19年６月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年８月31日)

新株予約権の数(個) 699 699

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 699 699

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり    166,000 １株当たり     166,000

新株予約権の行使期間
平成18年４月１日～
平成24年11月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格     166,000
資本組入額      83,000

発行価格      166,000
資本組入額      83,000

新株予約権の行使の条件 (注)１ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、
当社取締役会の承認を要す
る。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

事業年度末現在
(平成19年６月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年８月31日)

新株予約権の数(個) 19 19

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 19 19

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり    142,000 １株当たり     142,000

新株予約権の行使期間
平成18年11月１日～
平成25年４月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格     142,000
資本組入額      71,000

発行価格      142,000
資本組入額      71,000

新株予約権の行使の条件 (注)１ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、
当社取締役会の承認を要す
る。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―



(ⅲ) 対象者である当社および当社子会社の従業員が、定年退職した場合 

(ⅳ) 対象者である当社および当社子会社の従業員が、会社都合または業務上の疾病により解雇された場

合 

④ 対象者が新株予約権の権利行使期間到来前に死亡した場合は、相続人は新株予約権を行使できない。 

  なお、対象者が新株予約権の権利行使期間到来後に死亡した場合には、相続人が新株予約権を行使するこ

とができるものとする。 

⑤ 権利の譲渡、質入およびその他一切の処分は認めない。 

⑥ その他の権利行使の条件は、株主総会決議および新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と対象者

との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。 

２ 当社が株式分割および時価を下回る価額で新株を発行するときは(新株予約権および新株引受権の行使によ

り新株を発行する場合を除く)、次の算式により株式数を調整し、調整により生ずる１株の100分の１未満の

端数は切り捨てる。 

 
調整前行使価額は、３記載の調整前の行使価額を、調整後行使価額は同調整後の行使価額を意味する。上記

の他、新株予約権発行日後に当社が他社と合併する場合、その他、株式数の調整を必要とする場合には、合

理的な範囲で、株式数は適切に調整されるものとする。 

３ 当社が株式の分割および時価を下回る価額で新株を発行または自己株式を処分するときは(新株予約権およ

び新株引受権の行使により新株を発行する場合を除く)、次の算式により行使価額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は、切り上げる。 

 
また、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に、「分割・新規発行前の株価」を「処分前の株価」に、それぞれ読み替えるものとする。 

上記の他、新株予約権発行日後に当社が他社と合併する場合、その他、行使価額の調整を必要とする場合に

は、合理的な範囲で、行使価額は適切に調整されるものとする。 

  

③ 新株予約権付社債 

平成16年12月１日発行の円貨建転換社債型新株予約権付社債（45億円）は、新株予約権付社債権者

による償還請求により、平成19年３月５日をもって、全額の償還が終了いたしました。これにより、

新株予約権は全部消滅いたしました。 

  

  

調整後株式数 ＝
調整前株式数×調整前行使価額

調整後行使価額

既発行株式数 ＋
新規発行株式数 × １株当たりの払込価額

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数



(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

  



(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成14年９月30日
(注)１

― 41,033.68 566 2,188,566 △566 9,466,718

平成14年12月31日
(注)２

374 41,407.68 12,466 2,201,033 12,466 9,479,185

平成14年12月31日
(注)１

― 41,407.68 966 2,202,000 △966 9,478,218

平成15年６月30日
(注)３

715 42,122.68 23,833 2,225,833 23,833 9,502,051

平成15年６月30日
(注)１

― 42,122.68 166 2,226,000 △166 9,501,885

平成15年９月18日
(注)４

― 42,122.68 ― 2,226,000 △4,965,281 4,536,603

平成15年10月７日
(注)５

554 42,676.68 99,901 2,325,901 99,901 4,636,504

平成15年10月25日
(注)４

― 42,676.68 ― 2,325,901 △3,980,103 656,401

平成15年12月25日
(注)６

526 43,202.68 299,820 2,625,721 299,820 956,221

平成15年12月25日
(注)７

2,205 45,407.68 999,967 3,625,668 999,967 1,956,188

平成15年12月31日
(注)８

426 45,833.68 14,200 3,639,888 14,199 1,970,388

平成15年12月31日
(注)１

― 45,833.68 111 3,640,000 △111 1,970,277

平成16年２月20日
(注)９

45,833.68 91,667.36 ― 3,640,000 ― 1,970,277

平成16年２月28日
(注)10

51 91,718.36 850 3,640,850 850 1,971,127

平成16年３月23日
(注)11

881 92,599.36 199,987 3,840,837 199,987 2,171,114

平成16年３月31日
(注)１

― 92,599.36 496 3,841,333 △496 2,170,618

平成16年６月30日
(注)12

200 92,799.36 12,403 3,853,736 12,403 2,183,021

平成16年６月30日
(注)１

― 92,799.36 1,263 3,855,000 △1,263 2,181,757

平成16年８月20日
(注)13

92,799.36 185,598.72 ― 3,855,000 ― 2,181,757

平成16年９月30日
(注)14

638 186,236.72 11,851 3,866,851 11,850 2,193,608

平成16年10月１日
(注)15

3,124.20 189,360.92 ― 3,866,851 241,371 2,434,980

平成16年12月31日
(注)16

1,811 191,171.92 31,318 3,898,169 31,316 2,466,296

平成16年12月31日
(注)１

― 191,171.92 1,830 3,900,000 △1,830 2,464,466

平成17年６月30日
(注)17

847 192,018.92 17,379 3,917,379 17,379 2,481,845

平成17年６月30日
(注)１

― 192,018.92 2,620 3,920,000 △2,620 2,479,225

平成17年７月31日
(注)18

96.00 192,114.92 2,259 3,922,259 2,259 2,481,484



 
(注) １ 資本準備金の資本組入 

２ 第１回目の新株引受権(ストックオプション)が、平成14年６月１日から平成14年12月31日までに行使された

増加であります。 

  発行価額  66,667円 

  資本組入額 33,334円 

３ 第１回目の新株引受権(ストックオプション)が、平成15年１月１日から平成15年６月30日までに行使された

増加であります。 

  発行価額  66,667円 

  資本組入額 33,334円 

４ 平成15年９月18日開催の定時株主総会において、資本準備金8,945,385,642円減少し4,965,281,998円を欠損

填補し、3,980,103,644円をその他資本剰余金へ振り替えることを決議によるものであります。 

５ 有償第三者割当(割当先：Lehman Brothers Commercial Corporation Asia Limited) 

  発行価額   360,654円 

  資本組入額  180,327円 

６ 有償第三者割当(割当先：Lehman Brothers Commercial Corporation Asia Limited) 

  発行価額  1,140,000円 

  資本組入額  570,000円 

７ 有償第三者割当(割当先：Lehman Brothers Commercial Corporation Asia Limited) 

  発行価額   907,000円 

  資本組入額  453,500円 

８ 第１回目の新株引受権(ストックオプション)が、平成15年７月１日から平成15年12月31日までに行使された

増加であります。 

  発行価額   66,667円 

  資本組入額  33,334円 

９ 株式分割(無償交付・分割比率１：２)による増加 

10 第１回目の新株引受権(ストックオプション)の行使による増加であります。 

  発行価額   33,334円 

  資本組入額  16,667円 

11 有償第三者割当(割当先：Lehman Brothers Commercial Corporation Asia Limited) 

  発行価額   454,000円 

  資本組入額  227,000円 

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成17年８月19日
(注)19

192,018.92 384,133.84 ― 3,922,259 ― 2,481,484

平成17年８月31日
(注)20

23,267.30 407,401.14 1,850,019 5,772,278 1,849,980 4,331,465

平成17年９月30日
(注)21

10,016.83 417,417.97 702,307 6,474,586 702,292 5,033,758

平成17年10月31日
(注)22

47,940.85 465,382.82 2,450,042 8,924,628 2,449,957 7,483,716

平成17年11月４日
(注)23

9,496.67 474,855.49 500,009 9,424,637 499,990 7,983,707

平成17年12月31日
(注)24

36.00 474,891.49 702 9,425,340 702 7,984,409

平成17年12月31日
(注)１

― 474,891.49 659 9,426,000 △659 7,983,749

平成18年６月30日
(注)25

620.00 475,511.49 18,404 9,444,404 18,404 8,002,154

平成18年７月１日
(注)26

10,327.00 485,838.49 ― 9,444,404 1,507,742 9,509,896

平成18年７月１日～ 
平成19年６月30日

(注)27
1,260.00 487,098.49 21,069 9,465,473 21,068 9,530,964



12 平成16年３月１日から平成16年３月31日までの①第１回目新株引受権(ストックオプション)および②第３回

目新株引受権(ストックオプション)ならびに③第３回新株予約権(ストックオプション)の行使による増加で

あります。 

① 発行価額  33,334円 

  資本組入額 16,667円 

② 発行価額  207,579円 

  資本組入額 103,790円 

③ 発行価額  435,000円 

  資本組入額 217,500円 

13 株式分割(無償交付・分割比率１:２)による増加 

14 平成16年７月１日から平成16年９月30日までの①第１回株券引受権(ストックオプション)および②第３回新

株引受権(ストックオプション)の行使による増加であります。 

① 発行価額  16,667円 

  資本組入額  8,334円 

② 発行価額  103,790円 

  資本組入額 51,895円 

15 簡易株式交換(ファイバーテック㈱、交換比率 １：0.492)による増加 

16 平成16年10月１日から平成16年12月31日までの①第１回新株引受権(ストックオプション)、②第３回新株引

受権(ストックオプション)、③第１回新株予約権(ストックオプション)および④第４回新株予約権(ストッ

クオプション)の行使による増加であります。 

① 発行価額  16,667円 

  資本組入額  8,334円 

② 発行価額  103,790円 

  資本組入額 51,895円 

③ 発行価額  45,895円 

  資本組入額 22,948円 

④ 発行価額  232,764円 

  資本組入額 116,382円 

17 平成17年１月１日より平成17年６月30日までの①第１回新株引受権(ストックオプション)、②第３回新株引

受権(ストックオプション)、③第１回新株予約権(ストックオプション)、④第２回新株予約権(ストックオ

プション)および⑤第５回新株予約権(ストックオプション)の行使による増加であります。 

① 発行価額  16,667円 

  資本組入額  8,334円 

② 発行価額  103,790円 

  資本組入額 51,895円 

③ 発行価額  45,895円 

  資本組入額 22,948円 

④ 発行価額  52,000円 

  資本組入額 26,000円 

⑤ 発行価額  234,800円 

  資本組入額 117,400円 

18 平成17年７月１日から平成18年７月31日までの①第３回新株引受権(ストックオプション)、②第１回新株予

約権(ストックオプション)の行使による増加であります。 

① 発行価額  51,895円 

  資本組入額 25,948円 

② 発行価額  22,948円 

  資本組入額 11,474円 

19 株式分割(無償交付・分割比率１:２)による増加 

20 平成17年８月９日から平成17年８月31日までの第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の行

使 

  発行価額(１株あたりの８月平均値)  159,021円 

  資本組入額(１株あたりの８月平均値) 79,512円 



21 平成17年９月１日から平成17年９月30日までの①第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の

行使および②第１回新株引受権(ストックオプション)の行使による増加であります。 

① 発行価額(１株あたりの９月平均値)  147,916円 

  資本組入額(１株あたりの９月平均値) 73,959円 

② 発行価額   8,334円 

  資本組入額  4,167円 

22 平成17年10月１日から平成17年10月31日までの第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の行

使による増加であります。 

  発行価額(１株あたりの10月平均値)  102,209円 

  資本組入額(１株あたりの10月平均値) 51,106円 

23 平成17年11月１日から平成17年11月４日までの第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の行

使による増加であります。 

  発行価額(１株あたりの11月平均値)  105,300円 

  資本組入額(１株あたりの11月平均値) 52,651円 

24 平成17年12月１日から平成17年12月31日までの①第３回新株引受権(ストックオプション)、②第１回新株予

約権(ストックオプション)の行使による増加であります。 

① 発行価額  51,895円 

  資本組入額 25,948円 

② 発行価額  22,948円 

  資本組入額 11,474円 

25 平成18年１月１日から平成18年６月30日までの①第１回新株引受権(ストックオプション)、②第３回新株引

受権(ストックオプション)、③第１回新株予約権(ストックオプション)、④第２回新株予約権(ストックオ

プション)、⑤第３回新株予約権(ストックオプション)、⑥第４回新株予約権(ストックオプション)の行使

による増加であります。 

① 発行価額   8,334円 

  資本組入額  4,167円 

② 発行価額  51,895円 

  資本組入額 25,948円 

③ 発行価額  22,948円 

  資本組入額 11,474円 

④ 発行価額  26,000円 

  資本組入額 13,000円 

⑤ 発行価額  108,750円 

  資本組入額 54,375円 

⑥ 発行価額  116,382円 

  資本組入額 58,191円 

26 簡易株式交換(セーバーホールディングス㈱、交換比率 １：2.6)により、平成18年７月１日付をもって

10,327株の新株を発行いたしました。これにより、資本準備金が1,507,742千円増加しました。 

27 平成18年７月１日から平成19年６月30日までの①第１回新株引受権(ストックオプション)、②第３回新株引

受権(ストックオプション)、③第１回新株予約権(ストックオプション)、④第２回新株予約権(ストックオ

プション)、⑤第４回新株予約権(ストックオプション)、⑥第５回新株予約権(ストックオプション)の行使

による増加であります。なお、これにより資本金21,069千円、資本準備金21,068千円が増加しました。 

① 発行価額   8,334円 

  資本組入額  4,167円 

② 発行価額  51,895円 

  資本組入額 25,948円 

③ 発行価額  22,948円 

  資本組入額 11,474円 

④ 発行価額  26,000円 

  資本組入額 13,000円 

⑤ 発行価額  116,382円 

  資本組入額 58,191円 

⑥ 発行価額  117,400円 

  資本組入額 58,700円 

  



(5) 【所有者別状況】 

平成19年６月30日現在 

 
(注) １ 自己株式68.37株は、「個人その他」に68株、「端株の状況」に0.37株含まれております。 

２ 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式282株が含まれております。 

  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年６月30日現在 

 
  

  

区分

株式の状況

端株の状況
(株)政府及び 

地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

0 1 7 93 26 5 8,314 8,446 ―

所有株式数 
(株)

0 2,600 106,793 44,305 47,818 444 285,132 487,092 6.49

所有株式数 
の割合(％)

0 0.53 21.92 9.10 9.82 0.09 58.54 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

藤 原   洋 東京都杉並区 95,496 19.61

ヤフー株式会社 東京都港区六本木６丁目10―１ 37,648 7.73

モルガン・スタンレー証券株式
会社

東京都渋谷区恵比寿４丁目20―３
恵比寿ガーデンプレイスタワー

36,243 7.44

モルガンスタンレーアンドカン
パニーインターナショナルピー
エルシー 
(常任代理人 モルガン・スタ
ンレー証券株式会社)

25 CABOT SQUARE，CANARY WHARF，
LONDON E14 ４QA ENGLAND 
(東京都渋谷区恵比寿４丁目20番３号 
恵比寿ガーデンプレイスタワー)

25,007 5.13

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目４―１ 24,348 5.00

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９―１ 17,311 3.55

財 津  吉 弘 東京都港区 16,826 3.45

新光証券株式会社 東京都中央区八重洲２丁目４―１ 14,993 3.08

河 端    繁 千葉県船橋市 9,727 1.99

大和田  廣 樹 東京都港区 9,178 1.88

計 ― 286,777 58.87



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年６月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が282株(議決権282個)含まれており 

ます。 

２ 「端株」欄の普通株式には、当社所有の自己保有株式が次のとおり含まれております。 

  自己保有株式         0.37株 

  

② 【自己株式等】 

平成19年６月30日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式  68

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式487,024 487,024 ―

端株 普通株式 6.49 ― ―

発行済株式総数 487,098.49 ― ―

総株主の議決権 ― 487,024 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
 ㈱インターネット総合 
 研究所

東京都新宿区西新宿 
１―26―２

68 ― 68 0.01

計 ― 68 ― 68 0.01



(8) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株引受権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該制度第１回目は旧

商法第280条ノ19および当社旧定款第６条の規定に基づき、郵政省の特定通信・放送開発事業実施円滑

化法第４条第１項の認定を受け、同第８条の規定による新株引受権を付与する方法により、取締役６

名、従業員32名に対し付与することを平成11年10月28日開催の臨時株主総会において特別決議されたも

のであります。なお、平成18年８月末日にすべての行使が終了しております。 

第２回目は、旧商法第280条ノ19および当社旧定款第６条の規定に基づき、取締役２名、従業員43名

に対して新株引受権を付与することを平成13年４月26日開催の臨時株主総会において特別決議されたも

のであります。 

第３回目は、旧商法第280条ノ19および当社旧定款第６条の規定に基づき、取締役５名、従業員59名

に対して新株引受権を付与することを平成14年３月15日開催の臨時株主総会において特別決議されたも

のであります。 

また、当社は、平成13年改正商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、当社および当社グ

ループ会社の役職員に対し、ストックオプションとして新株予約権を無償でこれまで７回発行しており

ます。 

平成14年９月20日開催の定時株主総会の特別決議後、第１回新株予約権として平成14年９月20日開催

の取締役会決議をもって、当社の取締役、従業員および監査役、当社子会社の取締役および従業員、な

らびに当社関連会社の取締役に発行いたしました。第２回新株予約権として平成15年２月18日開催の取

締役会決議をもって当社の従業員に発行いたしました。 

平成15年９月18日開催の定時株主総会の特別決議後、第３回新株予約権として、平成15年10月１日開

催の取締役会決議により、当社の取締役および従業員に発行し、また、第４回新株予約権として、平成

16年３月４日開催の取締役会決議により、当社の取締役、従業員および監査役へ発行いたしました。 

平成16年９月22日開催の定時株主総会の特別決議後、第５回新株予約権として、平成16年11月10日開

催の取締役会決議により、当社の取締役、従業員および監査役へ発行いたしました。 

平成17年９月22日開催の定時株主総会の特別決議後、第６回新株予約権として、平成17年12月15日開

催の取締役会決議により、当社の取締役、従業員および監査役に発行し、第７回新株予約権として、平

成18年４月20日開催の取締役会決議により、当社の従業員に発行しました。 

当該制度の内容は次のとおりであります。なお、当社は、平成19年11月１日付をもってオリックス株

式会社の完全子会社となる予定であります。これによって、当社が発行している全てのストックオプシ

ョンは、効力発生日前までに、権利行使されていないストックオプション全てを放棄、無償取得等の方

法により、消滅させる予定であります。この結果、ストックオプション制度は廃止とする予定でありま

す。 

 
(注) １ 付与対象者の区分および人数は、当事業年度末現在であります。なお、決議日時点での付与対象者は、取締

役２名、従業員43名。 

２ 付与日以降の株式分割による調整後の値であります。 

３ 新株引受権行使の主な条件は、次のとおりであります。 

  (1) 対象者は、本件新株引受権の行使時において、当社又は当社の子会社もしくは関連会社の取締役、監 

決議年月日 平成13年４月26日

付与対象者の区分及び人数 取締役 １名、従業員 25名 (注)１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 1,320 (注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり254,313 (注)２

新株予約権の行使期間
１株～５株 平成15年６月１日～平成20年５月31日
10株～40株 平成15年６月１日～平成23年４月25日

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡、質入およびその他一切の処分は認めない

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項

―



     査役または従業員であることを要する。 

    (2)  対象者が取締役または従業員の地位を喪失した場合であっても、以下の各号に定める事由に基づく場 

     合には、(1)にかかわらず、本件新株引受権を行使できるものとする。 

         (ⅰ) 対象者である取締役が、当社定款第20条の規定（任期満了）に基づき退任した場合 

         (ⅱ) 対象者である従業員が、当社就業規則第25条第4号および第8号の規定（会社の都合等による解 

          雇）に基づき解雇された場合 

  (3) 本件新株引受権の譲渡、質入その他の一切の処分は認められないものとする。 

  (4) 対象者の相続人は、本件新株引受権を行使することができるものとする。 

  (5) 新株引受権の行使によって発行される株式の発行価額の合計額が年間（１月１日から12月31日まで） 

   金1,000万円を超えないように、付与を受けた本新株引受権を行使しなければならない。 

４ 当社が株式の分割および時価を下回る価額で新株を発行（新株引受権の行使の場合を除く）するときは、次

の算式により株式数を調整し、調整により生ずる１株の100分の１未満の端数は切り捨てる。 

調整前発行価額は、５に記載の調整式による調整前の発行価額を意味し、調整後発行価額は、同調整式に 

よる調整後の発行価額を意味する。  

 
  また、当社が他社と合併を行う場合にも、必要な株式の数の調整を行う。 

５ 当社が株式の分割および時下を下回る価額で新株を発行（新株引受権の行使の場合を除く）するときは、次

の算式により発行価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。  

 
  また、当社が他社と合併を行う場合にも、必要な発行価額の調整を行う。 

  

 
(注) １ 付与対象者の区分および人数は、当事業年度末現在であります。なお、決議日時点での付与対象者は、取締

役５名、従業員59名。 

２ 付与日以降の株式分割による調整後の値であります。 

３ 新株引受権行使の主な条件は、次のとおりであります。 

  (1) 対象者は、本件新株引受権の行使時において、当社又は当社の子会社もしくは関連会社の取締役、監 

     査役または従業員であることを要する。 

    (2)  対象者が取締役または従業員の地位を喪失した場合であっても、以下の各号に定める事由に基づく場 

     合には、(1)にかかわらず、本件新株引受権を行使できるものとする。 

         (ⅰ) 対象者である取締役が、当社定款第20条の規定（任期満了）に基づき退任した場合 

         (ⅱ) 対象者である従業員が、当社就業規則第25条第4号および第8号の規定（会社の都合等による解 

          雇）に基づき解雇された場合 

  (3) 本件新株引受権の譲渡、質入その他の一切の処分は認められないものとする。 

  (4) 対象者の相続人は、本件新株引受権を行使することができるものとする。 

  (5) 新株引受権の行使によって発行される株式の発行価額の合計額が年間（１月１日から12月31日まで） 

   金1,000万円を超えないように、付与を受けた本新株引受権を行使しなければならない。 

調整後株式数 ＝
調整前株式数×調整前行使価額

調整後行使価額

既発行株式数 ＋
新規発行株式数 × １株当たりの払込価額

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

決議年月日 平成14年３月15日

付与対象者の区分及び人数 取締役 １名、従業員 35名 (注)１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 1,948 (注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり51,895(注)２

新株予約権の行使期間 平成16年５月１日～平成21年４月30日

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡、質入およびその他一切の処分は認めない

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項

―



４ 当社が株式の分割および時価を下回る価額で新株を発行（新株引受権の行使の場合を除く）するときは、次

の算式により株式数を調整し、調整により生ずる１株の100分の１未満の端数は切り捨てる。 

調整前発行価額は、５に記載の調整式による調整前の発行価額を意味し、調整後発行価額は、同調整式によ

る調整後の発行価額を意味する。  

 
  また、当社が他社と合併を行う場合にも、必要な株式の数の調整を行う。 

５ 当社が株式の分割および時下を下回る価額で新株を発行（新株引受権の行使の場合を除く）するときは、次

の算式により発行価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。  

 
  また、当社が他社と合併を行う場合にも、必要な発行価額の調整を行う。 

     

 
(注) １ 付与対象者の区分および人数は、当事業年度末現在の人数であります。発行日時点においては、当社取締 

役３名、当社従業員72名、当社監査役１名、当社子会社取締役１名、当社子会社従業員10名、当社関連会 

社取締役１名。 

２ 株式の数は、当事業年度末現在の数であります。第１回新株予約権は、332個発行しました。発行日後、株

式分割に伴い、株式の数および新株予約権の行使時の払込金額を調整した数であります。 

３ 当社が株式分割および時価を下回る価額で新株を発行するときは（新株予約権および新株引受権の行使によ

り新株を発行する場合を除く）、次の算式により株式数を調整し、調整により生ずる１株の100分の１未満

の端数は切り捨てる。 

 
  調整前行使価額は、４記載の調整前の行使価額を、調整後行使価額は同調整後の行使価額を意味する。 

上記の他、新株予約権発行日後に当社が他社と合併する場合、その他、株式数の調整を必要とする場合に

は、合理的な範囲で、株式数は適切に調整されるものとする。  

４ 当社が株式の分割および時価を下回る価額で新株を発行または自己株式を処分するときは（新株予約権およ

び新株引受権の行使により新株を発行する場合を除く）、次の算式により行使価額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は、切り上げる。  

 
  また、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に、「分割・新規発行前の株価」を「処分前の株価」に、それぞれ読み替えるものとする。 

上記の他、新株予約権発行日後に当社が他社と合併する場合、その他、行使価額の調整を必要とする場合に

は、合理的な範囲で、行使価額は適切に調整されるものとする。 

調整後株式数 ＝
調整前株式数×調整前行使価額

調整後行使価額

既発行株式数 ＋
新規発行株式数 × １株当たりの払込価額

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

決議年月日 平成14年９月20日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役１名、当社従業員34名、当社子会社従業員３名(注)１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 872 (注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり22,948(注)２

新株予約権の行使期間 平成16年11月１日～平成21年10月31日

新株予約権の行使の条件 (注)５

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項

―

調整後株式数 ＝
調整前株式数×調整前行使価額

調整後行使価額

既発行株式数 ＋
新規発行株式数 × １株当たりの払込価額

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数



５ 新株予約権の行使の条件は次のとおりであります。 

 ① 新株予約権の割当を受けた者（以下、「対象者」という。）が、自己都合により辞任および退職した場合

 には、新株予約権を行使できない。 

 ② 対象者は、新株予約権の行使時において、当社、当社子会社または当社関連会社の取締役、監査役、従業

 員、その他これに準ずる地位にあることを要するものとする。 

 ③ 対象者が前述②の地位を喪失した場合であっても、以下の各号に定める事由に基づく場合には、前項にか

 かわらず、新株予約権を行使することができるものとする。 

   (ⅰ) 対象者である当社の取締役および監査役、当社子会社および当社関連会社の取締役が、任期満了を

    理由に退任した場合 

   (ⅱ) 対象者である当社および当社子会社の従業員が、会社の都合により転籍した場合 

   (ⅲ) 対象者である当社および当社子会社の従業員が、定年退職した場合 

   (ⅳ) 対象者である当社および当社子会社の従業員が、会社都合または業務上の疾病により解雇された場

    合 

 ④ 対象者が新株予約権の権利行使期間到来前に死亡した場合は、相続人は新株予約権を行使できない。な 

 お、対象者が新株予約権の権利行使期間到来後に死亡した場合には、相続人が新株予約権を行使すること

 ができるものとする。 

 ⑤ 権利の譲渡、質入およびその他一切の処分は認めない。 

 ⑥ その他の権利行使の条件は、本株主総会決議に基づく取締役会決議に定めるところによる。 

６ 新株予約権の取得事由および条件 

 ① 当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案

 または株式移転の議案につき、株主総会で承認されたときは、当社は新株予約権を無償で取得することが

 できる。 

 ② 当社は、当社普通株式の終値が、新株予約権の行使に際して払込むべき金額（４記載の調整を行う場合は

 調整後の行使価額）の２分の１を継続して１年間下回るときは、新株予約権すべてを無償にて取得するこ

 とができる。 

 ③ 当社は、新株予約権者が５に定める条件により、権利を行使する条件に該当しなくなった場合は、その新

 株予約権を無償で取得することができる。 

  

 
(注) １ 付与対象者の区分および人数は、当事業年度末現在の人数であります。発行日時点においては、当社従業員

12名。 

２ 株式の数は、当事業年度末現在の数であります。第２回新株予約権は、62個発行しました。発行日後、株式

分割に伴い、株式の数および新株予約権の行使時の払込金額を調整した数であります。 

３ 当社が株式分割および時価を下回る価額で新株を発行するときは（新株予約権および新株引受権の行使によ

り新株を発行する場合を除く）、次の算式により株式数を調整し、調整により生ずる１株の100分の１未満

の端数は切り捨てる。 

 
  調整前行使価額は、４記載の調整前の行使価額を、調整後行使価額は同調整後の行使価額を意味する。 

上記の他、新株予約権発行日後に当社が他社と合併する場合、その他、株式数の調整を必要とする場合に

は、合理的な範囲で、株式数は適切に調整されるものとする。  

決議年月日 平成14年９月20日

付与対象者の区分及び人数 当社従業員５名(注)１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 112 (注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり26,000(注)２

新株予約権の行使期間 平成17年４月１日～平成22年3月31日

新株予約権の行使の条件 (注)５

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項

―

調整後株式数 ＝
調整前株式数×調整前行使価額

調整後行使価額



４ 当社が株式の分割および時価を下回る価額で新株を発行または自己株式を処分するときは（新株予約権およ

び新株引受権の行使により新株を発行する場合を除く）、次の算式により行使価額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は、切り上げる。  

 
  また、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に、「分割・新規発行前の株価」を「処分前の株価」に、それぞれ読み替えるものとする。 

上記の他、新株予約権発行日後に当社が他社と合併する場合、その他、行使価額の調整を必要とする場合に

は、合理的な範囲で、行使価額は適切に調整されるものとする。 

５ 新株予約権の行使の条件は次のとおりであります。 

 ① 新株予約権の割当を受けた者（以下、「対象者」という。）が、自己都合により辞任および退職した場合

 には、新株予約権を行使できない。 

 ② 対象者は、新株予約権の行使時において、当社、当社子会社または当社関連会社の取締役、監査役、従業

 員、その他これに準ずる地位にあることを要するものとする。 

 ③ 対象者が前述②の地位を喪失した場合であっても、以下の各号に定める事由に基づく場合には、前項にか

 かわらず、新株予約権を行使することができるものとする。 

   (ⅰ) 対象者である当社の取締役および監査役、当社子会社および当社関連会社の取締役が、任期満了を

    理由に退任した場合 

   (ⅱ) 対象者である当社および当社子会社の従業員が、会社の都合により転籍した場合 

   (ⅲ) 対象者である当社および当社子会社の従業員が、定年退職した場合 

   (ⅳ) 対象者である当社および当社子会社の従業員が、会社都合または業務上の疾病により解雇された場

    合 

 ④ 対象者が新株予約権の権利行使期間到来前に死亡した場合は、相続人は新株予約権を行使できない。な 

 お、対象者が新株予約権の権利行使期間到来後に死亡した場合には、相続人が新株予約権を行使すること

 ができるものとする。 

 ⑤ 権利の譲渡、質入およびその他一切の処分は認めない。 

 ⑥ その他の権利行使の条件は、本株主総会決議に基づく取締役会決議に定めるところによる。 

６ 新株予約権の取得事由および条件 

 ① 当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案

 または株式移転の議案につき、株主総会で承認されたときは、当社は新株予約権を無償で取得することが

 できる。 

 ② 当社は、当社普通株式の終値が、新株予約権の行使に際して払込むべき金額（４記載の調整を行う場合は

 調整後の行使価額）の２分の１を継続して１年間下回るときは、新株予約権すべてを無償にて取得するこ

 とができる。 

 ③ 当社は、新株予約権者が５に定める条件により、権利を行使する条件に該当しなくなった場合は、その新

 株予約権を無償で取得することができる。 

  

既発行株式数 ＋
新規発行株式数 × １株当たりの払込価額

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

決議年月日 平成15年９月18日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役10名、当社従業員52名(注)１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 6,992 (注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり108,750(注)２

新株予約権の行使期間 平成16年４月１日～平成22年10月31日

新株予約権の行使の条件 (注)５

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項

―



(注) １ 付与対象者の区分および人数は、当事業年度末現在の人数であります。発行日時点においては、当社取締役

10名、当社従業員69名。 

２ 株式の数は、当事業年度末現在の数であります。第３回新株予約権は、992個発行しました。発行日後、株

式分割に伴い、株式の数および新株予約権の行使時の払込金額を調整した数であります。 

３ 当社が株式分割および時価を下回る価額で新株を発行するときは（新株予約権および新株引受権の行使によ

り新株を発行する場合を除く）、次の算式により株式数を調整し、調整により生ずる１株の100分の１未満

の端数は切り捨てる。 

 
  調整前行使価額は、４記載の調整前の行使価額を、調整後行使価額は同調整後の行使価額を意味する。 

上記の他、新株予約権発行日後に当社が他社と合併する場合、その他、株式数の調整を必要とする場合に

は、合理的な範囲で、株式数は適切に調整されるものとする。  

４ 当社が株式の分割および時価を下回る価額で新株を発行または自己株式を処分するときは（新株予約権およ

び新株引受権の行使により新株を発行する場合を除く）、次の算式により行使価額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は、切り上げる。  

 
  また、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に、「分割・新規発行前の株価」を「処分前の株価」に、それぞれ読み替えるものとする。 

上記の他、新株予約権発行日後に当社が他社と合併する場合、その他、行使価額の調整を必要とする場合に

は、合理的な範囲で、行使価額は適切に調整されるものとする。 

５ 新株予約権の行使の条件は次のとおりであります。 

 ① 新株予約権の割当を受けた者（以下、「対象者」という。）が、自己都合により辞任および退職した場合

 には、新株予約権を行使できない。 

 ② 対象者は、新株予約権の行使時において、当社、当社子会社または当社関連会社の取締役、監査役、従業

 員、その他これに準ずる地位にあることを要するものとする。 

 ③ 対象者が前述②の地位を喪失した場合であっても、以下の各号に定める事由に基づく場合には、前項にか

 かわらず、新株予約権を行使することができるものとする。 

   (ⅰ) 対象者である当社の取締役および監査役、当社子会社および当社関連会社の取締役が、任期満了を

    理由に退任した場合 

   (ⅱ) 対象者である当社および当社子会社の従業員が、会社の都合により転籍した場合 

   (ⅲ) 対象者である当社および当社子会社の従業員が、定年退職した場合 

   (ⅳ) 対象者である当社および当社子会社の従業員が、会社都合または業務上の疾病により解雇された場

    合 

 ④ 対象者が新株予約権の権利行使期間到来前に死亡した場合は、相続人は新株予約権を行使できない。な 

 お、対象者が新株予約権の権利行使期間到来後に死亡した場合には、相続人が新株予約権を行使すること

 ができるものとする。 

 ⑤ 権利の譲渡、質入およびその他一切の処分は認めない。 

 ⑥ その他の権利行使の条件は、本株主総会決議に基づく取締役会決議に定めるところによる。 

６ 新株予約権の取得事由および条件 

 ① 当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案

 または株式移転の議案につき、株主総会で承認されたときは、当社は新株予約権を無償で取得することが

 できる。 

 ② 当社は、当社普通株式の終値が、新株予約権の行使に際して払込むべき金額（４記載の調整を行う場合は

 調整後の行使価額）の２分の１を継続して１年間下回るときは、新株予約権すべてを無償にて取得するこ

 とができる。 

 ③ 当社は、新株予約権者が５に定める条件により、権利を行使する条件に該当しなくなった場合は、その新

 株予約権を無償で取得することができる。 

  

調整後株式数 ＝
調整前株式数×調整前行使価額

調整後行使価額

既発行株式数 ＋
新規発行株式数 × １株当たりの払込価額

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数



 
(注) １ 付与対象者の区分および人数は、当事業年度末現在の人数であります。発行日時点においては、当社取締役

10名、当社監査役４名、当社従業員54名。 

２ 株式の数は、当事業年度末現在の数であります。第４回新株予約権は、400個発行しました。発行日後、株

式分割に伴い、株式の数および新株予約権の行使時の払込金額を調整した数であります。 

３ 当社が株式分割および時価を下回る価額で新株を発行するときは（新株予約権および新株引受権の行使によ

り新株を発行する場合を除く）、次の算式により株式数を調整し、調整により生ずる１株の100分の１未満

の端数は切り捨てる。 

 
  調整前行使価額は、４記載の調整前の行使価額を、調整後行使価額は同調整後の行使価額を意味する。 

上記の他、新株予約権発行日後に当社が他社と合併する場合、その他、株式数の調整を必要とする場合に

は、合理的な範囲で、株式数は適切に調整されるものとする。  

４ 当社が株式の分割および時価を下回る価額で新株を発行または自己株式を処分するときは（新株予約権およ

び新株引受権の行使により新株を発行する場合を除く）、次の算式により行使価額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は、切り上げる。  

 
  また、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に、「分割・新規発行前の株価」を「処分前の株価」に、それぞれ読み替えるものとする。 

上記の他、新株予約権発行日後に当社が他社と合併する場合、その他、行使価額の調整を必要とする場合に

は、合理的な範囲で、行使価額は適切に調整されるものとする。 

５ 新株予約権の行使の条件は次のとおりであります。 

 ① 新株予約権の割当を受けた者（以下、「対象者」という。）が、自己都合により辞任および退職した場合

 には、新株予約権を行使できない。 

 ② 対象者は、新株予約権の行使時において、当社、当社子会社または当社関連会社の取締役、監査役、従業

 員、その他これに準ずる地位にあることを要するものとする。 

 ③ 対象者が前述②の地位を喪失した場合であっても、以下の各号に定める事由に基づく場合には、前項にか

 かわらず、新株予約権を行使することができるものとする。 

   (ⅰ) 対象者である当社の取締役および監査役、当社子会社および当社関連会社の取締役が、任期満了を

    理由に退任した場合 

   (ⅱ) 対象者である当社および当社子会社の従業員が、会社の都合により転籍した場合 

   (ⅲ) 対象者である当社および当社子会社の従業員が、定年退職した場合 

   (ⅳ) 対象者である当社および当社子会社の従業員が、会社都合または業務上の疾病により解雇された場

    合 

 ④ 対象者が新株予約権の権利行使期間到来前に死亡した場合は、相続人は新株予約権を行使できない。な 

 お、対象者が新株予約権の権利行使期間到来後に死亡した場合には、相続人が新株予約権を行使すること

 ができるものとする。 

 ⑤ 権利の譲渡、質入およびその他一切の処分は認めない。 

 ⑥ その他の権利行使の条件は、本株主総会決議に基づく取締役会決議に定めるところによる。 

６ 新株予約権の取得事由および条件 

 ① 当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案

決議年月日 平成15年９月18日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役10名、当社監査役１名、当社従業員41名(注)１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 2,728(注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり116,382(注)２

新株予約権の行使期間 平成16年10月１日～平成23年４月30日

新株予約権の行使の条件 (注)５

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項

―

調整後株式数 ＝
調整前株式数×調整前行使価額

調整後行使価額

既発行株式数 ＋
新規発行株式数 × １株当たりの払込価額

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数



 または株式移転の議案につき、株主総会で承認されたときは、当社は新株予約権を無償で取得することが 

 できる。 

 ② 当社は、当社普通株式の終値が、新株予約権の行使に際して払込むべき金額（４記載の調整を行う場合は

 調整後の行使価額）の２分の１を継続して１年間下回るときは、新株予約権すべてを無償にて取得するこ

 とができる。 

 ③ 当社は、新株予約権者が５に定める条件により、権利を行使する条件に該当しなくなった場合は、その新

 株予約権を無償で取得することができる。 

  

 
(注) １ 付与対象者の区分および人数は、当事業年度末現在の人数であります。発行日時点においては、当社取締役

10名、当社監査役４名、当社従業員18名。 

２ 株式の数は、当事業年度末現在の数であります。第５回新株予約権は、920個発行しました。発行日後、株

式分割に伴い、株式の数および新株予約権の行使時の払込金額を調整した数であります。 

３ 当社が株式分割および時価を下回る価額で新株を発行するときは（新株予約権および新株引受権の行使によ

り新株を発行する場合を除く）、次の算式により株式数を調整し、調整により生ずる１株の100分の１未満

の端数は切り捨てる。 

 
  調整前行使価額は、４記載の調整前の行使価額を、調整後行使価額は同調整後の行使価額を意味する。 

上記の他、新株予約権発行日後に当社が他社と合併する場合、その他、株式数の調整を必要とする場合に

は、合理的な範囲で、株式数は適切に調整されるものとする。  

４ 当社が株式の分割および時価を下回る価額で新株を発行または自己株式を処分するときは（新株予約権およ

び新株引受権の行使により新株を発行する場合を除く）、次の算式により行使価額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は、切り上げる。  

 
  また、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に、「分割・新規発行前の株価」を「処分前の株価」に、それぞれ読み替えるものとする。 

上記の他、新株予約権発行日後に当社が他社と合併する場合、その他、行使価額の調整を必要とする場合に

は、合理的な範囲で、行使価額は適切に調整されるものとする。 

５ 新株予約権の行使の条件は次のとおりであります。 

 ① 新株予約権の割当を受けた者（以下、「対象者」という。）が、自己都合により辞任および退職した場合

 には、新株予約権を行使できない。 

 ② 対象者は、新株予約権の行使時において、当社、当社子会社または当社関連会社の取締役、監査役、従業

 員、その他これに準ずる地位にあることを要するものとする。 

決議年月日 平成16年９月22日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役10名、当社監査役２名、当社従業員16名(注)１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 1,772(注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり117,400(注)２

新株予約権の行使期間 平成17年４月１日～平成23年11月30日

新株予約権の行使の条件 (注)５

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項

―

調整後株式数 ＝
調整前株式数×調整前行使価額

調整後行使価額

既発行株式数 ＋
新規発行株式数 × １株当たりの払込価額

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数



 ③ 対象者が前述②の地位を喪失した場合であっても、以下の各号に定める事由に基づく場合には、前項にか

 かわらず、新株予約権を行使することができるものとする。 

   (ⅰ) 対象者である当社の取締役および監査役、当社子会社および当社関連会社の取締役が、任期満了を

    理由に退任した場合 

   (ⅱ) 対象者である当社および当社子会社の従業員が、会社の都合により転籍した場合 

   (ⅲ) 対象者である当社および当社子会社の従業員が、定年退職した場合 

   (ⅳ) 対象者である当社および当社子会社の従業員が、会社都合または業務上の疾病により解雇された場

    合 

 ④ 対象者が新株予約権の権利行使期間到来前に死亡した場合は、相続人は新株予約権を行使できない。な 

 お、対象者が新株予約権の権利行使期間到来後に死亡した場合には、相続人が新株予約権を行使すること

 ができるものとする。 

 ⑤ 権利の譲渡、質入およびその他一切の処分は認めない。 

 ⑥ その他の権利行使の条件は、本株主総会決議に基づく取締役会決議に定めるところによる。 

６ 新株予約権の取得事由および条件 

 ① 当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案

 または株式移転の議案につき、株主総会で承認されたときは、当社は新株予約権を無償で取得することが

 できる。 

 ② 当社は、当社普通株式の終値が、新株予約権の行使に際して払込むべき金額（４記載の調整を行う場合は

 調整後の行使価額）の２分の１を継続して１年間下回るときは、新株予約権すべてを無償にて取得するこ

 とができる。 

 ③ 当社は、新株予約権者が５に定める条件により、権利を行使する条件に該当しなくなった場合は、その新

 株予約権を無償で取得することができる。 

  

 
(注) １ 付与対象者の区分および人数は、当事業年度末現在の人数であります。発行日時点においては、当社取締役

10名、当社監査役４名、当社従業員16名。 

２ 株式の数は、当事業年度末現在の数であります。第６回新株予約権は、765個発行しました。 

３ 当社が株式分割および時価を下回る価額で新株を発行するときは（新株予約権および新株引受権の行使によ

り新株を発行する場合を除く）、次の算式により株式数を調整し、調整により生ずる１株の100分の１未満

の端数は切り捨てる。 

 
  調整前行使価額は、４記載の調整前の行使価額を、調整後行使価額は同調整後の行使価額を意味する。 

上記の他、新株予約権発行日後に当社が他社と合併する場合、その他、株式数の調整を必要とする場合に

は、合理的な範囲で、株式数は適切に調整されるものとする。  

４ 当社が株式の分割および時価を下回る価額で新株を発行または自己株式を処分するときは（新株予約権およ

び新株引受権の行使により新株を発行する場合を除く）、次の算式により行使価額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は、切り上げる。  

決議年月日 平成17年９月22日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役９名、当社監査役４名、当社従業員14名(注)１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 699(注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり166,000(注)２

新株予約権の行使期間 平成18年４月１日～平成24年11月30日

新株予約権の行使の条件 (注)５

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項

―

調整後株式数 ＝
調整前株式数×調整前行使価額

調整後行使価額

既発行株式数 ＋
新規発行株式数 × １株当たりの払込価額

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数



  また、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に、「分割・新規発行前の株価」を「処分前の株価」に、それぞれ読み替えるものとする。 

上記の他、新株予約権発行日後に当社が他社と合併する場合、その他、行使価額の調整を必要とする場合に

は、合理的な範囲で、行使価額は適切に調整されるものとする。 

５ 新株予約権の行使の条件は次のとおりであります。 

 ① 新株予約権の割当を受けた者（以下、「対象者」という。）が、自己都合により辞任および退職した場合

 には、新株予約権を行使できない。 

 ② 対象者は、新株予約権の行使時において、当社、当社子会社または当社関連会社の取締役、監査役、従業

 員、その他これに準ずる地位にあることを要するものとする。 

 ③ 対象者が前述②の地位を喪失した場合であっても、以下の各号に定める事由に基づく場合には、前項にか

 かわらず、新株予約権を行使することができるものとする。 

   (ⅰ) 対象者である当社の取締役および監査役、当社子会社および当社関連会社の取締役が、任期満了を

    理由に退任した場合 

   (ⅱ) 対象者である当社および当社子会社の従業員が、会社の都合により転籍した場合 

   (ⅲ) 対象者である当社および当社子会社の従業員が、定年退職した場合 

   (ⅳ) 対象者である当社および当社子会社の従業員が、会社都合または業務上の疾病により解雇された場

    合 

 ④ 対象者が新株予約権の権利行使期間到来前に死亡した場合は、相続人は新株予約権を行使できない。な 

 お、対象者が新株予約権の権利行使期間到来後に死亡した場合には、相続人が新株予約権を行使すること

 ができるものとする。 

 ⑤ 権利の譲渡、質入およびその他一切の処分は認めない。 

 ⑥ その他の権利行使の条件は、本株主総会決議に基づく取締役会決議に定めるところによる。 

６ 新株予約権の取得事由および条件 

 ① 当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案

 または株式移転の議案につき、株主総会で承認されたときは、当社は新株予約権を無償で取得することが

 できる。 

 ② 当社は、当社普通株式の終値が、新株予約権の行使に際して払込むべき金額（４記載の調整を行う場合は

 調整後の行使価額）の２分の１を継続して１年間下回るときは、新株予約権すべてを無償にて取得するこ

 とができる。 

 ③ 当社は、新株予約権者が５に定める条件により、権利を行使する条件に該当しなくなった場合は、その新

 株予約権を無償で取得することができる。 

  

 
(注) １ 付与対象者の区分および人数は、当事業年度末現在の人数であります。発行日時点においては、当社従業員

８名。 

２ 株式の数は、当事業年度末現在の数であります。第７回新株予約権は、32個発行しました。 

決議年月日 平成17年９月22日

付与対象者の区分及び人数 当社従業員５名(注)１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 19(注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり142,000(注)２

新株予約権の行使期間 平成18年11月１日～平成25年４月30日

新株予約権の行使の条件 (注)５

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項

―



３ 当社が株式分割および時価を下回る価額で新株を発行するときは（新株予約権および新株引受権の行使によ

り新株を発行する場合を除く）、次の算式により株式数を調整し、調整により生ずる１株の100分の１未満

の端数は切り捨てる。 

 
  調整前行使価額は、４記載の調整前の行使価額を、調整後行使価額は同調整後の行使価額を意味する。 

上記の他、新株予約権発行日後に当社が他社と合併する場合、その他、株式数の調整を必要とする場合に

は、合理的な範囲で、株式数は適切に調整されるものとする。  

４ 当社が株式の分割および時価を下回る価額で新株を発行または自己株式を処分するときは（新株予約権およ

び新株引受権の行使により新株を発行する場合を除く）、次の算式により行使価額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は、切り上げる。  

 
  また、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に、「分割・新規発行前の株価」を「処分前の株価」に、それぞれ読み替えるものとする。 

上記の他、新株予約権発行日後に当社が他社と合併する場合、その他、行使価額の調整を必要とする場合に

は、合理的な範囲で、行使価額は適切に調整されるものとする。 

５ 新株予約権の行使の条件は次のとおりであります。 

 ① 新株予約権の割当を受けた者（以下、「対象者」という。）が、自己都合により辞任および退職した場合

 には、新株予約権を行使できない。 

 ② 対象者は、新株予約権の行使時において、当社、当社子会社または当社関連会社の取締役、監査役、従業

 員、その他これに準ずる地位にあることを要するものとする。 

 ③ 対象者が前述②の地位を喪失した場合であっても、以下の各号に定める事由に基づく場合には、前項にか

 かわらず、新株予約権を行使することができるものとする。 

   (ⅰ) 対象者である当社の取締役および監査役、当社子会社および当社関連会社の取締役が、任期満了を

    理由に退任した場合 

   (ⅱ) 対象者である当社および当社子会社の従業員が、会社の都合により転籍した場合 

   (ⅲ) 対象者である当社および当社子会社の従業員が、定年退職した場合 

   (ⅳ) 対象者である当社および当社子会社の従業員が、会社都合または業務上の疾病により解雇された場

    合 

 ④ 対象者が新株予約権の権利行使期間到来前に死亡した場合は、相続人は新株予約権を行使できない。な 

 お、対象者が新株予約権の権利行使期間到来後に死亡した場合には、相続人が新株予約権を行使すること

 ができるものとする。 

 ⑤ 権利の譲渡、質入およびその他一切の処分は認めない。 

 ⑥ その他の権利行使の条件は、本株主総会決議に基づく取締役会決議に定めるところによる。 

６ 新株予約権の取得事由および条件 

 ① 当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案

 または株式移転の議案につき、株主総会で承認されたときは、当社は新株予約権を無償で取得することが

 できる。 

 ② 当社は、当社普通株式の終値が、新株予約権の行使に際して払込むべき金額（４記載の調整を行う場合は

 調整後の行使価額）の２分の１を継続して１年間下回るときは、新株予約権すべてを無償にて取得するこ

 とができる。 

 ③ 当社は、新株予約権者が５に定める条件により、権利を行使する条件に該当しなくなった場合は、その新

 株予約権を無償で取得することができる。 

  

  

調整後株式数 ＝
調整前株式数×調整前行使価額

調整後行使価額

既発行株式数 ＋
新規発行株式数 × １株当たりの払込価額

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

   
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

 
  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
  

【株式の種類等】 旧商法第220条ノ６による普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 3 384

当期間における取得自己株式 ― ―

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(千円)
株式数(株)

処分価額の総額 
(千円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(  ―   ) ― ― ― ―

保有自己株式数 68.37 ― 68.37 ―



３ 【配当政策】 

当社の利益配分に関する考え方については、株主の皆様への還元を経営の重要事項と認識しておりま

す。当社は、利益指標について目標を設定して収益力の強化に努め、また、企業体質強化、将来の事業展

開のための内部留保を中心に据えながら、毎期確実な利益を生み出すよう努め、株主の皆様に対して還元

する方針としております。また、当社の剰余金の配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株

主総会であります。 

しかしながら、株式会社アイ・エックス・アイの株式評価損を計上したことにより、多額の損失が発生

し、平成19年６月期におきましては、配当を実施しておりません。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) １ 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

２ ※印は、株式分割による権利落後の株価であります。第８期においては、平成15年12月31日および平成16年

６月30日を基準日とする株式分割を行いました。 

３ 平成19年６月24日付で上場廃止に伴い、第11期(平成19年６月)につきましては最終取引日である平成19年６

月22日までの株価をもとに記載しております。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) １ 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

２ 平成19年６月24日付で上場廃止に伴い、６月につきましては最終取引日である平成19年６月22日までの株価

をもとに記載しております。 

  

回次 第７期 第８期 第９期 第10期 第11期

決算年月 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月

最高(円) 289,000
2,090,000
※850,000 
※396,000

410,000
※166,000

213,000 130,000

最低(円) 140,000
268,000

※407,000 
※345,000

192,000
※147,000

96,100 5,350

月別 平成19年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 84,900 39,200 37,000 23,550 17,900 19,760

最低(円) 35,200 27,600 25,710 14,300 5,350 6,300



５ 【役員の状況】 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役 
所長

最高経営
責任者

兼ディペン
ダブル・ネ
ットワーク
研究担当

藤 原   洋 昭和29年９月26日生

昭和52年４月 日本アイ・ビー・エム株式会社入

社

(注)1 95,496

昭和52年12月 日立エンジニアリング株式会社入

社

昭和60年２月 株式会社アスキー入社

昭和62年２月 株式会社グラフィックス・コミュ

ニケーション・テクノロジーズ出

向 取締役 研究開発部長就任

昭和63年９月 米国ベル研究所(Bellcore) 訪問

研究員

平成３年４月 ジー・シー・テクノロジー株式会

社出向

平成５年３月 株式会社グラフィックス・コミュ

ニケーション・ラボラトリーズ出

向 常務取締役 研究開発本部長

就任

平成５年６月 株式会社アスキー 取締役就任

平成８年４月 慶應義塾大学理工学部 客員教授

平成８年12月 当社設立 代表取締役所長就任

(現)

平成14年３月 グローバルセンター・ジャパン株

式会社(現 株式会社ブロードバ

ンドタワー)代表取締役会長就任

平成15年３月 株式会社インターネットシーアン

ドオー(現 株式会社ブロードバ

ンドセキュリティ) 代表取締役

社長就任

平成15年４月 株式会社ブロードバンド・エクス

チェンジ(現 株式会社ブロード

バンドセキュリティ) 代表取締

役会長就任

平成16年５月 株式会社IRIコミュニケーション

ズ (現 株式会社ブロードバン

ドセキュリティ) 代表取締役会

長

平成16年９月 株式会社ブロードバンドタワー 

取締役(現)

平成16年９月 株式会社IRIユビテック 取締役

会長就任(現)

平成17年３月 株式会社プロデュース・オン・デ

マンド 取締役(現)

平成17年９月 ファイバーテック株式会社 取締

役就任

平成17年11月 株式会社ナノオプトニクス研究所 

代表取締役就任(現)

平成18年１月 株式会社モバイル・ブレークスル

ー 代表取締役就任(現)

平成18年２月 グローバルナレッジネットワーク

株式会社 取締役会長就任(現)

平成18年６月 当社 最高経営責任者兼ディペン

ダブル・ネットワーク研究担当

(現)

平成19年４月 セーバー株式会社 取締役会長就

任(現)



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役

最高財務
責任者

兼財務担当
兼経理担当
兼総務人事

担当

吉 田 敦 男 昭和31年６月17日生

昭和56年４月 野村證券株式会社入社 

国際金融部、ニューヨーク駐在

(注)1 656

平成７年10月 メリルリンチ証券株式会社(現 

メリルリンチ日本証券株式会社)

東京支店入社 投資銀行部門ディ

レクター

平成11年９月 キャピタルドットコム株式会社

(現 イー・リサーチ株式会社)設

立 取締役就任

平成14年２月 同社 常務取締役就任

平成14年４月 当社入社 財務戦略責任者

平成14年９月 当社 取締役就任 最高財務責任

者

平成15年５月 株式会社ブロードバンドタワー 

監査役就任

平成15年６月 当社 取締役最高財務責任者財務

担当兼経理担当兼総務人事担当

(現)

平成15年７月 タウ技研株式会社(現 株式会社

IRIユビテック) 取締役就任

平成16年６月 株式会社ブロードバンド・エクス

チェンジ(現 株式会社ブロード

バンドセキュリティ) 監査役就

任

平成18年２月 グローバルナレッジネットワーク

株式会社 監査役就任(現)

平成18年７月 セーバーホールディングス株式会

社（現 セーバー株式会社） 監

査役就任(現)

平成18年９月 ファイバーテック株式会社 監査

役就任

取締役
コーポレー
トガバナン
ス担当兼CPO

中 川 美恵子 昭和38年１月５日生

平成元年４月 株式会社広岡広告事務所入社

(注)1 563

平成４年１月 株式会社アスキー入社

平成５年４月 株式会社グラフィックス・コミュ

ニケーション・ラボラトリーズ出

向

平成10年８月 当社入社 法務・株式事務担当

平成14年９月 当社 取締役就任 コーポレート

ガバナンス担当

平成15年９月 株式会社ブロードバンドタワー 

監査役就任

平成17年４月 当社 取締役コーポレートガバナ

ンス担当兼CPO(現)



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役
IX技術戦略 
担当兼 

IS担当兼CIO
西 野   大 昭和42年６月１日生

平成７年４月 株式会社ラピドシステムズ入社

(注)1 1,200

平成８年12月 当社入社

平成11年４月 会津大学先端技術研究センター助

教授

平成12年４月 当社 最高技術責任者

平成12年11月 株式会社ブロードバンド・エクス

チェンジ(現 株式会社ブロード

バンドセキュリティ) 取締役就

任

平成13年３月 日本インターネットエクスチェン

ジ株式会社 取締役就任

平成13年８月 株式会社ブロードバンド・エクス

チェンジ最高技術責任者

平成14年12月 当社 ユビキタス研究所主席研究

員

平成15年５月 日本インターネットエクスチェン

ジ株式会社 取締役最高技術責任

者(現)

平成15年９月 当社 取締役就任 IX技術戦略担

当

平成17年４月 当社 取締役IX技術戦略担当兼

CIO

平成18年６月 当社 取締役IX技術戦略担当兼IS

担当兼CIO(現)

取締役
ネットワー
ク社会基盤
事業担当

古 田   敬 昭和38年11月17日生

昭和61年４月 丸紅株式会社入社

(注)1 ―

平成２年４月 丸紅米国会社(ニューヨーク本店)

出向

平成８年４月 丸紅株式会社情報通信部門グロー

バルネットワーク事業部第一チー

ム長

平成13年８月 アバヴネット・ジャパン株式会社

入社 代表取締役

平成15年７月 スプリント・インターナショナ

ル・ジャパン株式会社入社 代表

取締役

平成17年１月 Furuta Company,Incorporated 

代表取締役(現)

平成18年７月 当社入社 ネットワーク社会基盤

事業部長

平成18年９月 当社 取締役就任 ネットワーク

社会基盤事業担当(現)

平成19年４月 セーバー株式会社 代表取締役社

長就任(現)

取締役
事業開発 
担当

中 村 高 根 昭和36年２月23日生

昭和60年６月 日本電気トランスミッションエン

ジニアリング株式会社(現 NECネ

ッツエスアイ株式会社)入社

(注)1 ─

平成13年11月 株式会社ブロードバンド・エクス

チェンジ(現 株式会社ブロード

バンドセキュリティ)出向

平成14年３月 同社 営業部長

平成15年６月 同社 取締役

平成16年９月 株式会社ブロードバンドタワー 

取締役副社長

平成17年９月 同社 代表取締役副社長

平成18年３月 株式会社インフォリスクマネージ 

取締役

平成18年９月 株式会社ブロードバンドタワー 

代表取締役社長

平成19年９月 同社 取締役(現)

平成19年９月 当社 取締役就任 事業開発担当

(現)



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役 ― 宮 川   洋 昭和40年11月29日生

昭和63年４月 株式会社アスキー入社

(注)1 130

平成７年４月 同社 出版営業統轄部出版営業部 

部長

平成11年12月 当社入社 ネットワーク事業部 

マーケティングマネージャー

平成12年４月 株式会社アイ・アール・アイ コ

マース アンド テクノロジー出

向 取締役

平成14年10月 同社 代表取締役(現)

平成17年９月 当社 取締役就任(現)

平成17年９月 株式会社イード 取締役就任(現)

平成17年11月 cbook24ドットコム株式会社 代

表取締役社長就任(現)

取締役 ― 中 村   修 昭和34年12月１日生

昭和60年３月 株式会社リコー ソフトウェア研

究所入社

(注)1 328

平成２年８月 東京大学大型計算機センター 助

手

平成５年９月 慶應義塾大学環境情報学部 助手

平成９年４月 同大学同学部 専任講師

平成11年３月 当社 取締役就任(現)

平成12年４月 慶應義塾大学環境情報学部 助教

授

平成18年４月 同大学同学部 教授(現)



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

監査役 
(常勤)

― 島    直 昭和17年３月24日生

昭和40年４月 日本電気株式会社入社

(注)2 ―

平成３年12月 同社 VAN販売推進本部長

平成５年７月 同社 理事就任

平成７年12月 同社 支配人兼VAN事業推進本部

長

平成８年12月 同社 支配人(マルチメディア事

業推進担当)

平成14年４月 同社 アドバイザー

平成18年３月 同社退社

平成18年９月 当社 監査役就任(現)

監査役 ― 小 林 稔 忠 昭和11年10月10日生

昭和36年９月 東京証券取引所入所

(注)2 ―

昭和48年12月 日本勧業角丸証券株式会社(現 

みずほインベスターズ証券株式会

社)入社

昭和62年８月 同社 公開引受部長

平成元年８月 株式会社日本ソフトバンク(現 

ソフトバンク株式会社)入社 常

務取締役などを歴任

平成９年７月 株式会社小林稔忠事務所開設 代

表取締役就任(現)

平成11年６月 当社 監査役就任(現)

監査役 ― 千 葉 哲 範 昭和35年３月６日生

昭和57年４月 監査法人サンワ東京丸の内事務所

(現 監査法人トーマツ)入所

(注)2 40

昭和60年８月 公認会計士登録

昭和60年12月 税理士登録

昭和62年９月 米国トウシュ・ロス会計事務所

(現 デロイト・トウシュ会計事

務所)デトロイト事務所 税務部

門出向

昭和63年９月 監査法人トーマツ国際税務部門帰

任

平成２年６月 デロイト・トウシュ・トーマツ勝

島敏明税理士事務所(現 税理士

法人トーマツ)転籍

平成７年８月 株式会社千葉経営計理事務所入社

平成11年12月 同社 代表取締役就任(現)

平成13年９月 当社 監査役就任(現)

平成16年９月 株式会社ブロードバンドタワー 

監査役就任(現)

平成19年１月 アクタス千葉経営計理事務所株式

会社 代表取締役就任(現)

監査役 ― 尾 関 真一郎 昭和15年９月27日生

昭和38年４月 株式会社富士銀行(現株式会社み

ずほ銀行)入行

(注)2 ─

昭和59年11月 同行 北浜支店長

昭和61年11月 同行 大阪営業第１部参事役

平成元年９月 平岡証券株式会社 取締役

平成11年６月 大東証券株式会社 専務取締役

平成13年４月 みずほインベスターズ証券株式会

社 常勤監査役

平成15年６月 橋本フォーミング工業株式会社 

常勤監査役

平成17年６月 株式会社鳥羽洋行 社外取締役

(現)

平成18年９月 当社 監査役就任(現)

計
98,413 



(注) １ 取締役の任期は、平成19年６月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年６月期に係る定時株主総会終 

結のときまでであります。 

２ 監査役の任期は、平成18年６月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年６月期に係る定時株主総会終 

結のときまでであります。 

３ 取締役中村修は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

４ 常勤監査役島直、監査役小林稔忠、監査役千葉哲範および監査役尾関真一郎は、会社法第２条第16号に定  

める社外監査役であります。 

  

  

  



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、企業価値を高める過程において、企業活動を律する枠組み、即ちコーポレートガバナンスを

通じた経営体制を構築することを重要課題と位置付け、透明性の向上、公正性・独立性の確保、意思決

定の迅速化を追及し取り組んでおります。また、当社グループ各社についても、それぞれのおかれた状

況に応じ、当社グループとしてのガバナンスが有効に機能する体制が重要と考え、グループ全体での体

制構築に取り組んでおります。 

  

(2) 会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況 

① 会社の機関の内容 

当社は、取締役を15名以内とする旨を定款で定めており、当社の取締役選任の決議要件としまして

は、株主総会において、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって選任する旨を定款で定めております。また、株主総会の特別決

議要件として、当社は、株主総会の円滑な運営を行うために、会社法第309条第２項に定める株主総

会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、そ

の議決権の３分の２以上をもって決議を行う旨を定款に定めております。 

当社では、平成14年９月開催の定時株主総会によって定款一部変更の決議をもって、取締役の任期

は、１年に変更しております。平成19年９月27日現在において、当社取締役会は、８名の取締役（社

外取締役は１名）および４名の監査役（全員社外監査役）で構成され、会社の経営方針、事業戦略、

事業計画、重要な財産の取得および処分、組織および人事に関する意思決定、ならびに当社および当

社の主要なグループ会社の業務執行監督を行っております。なお、当社は、会社法第165条第２項の

規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨定款で

定めておりますが、平成19年６月24日をもって上場廃止となったために、今後、自己の株式の取得に

関する定めについては変更する予定であります。 

また、取締役会とは別に、代表取締役および担当取締役の合計７名で構成された常勤役員会を毎週

１回定例にて開催しております。この常勤役員会では、各取締役が活発な意見を交わし、当社の事業

方向性や戦略等の検討、取締役会の議題となる上程議案の検討のほか、当社グループ会社からそれぞ

れに上がってくる事前承認事項や事前連絡事項を始めとするグループ事業推進、事業戦略の方向性、

技術開発、グループ環境整備等に関する案件について審議しております。取締役会および常勤役員会

の運営にあたってはコーポレートガバナンス室が事務局となり、各取締役との連携を緊密に行い、準

備された検討資料に基づいて十分な議論が尽くされるよう留意し、特に重要案件は、常勤役員会の中

で十分に検討し議案した上で、取締役会へ上程し慎重に審議した上で最終決定しております。このよ

うな状況の下、当社の取締役会および常勤役員会は、当社および当社グループの経営の方向性を的確

かつ迅速に決定する上で重要な機能を果たしております。 

また、当社と当社グループのより効果的なガバナンス体制構築を図るために、平成16年７月に、当

社コーポレートガバナンス室の主導により、コーポレートガバナンス委員会(「CG委員会」)を設置

し、IRIグループガバナンスガイドラインをもとに機能させております。このCG委員会は、当社のコ

ーポレートガバナンス担当取締役が議長となり、社内関係各部門および主要な当社グループ各社から

それぞれ選出された委員により構成され、上場グループ会社と未上場グループ会社にわけ、定例で開

催し、当社よりコンプライアンスを中心に周知徹底の指導を行うとともに、当社と当社グループ間に

おけるガバナンス整備や課題を共有して議論してきております。CG委員会での検討事項は、適時、常

勤役員会もしくは取締役会において状況報告しております。なお、平成19年11月１日付けで、オリッ



クス株式会社の子会社となった後は、CG委員会は見直し予定であります。 

当社監査役会については、４名の監査役で構成され、監査役が取締役の業務執行を厳正に監視する

役割を担っております。監査役全員が社外監査役で構成され、公正性や透明性を確保して監査がなさ

れております。 

  

当社のコーポレートガバナンス体制に関する模式図は以下のとおりであります。 

 

  

② 内部統制システムに関する整備の状況 

当社は、平成18年５月12日開催の取締役会において、内部統制システム構築の基本方針について、

次のように定めております。 

1) 取締役の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制ならびに使用人の職務の

執行が法令・定款に適合することを確保するための体制について 

a. 代表取締役所長が、当社および当社グループ会社に対し、企業活動における法令遵守および社

会倫理の遵守を周知徹底します。 

b. コーポレートガバナンス室が、全社的なコンプライアンス体制の整備および推進を図り、また

与信・投資取組については財務部で審査・管理等を行い、コンプライアンス委員会の性格を有す

る常勤役員会にて検討を行い、必要に応じ、外部専門家の意見を求めます。 

c. 全社員を対象に、コンプライアンス遵守を周知するための研修を行います。 

d. コンプライアンス上、重要性の高いものは、取締役会および監査役へ報告します。 

  

2) 取締役の職務執行に係る情報の保存および管理に関する事項について 

a. 取締役の職務執行に係る情報の保存および管理に関し、コーポレートガバナンス担当役員は、

当社の文書管理規程により、次に定める文書(関連資料および電磁的記録を含むものとする。以

下、同じ。)を保存しております。 

・株主総会議事録 

・取締役会議事録 

・常勤役員会議事録 



・コーポレートガバナンス委員会議事録 

・財務局、証券取引所等その他関係省庁に提出した書類の写し 

・取締役を最終決裁権者とする稟議書および契約書 

・決算書類、会計帳簿、計算書類、附属明細書 

・その他文書管理規程に定める文書 
  
b. 前a.項各号の文書の保管期間は法定で定められた期間、ないしは会社が定めた期間において保

管し、取締役および監査役は常時閲覧できるものとします。 

c. 当該文書管理規程を改定する場合には、取締役会において承認を経るものとします。 

  

3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制について 

a. 当社は、それぞれの業務担当の取締役が自らのリスク管理に責任を負うこととしております。

なお、下記のリスクの管理については、次のとおり責任部門とその責任者を定めております。 

  

   

b. コーポレートガバナンス室が全社的リスク管理状況のレビューを定期的に実施し、取締役会お

よび監査役に報告する体制をとります。 

c. 情報セキュリティーに関するリスク管理は、代表取締役が統括し、上記a.項記載の表①から⑤

のリスクを総合的に管理し、取締役会および監査役に報告する体制をとります。 

  

4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制について 

a. 当社の職務権限規程および業務分掌規程による意思決定ルールに基づくプロセスにより、適正

かつ迅速に職務遂行を行われる体制をとっております。 

b. 取締役会のほか、毎週１回の定例常勤役員会を設置し、また別途、業務担当の取締役からなる

会議を随時実施して、取締役間の情報で各種案件や業務遂行に際して、意識共有化を図っており

ます。 

c. 事業計画においては、毎事業年度の当初に、当社の業績目標と予算を策定、また当社グループ

各社からの機関決定した事業計画をもとに予算・実績管理が行われ、月次での報告、モニタリン

グの実施により、結果をグループ各社へフィードバックし、目標未達の場合における要因分析、

改善策を報告させる体制をとっております。 

  

リスク項目 責任者 責任部門

① コンプライアンスおよび情報

の取扱に関するリスク管理

② レピュテーションに関するリ

スク管理

コーポレートガバナンス担当取

締役

コーポレートガバナンス室

③ 資産管理およびグループ与信

管理に関するリスク管理

取締役 最高財務責任者 財務部

④ 環境、災害等に関するリスク

管理

総務人事担当取締役 総務人事部

⑤ 情報システムに関するリスク

管理

IX技術戦略担当取締役 兼 最高

情報責任者

IS室



5) 株式会社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため

の体制について 

a. 当社は、IRIグループガバナンスガイドラインをもとに、毎月１回定例で、当社のコーポレー

トガバナンス担当役員を議長とし、当社関係部門および主要な当社グループ７社の選出委員から

なる、コーポレートガバナンス委員会を開催し、当社グループ間のガバナンス整備、コンプライ

アンス意識強化を図っております。 

b. 当社をはじめとする当社グループ会社の代表取締役からなるグループ社長会を、毎月１回定例

で開催し、意見交換や情報の共有化を図っております。 

c. 当社は、当社グループ各社との間で一定の合意に基づきルールを設け、当社への事前相談や報

告等の伝達が効率的に行われ、当社の常勤役員会にて審議・報告される体制をとっております。

d. グループ間取引については、法令に従い適正に行われる体制をとっております。 

e. 当社グループ会社の業績に関する予算・実績管理および与信管理を当社財務部が取り纏め、毎

月、当社常勤役員会で報告される体制をとっております。 

  

6) 監査役がその職務を補助すべき使用人をおくことを求めた場合における当該使用人に関する体制

ならびに使用人の取締役からの独立性に関する事項について 

a. 当社において、総務人事部が監査役の求めに応じその職務を補助するものといたします。 

b. 監査役の求めに応じて行う職務については、取締役から独立して、監査役の直接の指揮、命令

を受け行うものといたします。 

  

7) 取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制につい

て 

a. 取締役は、監査役に報告すべき事項を定める規程を監査役と協議の上制定し、次に定める事項

を報告することとしています。 

・常勤役員会で決議された事項 

・当社および当社グループに著しい損害を及ぼす恐れのある事項 

・毎月の経営状況(当社および当社グループ)として重要な事項 

・内部監査状況およびリスク管理に関する重要な事項 

・重大な法令・定款違反 

・その他、重要な報告事項 

b. 使用人は、当社に著しい損害を及ぼす恐れのある事項および重大な法令・定款違反に関する事

実を発見した場合は、監査役に直接報告することができるものとします。 

  

8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制について 

a. 監査役は、代表取締役、各業務担当取締役、監査法人、それぞれと定期的に意見交換をするこ

とができるものとします。 

b. また、監査役は、当社グループの各代表取締役に対しても、個別にヒヤリングを実施できるも

のとします。 

  



③ 役員報酬および監査報酬の内容 

当事業年度における当社の取締役および監査役に対する役員報酬ならびに監査法人に対する監査報

酬は以下のとおりであります。なお、平成18年９月26日付で任期満了で退任した取締役３名（総額

9,675千円）および監査役２名（総額1,500千円）は含んでおりません。 

役員報酬： 

 
監査報酬： 

 
  

④ 内部監査及び監査役監査の状況 

当社の内部監査機能は、コーポレートガバナンス室（１名）が兼務しております。当社には２つの

事業部門があるものの、当社本体の事業規模はまだ小さく、部門別で、大掛かりな監査を行うより

は、規模に見合った実効的なやり方として、当社本体における各業務が社内規程や法令を遵守してい

るかどうか等、日々の業務からチェックを行うことが効率的と考え実施しております。この内部監査

にあたっては、コーポレートガバナンス担当取締役による社内稟議のチェックや指摘を行い、重要な

ものは、その業務担当取締役への確認を行いながら、必要に応じ代表取締役への報告を行ってまいり

ました。当社グループ各社に対する内部監査機能については、まだ整備途上ではありますが、半期ご

とに、当社のコーポレートガバナンス担当取締役が当社グループの各担当取締役や管理責任者クラス

に対してヒヤリングを実施し、その他不定期ではありますが、必要に応じ、書類の確認、ヒヤリング

実施をしております。また、当社の各監査役は、当社グループ各社の代表取締役あるいは担当取締役

に対して、事業の状況、意思決定プロセス等に関するヒヤリングを実施するなどしてグループ各社の

状況を把握し、必要に応じてグループ会社の訪問を行い、当社グループに関する内部監査を実施して

まいりました。当社のコーポレートガバナンス室が適時に監査役へ報告等を行い、相互連携を図って

おります。 

監査役は取締役会に毎回出席し、経営全般および個別案件に関する客観的かつ公正な意見陳述を行

うとともに、監査役会で立案した監査方針に従い、取締役の職務執行を監査しております。 

なお、当社の会計監査人は、監査役との間で、四半期ごとに、あるいは必要に応じて適宜監査に関

する打ち合わせ、あるいは電子メール等での確認を行っております。 

  

取締役に支払った報酬 97,150千円 (うち社外取締役 4,650千円)

監査役に支払った報酬 8,550千円 (うち社外監査役 8,550千円)

合 計 105,700千円

公認会計士法第２条第１項に規定する 
業務に基づく報酬

21,000千円

上記以外の報酬 3,000千円

合 計 24,000千円



⑤ 会計監査の状況 

当社は、監査法人トーマツと監査契約および四半期財務諸表に対する意見表明業務契約を締結し、

所定の報告書を受領しております。 

当事業年度における当社の会計監査の状況は次のとおりでありました。 

・所属する監査法人名：監査法人トーマツ 

・会計監査業務を執行した公認会計士氏名 

指定社員 業務執行社員 井上 隆司(継続監査年数 １年) 

指定社員 業務執行社員 三富 康史(継続監査年数 ４年) 

・会計監査業務に係わる補助者の構成 

公認会計士 ３名 会計士補等 15名 

（注）会計士補等は、会計士補、公認会計士試験合格者であります。 

  

(3) 社外取締役および社外監査役との関係 

当社では、社外役員として期待される役割を十分に発揮できることを可能とするために、当社定款

に、社外取締役および社外監査役の責任限定に関する規定を設けており、当社定款に基づき、社外取締

役および社外監査役全員と締結した責任限定契約の内容の概要は次のとおりであります。 

  

・社外取締役および社外監査役に対しては、会社法第423条第１項の責任について、それぞれの職務

を行うにあたり善意でかつ重大な過失がないときは、金100万円と会社法第425条第１項に定める最

低責任限度額のいずれか高い額を限度とし、損害賠償責任を負担するものとする。 

  

当事業年度における当社の社外取締役１名については、兼務している大学との間で、人的関係、資本

的関係、取引関係、研究開発委託等の利害関係はございません。 

また、当事業年度における当社の社外監査役４名のうち、当社子会社の株式会社IRIユビテックの監

査役兼務１名および持分法適用会社である株式会社ブロードバンドタワーの監査役兼務１名がおります

が、当社と株式会社IRIユビテックおよび株式会社ブロードバンドタワーとの間には営業上の取引がご

ざいますが、各個人との間に直接利害関係はございません。 

  

(4) その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項 

当社は、当社グループを含めた当社のガバナンス体制をより効果的な形へと向上させ、有効に機能す

るよう努めてまいりました。グループガバナンスでは、特に、上場子会社においては、独自性の確保を

主眼として体制を整備してきましたが、平成17年８月より連結子会社となった株式会社アイ・エック

ス・アイ（以下、IXI）の長年にわたる不正循環取引が発覚し上場廃止を契機に、親会社である当社ま

でも、結果として上場廃止へ至ることとなりました。 

当社は、平成19年11月１日をもって、オリックス株式会社(以下、オリックス)の完全子会社となる予

定であります。オリックスの子会社となった後も、当社は、尚一層の与信管理体制、営業取引の不正防

止のための内部牽制機能、コンプライアンスの周知徹底を含めたガバナンス体制整備、これらの強化に

鋭意努力してまいります。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度(平成17年７月１日から平成18年６月30日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年７月１日から平成19年６月30日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度(平成17年７月１日から平成18年６月30日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年７月１日から平成19年６月30日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年７月１日から平成18年６月

30日まで)および前事業年度(平成17年７月１日から平成18年６月30日まで)ならびに当連結会計年度(平成

18年７月１日から平成19年６月30日まで)および当事業年度(平成18年７月１日から平成19年６月30日ま

で)の連結財務諸表及び財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。 

  

３ ㈱アイ・エックス・アイに関する事項 

(1) 当連結会計年度における概況 

㈱アイ・エックス・アイ（以下IXI）は、平成19年１月21日に、大阪地方裁判所に民事再生手続開始の

申立てをし、同年１月29日に民事再生手続開始が決定され、また、同時に管財人の管理下となりました。

これにより、IXIの業務の遂行、財産の管理および処分権は管財人に専属することとなり、IXIは当社の連

結子会社ではなくなりました。 

 なおIXIは、平成19年８月10日に再生計画を提出した模様ですが、平成19年９月26日現在においても管

財人の管理下にあります。また、IXIは、平成19年３月期の自社の中間決算（自平成18年４月１日至平成

18年９月30日）に係る半期報告書が未提出のまま、上場廃止となっております。 

 さらに、IXIが不正な取引を行なっていたという疑いから、大阪地方検察庁等による捜査が進められて

おり、その過程において、架空循環取引への関わりや、多額の簿外債務の存在の可能性が報道されており

ますが、当社はそれら不正、粉飾取引が行なわれていた可能性が高いと考えております。 

 なお、平成19年３月29日をもって、当社は所有するIXIの全株式を、第三者へ譲渡完了いたしました。 

  

(2) 当連結会計年度の連結財務諸表作成上の取扱い 

上記のとおり、IXIは連結子会社ではなくなりましたが、当中間連結会計期間末までは当社の連結子会

社であったため、当中間連結会計期間に係るIXIの仮決算は、当連結会計年度の連結財務諸表のうち、連

結損益計算書及び連結株主資本等変動計算書並びに連結キャッシュ・フロー計算書に影響を与えることに

なります。 

 しかしながら、自らの半期報告書が未提出のまま上場廃止となったIXIは、当社の連結財務諸表の基礎



とすべき仮決算を行なうことが困難な状況であるため、当連結会計年度の連結財務諸表において、IXI

の損益の発生はないものとして取り扱っております。 

 なお、今後、IXIの決算が訂正された場合には、当連結会計年度（自平成18年７月１日至平成19年６月

30日）及び前連結会計年度（自平成17年７月１日至平成18年６月30日）の連結財務諸表が訂正される可能

性があります。 

  

(3) 当事業年度の財務諸表における評価 

IXIは、自らの半期報告書が未提出のまま上場廃止となり、同社株式の評価の基礎となる同社の財政状

態が把握できないという状況に鑑み、当社は、同社株式について、その帳簿価額全額について評価損を計

上しております。 

 なお、今後、IXIの決算が訂正された場合には、当事業年度に帰属すべき同社株式の評価損の金額に関

連して、当事業年度（自平成18年７月１日至平成19年６月30日）及び前事業年度（自平成17年７月１日至

平成18年６月30日）の財務諸表が訂正される可能性があります。 

  

(4) 翌期以降の損益への影響について 

今後、IXIの決算が訂正されるか否かに関わらず、翌期以降の損益への影響は無い見込みであります。 

  

  

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年６月30日)

当連結会計年度 
(平成19年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 14,940,408 4,872,048

 ２ 受取手形及び売掛金 ※２ 8,990,536 2,883,129

 ３ たな卸資産 9,804,864 583,728

 ４ 繰延税金資産 163,713 108,868

 ５ 前払費用 2,235,035 1,444,694

 ６ その他 180,039 124,953

   貸倒引当金 △20,426 △30,293

  流動資産合計 36,294,170 63.6 9,987,129 53.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 340,877 441,983

    減価償却累計額 △118,520 222,356 △183,166 258,817

  (2) 機械装置及び運搬具 16,695 13,864

    減価償却累計額 △10,438 6,256 △9,561 4,302

  (3) 航空機 1,143,666 ―

    減価償却累計額 △171,549 972,116 ― ―

  (4) 工具器具備品 971,690 1,057,805

    減価償却累計額 △599,948 371,741 △697,066 360,739

  (5) 建設仮勘定 3,125,405 23,388

  有形固定資産合計 4,697,876 8.2 647,247 3.5

 ２ 無形固定資産

  (1) のれん 8,610,030 1,678,903

  (2) その他 202,284 123,423

  無形固定資産合計 8,812,315 15.4 1,802,327 9.6

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 2,959,605 2,486,121

  (2) 関係会社株式 ※1,2 2,618,814 3,200,134

  (3) 繰延税金資産 177,084 69,716

  (4) 差入保証金 ※２ 1,400,210 538,318

  (5) その他 74,554 14,346

    貸倒引当金 △13,125 △8,053

  投資その他の資産合計 7,217,143 12.7 6,300,583 33.6

  固定資産合計 20,727,335 36.3 8,750,157 46.7

Ⅲ 繰延資産 31,438 0.1 ― ―

  資産合計 57,052,943 100.0 18,737,286 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成18年６月30日)

当連結会計年度 
(平成19年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※３ 13,970,316 1,409,682

 ２ 短期借入金 ※２ 1,282,451 4,621,482

 ３ 未払金 562,673 415,166

 ４ 未払法人税等 997,527 119,239

 ５ 賞与引当金 ― 28,428

 ６ 役員賞与引当金 38,000 35,000

 ７ 返品調整引当金 2,058 2,241

 ８ 受注損失引当金 ― 2,187

 ９ ポイント引当金 ― 12,814

１０ アフターサービス引当金 ― 3,000

１１ その他 371,284 465,642

  流動負債合計 17,224,311 30.2 7,114,885 38.0

Ⅱ 固定負債

 １ 新株予約権付社債 4,500,000 69,982

 ２ 長期借入金 2,033,933 8,980

 ３ 繰延税金負債 35,598 14,283

 ４ 退職給付引当金 154,198 296,647

 ５ 役員退職慰労引当金 102,900 22,111

 ６ その他 23,049 248

  固定負債合計 6,849,680 12.0 412,253 2.2

  負債合計 24,073,991 42.2 7,527,139 40.2



 
  

前連結会計年度
(平成18年６月30日)

当連結会計年度 
(平成19年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 9,444,404 16.5 9,465,473 50.5

 ２ 資本剰余金 12,500,453 21.9 14,029,263 74.9

 ３ 利益剰余金 3,415,119 6.0 △13,889,890 △74.1

 ４ 自己株式 △7,623 △0.0 △8,007 △0.1

   株主資本合計 25,352,353 44.4 9,596,839 51.2

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

37,155 0.1 3,530 0.0

 ２ 為替換算調整勘定 10,723 0.0 18,568 0.1

   評価・換算差額等合計 47,878 0.1 22,098 0.1

Ⅲ 少数株主持分 7,578,719 13.3 1,591,209 8.5

   純資産合計 32,978,952 57.8 11,210,147 59.8

   負債純資産合計 57,052,943 100.0 18,737,286 100.0



② 【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度

(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高
   事業収入 68,366,499 68,366,499 100.0 15,354,109 15,354,109 100.0

Ⅱ 売上原価
   事業原価 58,957,710 58,957,710 86.2 12,030,543 12,030,543 78.4
   売上総利益 9,408,788 13.8 3,323,565 21.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費
※１ 
※２

5,921,438 8.7 4,699,815 30.6

 営業利益又は営業損失(△) 3,487,349 5.1 △1,376,249 △9.0

Ⅳ 営業外収益
 １ 受取利息及び配当金 24,154 18,702
 ２ のれん償却額 6,213 6,397
 ３ 持分法による投資利益 196,555 615,149
 ４ 受取業務手数料 37,626 24,362
 ５ 雑収入 21,476 286,026 0.4 78,627 743,239 4.8

Ⅴ 営業外費用
 １ 支払利息 38,603 68,893
 ２ 新株発行費 101,323 ―
 ３ 社債発行費償却 15,897 6,739
 ４ 組合損失 37,156 35,811
 ５ 支払手数料 216,595 43,426
 ６ 雑損失 8,802 418,377 0.6 36,954 191,825 1.2
 経常利益又経常損失(△) 3,354,998 4.9 △824,834 △5.4

Ⅵ 特別利益
 １ 貸倒引当金戻入益 2,439 4,376
 ２ 関係会社持分変動益 1,124,698 ―
 ３ 固定資産売却益 ※４ 2,437 484
 ４ 投資有価証券売却益 57,321 97,662
 ５ 関係会社株式売却益 7,140,167 764,537
 ６ その他特別利益 22,002 8,349,067 12.3 101,852 968,912 6.3

Ⅶ 特別損失
 １ 固定資産売却損 ※４ 483 733
 ２ 固定資産除却損 ※３ 133,185 46,208
 ３ 減損損失 ※５ 290,949 85,446
 ４ 投資有価証券評価損 1,261,006 151,495
 ５ 関係会社株式持分変動損 ― 36,908
 ６ たな卸資産評価損 34,157 31,089
 ７ 関係会社株式評価損 ― 14,380,332
 ８ のれん償却費 ― 1,083,721
 ９ 貸倒損失 2,669,710 ―
  10 その他特別損失 1,394,217 5,783,711 8.5 16,399 15,832,335 103.1

税金等調整前当期純利益又は  
税金等調整前当期純損失(△)

5,920,354 8.7 △15,688,257
△

102.2

  法人税、住民税及び事業税 2,351,423 386,207
  法人税等調整額 △263,057 2,088,366 3.1 50,469 436,677 2.8

  少数株主利益 739,684 1.1 139,403 0.9

当期純利益又は当期純損失(△) 3,092,302 4.5 △16,264,338
△

105.9

,



③ 【連結株主資本等変動計算書】 

前連結会計年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成17年６月30日残高(千円) 3,920,000 7,073,521 356,733 △5,406 11,344,848

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 5,523,744 5,523,588 ― ― 11,047,332

 資本準備金組入 659 △659 ― ― ―

 剰余金の配当 ― △95,997 ― ― △95,997

 役員賞与の支給 ― ― △34,514 ― △34,514

 当期純利益 ― ― 3,092,302 ― 3,092,302

 自己株式の取得 ― ― ― △2,216 △2,216

 子会社減少による異動 ― ― 597 ― 597

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

5,524,404 5,426,931 3,058,385 △2,216 14,007,505

平成18年６月30日残高(千円) 9,444,404 12,500,453 3,415,119 △7,623 25,352,353

評価・換算差額等
少数株主持分 純資産合計

その他有価証券 
評価差額金

為替換算調整勘定
評価・換算
差額等合計

平成17年６月30日残高(千円) 53,918 9,729 63,648 ― 11,408,496

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 ― ― ― ― 11,047,332

 資本準備金組入 ― ― ― ― ―

 剰余金の配当 ― ― ― ― △95,997

 役員賞与の支給 ― ― ― ― △34,514

 当期純利益 ― ― ― ― 3,092,302

 自己株式の取得 ― ― ― ― △2,216

 子会社減少による異動 ― ― ― ― 597

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△16,763 994 △15,769 7,578,719 7,562,950

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

△16,763 994 △15,769 7,578,719 21,570,455

平成18年６月30日残高(千円) 37,155 10,723 47,878 7,578,719 32,978,952



当連結会計年度(自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年６月30日残高(千円) 9,444,404 12,500,453 3,415,119 △7,623 25,352,353

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 21,069 1,528,810 ― ― 1,549,879

 剰余金の配当 ― ― △237,723 ― △237,723

 当期純損失 ― ― △16,264,338 ― △ 16,264,338

 自己株式の取得 ― ― ― △384 △384

 子会社減少による異動 ― ― △802,947 ― △802,947

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

21,069 1,528,810 △17,305,009 △384 △15,755,513

平成19年６月30日残高(千円) 9,465,473 14,029,263 △13,889,890 △8,007 9,596,839

評価・換算差額等
少数株主持分 純資産合計

その他有価証券 
評価差額金

為替換算調整勘定
評価・換算
差額等合計

平成18年６月30日残高(千円) 37,155 10,723 47,878 7,578,719 32,978,952

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 ― ― ― ― 1,549,879

 剰余金の配当 ― ― ― ― △237,723

 当期純損失 ― ― ― ― △16,264,338

 自己株式の取得 ― ― ― ― △384

 子会社減少による異動 △611 589 △22 △6,270,066 △7,073,036

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△33,013 7,254 △25,758 282,556 256,797

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

△33,625 7,844 △25,780 △5,987,510 △21,768,804

平成19年６月30日残高(千円) 3,530 18,568 22,098 1,591,209 11,210,147



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益 5,920,354 △15,688,257

   減価償却費 1,766,289 1,937,465

   繰延資産の償却費 37,747 7,349

   引当金の増加額 44,813 47,866

   受取利息及び受取配当金 △24,154 △18,702

   支払利息 38,603 68,893

   為替差益 △2,190 ―

   営業外支払手数料 216,595 43,426

   持分法による投資利益 △196,555 △615,149

   組合損失 37,156 35,811

   新株発行費 79,710 ―

   株式交付費 ― 2,315

   債務保証履行損失 511,426 ―

   売上債権の増加額(△)又は減少額 △2,371,411 324,888

   たな卸資産の増加額(△)又は減少額 △5,966,879 176,678

   仕入債務の増加額又は減少額(△) 10,221,625 △693,988

   その他の流動資産の減少額 148,359 1,027,008

   その他の流動負債の増加額 
   又は減少額(△)

122,688 △228,826

   役員賞与の支払額 △55,000 ―

   その他の資金の増減を伴わない損益 
   (純額)

※４ △6,036,266 13,764,133

    小計 4,492,913 190,911

  利息及び配当金の受取額 22,294 24,505

  利息の支払額 △47,131 △75,826

  法人税等の支払額 △1,671,489 △642,842

  債務保証の履行支出 △511,426 ―

  営業活動によるキャッシュ・フロー 2,285,160 △503,251



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有形固定資産及び無形固定資産の 
   取得による支出

△3,891,122 △390,414

   固定資産の除却・売却による収入 
   又は支出(△)

736,316 △28,747

   投資有価証券及び関係会社株式等の 
   取得による支出

△1,694,438 △366,447

   投資有価証券、関係会社株式及び 
   出資金等の売却・譲渡による収入

4,478,481 1,277,715

   連結範囲の変更を伴う子会社株式の 
   取得による支出

※２ △9,065,267 △190,869

   連結範囲の変更を伴う子会社株式の 
   取得による現金同等物の増加

※２ 209,059 230,581

   連結範囲の変更を伴う子会社株式の 
   売却による収入

※３ 1,582,459 ―

   保証金の返還収入 ― 1,000,000

   その他の投資活動によるもの(純額) △197,571 △36,809

   投資活動によるキャッシュ・フロー △7,842,082 1,495,008

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金純増加又は純減少(△) △2,350,000 3,402,010

   長期借入による収入 2,000,000 ―

   長期借入金の返済による支出 △445,551 △628,560

   新株予約権付社債の発行による収入 10,874,852 ―

   社債の償還による支出 △90,000 △4,500,000

   固定資産購入未払金の支払 △283,699 ―

   新株の発行による収入 47,332 39,822

   自己株式取得による支出 △2,216 △384

   少数株主の払込収入 5,108,100 39,329

   少数株主への配当支払 △42,851 △17,336

   配当金の支払額 △95,997 △237,723

   その他の財務活動によるもの(純額) △216,595 △43,426

   財務活動によるキャッシュ・フロー 14,503,373 △1,946,267

Ⅳ 現金及び現金同等物にかかる換算差額 1,996 8,854

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額又は減少額 
  (△)

8,948,448 △945,656

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 5,991,960 14,940,408

Ⅶ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の 
  減少額

― 9,122,703

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 14,940,408 4,872,048



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 

項目
前連結会計年度

(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

１ 連結の範囲に関する事項

 

(1) 連結子会社の数 21社

主要な会社名

 ・㈱アイ・アール・アイコマースア

ンドテクノロジー

 ・㈱IRIユビテック

 ・㈱IRIコミュニケーションズ※４

 ・㈱ブロードバンドタワー※３

 ・ファイバーテック㈱

 ・㈱プロデュース・オン・デマンド

 ・IRI Finance and Technology 

  Asia Ltd.

 ・㈱アイ・エックス・アイ※１

 ・㈱イード※２

※１ ㈱アイ・エックス・アイは、当

連結会計年度に公開買付により取

得し、連結子会社と致しました。

※２ ㈱イードは、当連結会計年度に

当社連結子会社の㈱アイ・アー

ル・アイコマースアンドテクノロ

ジーが第三者割当増資を引受けに

より取得し、連結子会社と致しま

した。

※３ ㈱ブロードバンドタワーは、当

連結会計年度中に所有株式の一部

を売却し、連結子会社ではなくな

りました。

※４ ㈱IRIコミュニケーションズ(現

㈱ブロードバンドセキュリティ)

は、当連結会計年度末に所有株式

の全てを売却し、連結子会社では

なくなりました。

 

(1) 連結子会社の数 23社

主要な会社名

 ・㈱アイ・アール・アイコマースア

ンドテクノロジー

 ・㈱IRIユビテック

 ・ファイバーテック㈱

 ・㈱プロデュース・オン・デマンド

 ・IRI Finance and Technology 

  Asia Ltd.

 ・㈱アイ・エックス・アイ※３

 ・㈱イード

 ・セーバー㈱※１

 ・グローバルナレッジネットワーク

㈱※２

※１ セーバー㈱は、当連結会計年度

に株式交換により発行済株式の

100%を取得し、連結子会社と致し

ました。

※２ グローバルナレッジネットワー

ク㈱は、当連結会計年度に新株予

約権を行使することにより発行済

株式の73.12%を取得し、連結子会

社と致しました。

※３ ㈱アイ・エックス・アイに関す

る取扱いは、「第５[経理の状況]

－３(株）アイ・エックス・アイ

に関する事項－(2)当連結会計年

度の連結財務諸表作成上の取扱

い」に記載のとおりであります。

 

 

 

 

(2) 非連結子会社名

会社名

  ㈱インターネット・ジーアイエス
 

(2) 非連結子会社名

会社名

  ㈱インターネット・ジーアイエス

※１

  Ubiteq Solutions Vietnam, Ltd.

※１ ㈱インターネット・ジーアイエ

スは、当連結会計年度に精算致し

ました。

連結の範囲から除いた理由

  非連結子会社の総資産、売上高、

当期純損益、利益剰余金等は、いず

れも連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないためであります。

連結の範囲から除いた理由

  同左

２ 持分法の適用に関する事

項

 

(1) 持分法適用の非連結子会社数

              １社

会社名

  ㈱インターネット・ジーアイエス
 

(1) 持分法適用の非連結子会社数

              １社

会社名

  ㈱インターネット・ジーアイエス

※１

※１ ㈱インターネット・ジーアイエ

スは、当連結会計年度に精算致し

ました。

 



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

 

(2) 持分法適用の関連会社数 10社

主要な会社名

 ・㈱ベルハート

 ・モバイル・インターネットキャピ

タル㈱

 ・㈱テレワーク総合研究所※３

 ・上海佳路技術発展有限公司

 ・日本インターネットエクスチェン

ジ㈱※１

 ・㈱ブロードバンドタワー※２

※１ 日本インターネットエクスチェ

ンジ㈱は、前連結会計年度末に増

資引受を行い関連会社といたしま

した。

※２ 連結子会社であった㈱ブロード

バンドタワーは、当連結会計年度

に所有株式の一部を売却し、関連

会社となりました。

※３ ㈱テレワーク総合研究所は、当

連結会計年度中に解散し、清算致

しました。

 

(2) 持分法適用の関連会社数 11社

主要な会社名

 ・㈱ベルハート※１

 ・モバイル・インターネットキャピ

タル㈱

 ・上海佳路技術発展有限公司※２

 ・日本インターネットエクスチェン

ジ㈱

 ・㈱ブロードバンドタワー

※１ ㈱ベルハートは、当連結会計年

度に当社持分を全て譲渡し関連会

社ではなくなりました。 

 

※２ 上海佳路技術発展有限公司は、

当連結会計年度に当社持分を全て

譲渡し関連会社ではなくなりまし

た。

(3)  持分法適用会社のうち、決算日

が連結決算日と異なる会社につい

ては、各社の事業年度に係る財務

諸表を使用しております。

(3) 同左

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

 

 連結子会社の決算日が連結決算日と

異なる会社は次のとおりであります。

主要な会社名 決算日

㈱プロデュース・オン・デ

マンド
12／31

IRI Finance and  

Technology Asia Ltd.
12／31

㈱アイ・エックス・アイ ３／31

㈱イード ３／31

 連結財務諸表を作成するにあたって

は、連結決算日現在で決算に準じた仮

決算を行なった財務諸表を基礎として

おります。

 

 連結子会社の決算日が連結決算日と

異なる会社は次のとおりであります。

主要な会社名 決算日

㈱プロデュース・オン・デ

マンド
12／31

IRI Finance and  

Technology Asia Ltd.
12／31

㈱アイ・エックス・アイ ３／31

 連結財務諸表を作成するにあたって

は、連結決算日現在で決算に準じた仮

決算を行なった財務諸表を基礎として

おります。

 なお、前連結会計年度仮決算を行な

っていた㈱イードは、決算期を変更

し、差異は解消いたしました。



 

項目
前連結会計年度

(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

４ 会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

 ・有価証券

  その他有価証券

  時価のあるもの：

決算期末日の市場価格に基づく

時価法

(評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動

平均法により算定している。)

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

 ・有価証券

  その他有価証券

  時価のあるもの：同左

同左

  時価のないもの：移動平均法によ

る原価法

   投資事業組合への出資金は、組

合財産の持分相当額を出資金と

して計上し、組合契約に規定さ

れる決算報告に基づく純損益の

持分相当額を当連結会計年度の

損益として計上する方法(純額

方式)によっております。

  時価のないもの：同左

   同左

 ・たな卸資産  

  商品・製品・ ：主に総平均法に

  原材料     よる原価法

  仕掛品    ：主に個別法によ

る原価法

  貯蔵品    ：主に総平均法に

よる原価法

 ・たな卸資産  

   同左

 



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

  有形固定資産：減価償却方法と主

な償却年数は以下のとおりであ

ります。

建物及び構築物

 主として定率法(10～31年)

機械装置及び運搬具

 定率法(10年)

航空機

 定額法(８年)

工具器具備品

 定率法(４～15年)

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

  有形固定資産：減価償却方法と主

な償却年数は以下のとおりであ

ります。

建物及び構築物

 同左

機械装置及び運搬具

 同左

工具器具備品

 同左

なお、平成19年４月１日以降

取得のものについて、一部の

子会社では改正後の法人税法

に基づく定率法を採用してお

ります。

  無形固定資産：減価償却方法と主

な償却年数は以下のとおりであ

ります。

のれん

 定額法(１～20年)

ソフトウェア

 販売目的のソフトウェアに

ついては主に、販売可能期間

(２～５年)に基づく定額法ま

たは見込販売数量に基づく償

却額と見込有効期間(最長３

年)に基づく均等配分額とを

比較していずれか大きい額を

償却する方法 

 自社利用ソフトウェアにつ

いては、利用可能期間に基づ

く定額法(５年)

 

  無形固定資産：減価償却方法と主

な償却年数は以下のとおりであ

ります。

のれん

 同左

ソフトウェア

 自社利用ソフトウェアにつ

いては、利用可能期間に基づ

く定額法(５年) 

(3) 重要な繰延資産の処理方法

  新株発行費：支出時に全額費用と

して処理しておりま

す。

        なお、㈱アイ・エッ

クス・アイは３年均

等償却しておりま

す。

  社債発行費：３年間で毎期均等額

を償却しておりま

す。

(3) 重要な繰延資産の処理方法

  株式交付費：支出時に全額費用と

して処理しておりま

す。

        

  社債発行費： 同左



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

(4) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

 一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

(4) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

   同左

 ②      ――――  ② 賞与引当金

 従業員への賞与支給に備える

ため、支給見込額に基づいて計

上しております。

 ③ 役員賞与引当金

 役員賞与支出に充てるため、

支給見込額に基づき計上してお

ります。

 ③ 役員賞与引当金

   同左

 ④ 返品調整引当金

 製品の返品による損失に備え

るため、過去の返品実績率に基

づく返品損失見込額を計上して

おります。

 ④ 返品調整引当金

   同左

 ⑤      ――――  ⑤ 受注損失引当金

 受注契約に係る将来の損失に

備えるため、発生原価見込額が

受注額を超過する可能性が高い

ものについて、損失見込額を計

上しております。

 ⑥      ――――  ⑥ ポイント引当金

 インセンティブ目的でポイン

トを付与する取引について、ポ

イント利用に備えるため、将来

における利用見込額を計上して

おります。

 ⑦      ――――  ⑦ アフターサービス引当金

 製品販売後の無償サービス義

務が発生する可能性のある取引

について、過去の発生実績率に

基づく見積額を計上しておりま

す。

 ⑧ 退職給付引当金

 退職給付制度を導入している

子会社については、従業員の退

職給付に備えるため、連結会計

年度末における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に基づ

き、連結会計年度末において発

生していると認められる額を計

上しております。

 ⑧ 退職給付引当金

   同左

 ⑨ 役員退職慰労引当金

 役員退職慰労金について内規

による定めのある子会社では、

役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。

 ⑨ 役員退職慰労引当金

   同左



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

(5) 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

(5) 重要なリース取引の処理方法

  同左

(6) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

  ・ 消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。

(6) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

  ・消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。なお、資産に

係る控除対象外消費税等は、発生

事業年度の費用として処理してお

ります。

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

 連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法によっておりま

す。

同左

６ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

 のれん及び負ののれんは、取得時点

の子会社の事業計画、業績の状況を検

討の上、個別に合理的な期間(１～20

年)を設定し、定額法で償却しており

ます。

同左

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金および現金同等物)は、

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資を範囲としており

ます。

同左



(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

(1) 固定資産の減損に係る会計基準

   当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計

基準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９

日))および「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」(企業会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号)を適用しておりま

す。これにより税金等調整前当期純利益が290,949

千円減少しております。なお、減損損失累計額につ

いては、該当各資産の金額から直接控除しておりま

す。

(1)                  ――――

(2) 役員賞与に関する会計基準

   当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企

業会計基準第４号)を適用しております。この結

果、従来の方法に比べて営業利益、経常利益および

税金等調整前当期純利益が110,500千円減少してお

ります。

(2)                  ――――

(3) 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

   当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第５号)および「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」(企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準適用指針第８号)を適用しており

ます。これにより損益に与える影響はなく、また、

従来の資本の部に相当する金額は、25,400,232千円

であります。

   なお、連結貸借対照表の表示について、当連結会

計年度は、連結財務諸表規則の改正により、改正後

の連結財務諸表規則を適用しております。

(3)                  ――――

(4) 自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準

等の一部改正

   当連結会計年度から、改正後の「自己株式及び準

備金の額の減少等に関する会計基準」(企業会計基

準委員会 最終改正平成17年12月27日 企業会計基

準第１号)及び「自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員

会 最終改正平成17年12月27日 企業会計基準適用

指針第２号)を適用しております。これによる損益

に与える影響はありません。

   なお、連結貸借対照表の表示について、当連結会

計年度は、連結財務諸表規則の改正により、改正後

の連結財務諸表規則を適用しております。

(4)                  ――――

(5) ストック・オプション等に関する会計基準等

   当連結会計年度から「ストック・オプション等に

関する会計基準(企業会計基準委員会 平成17年12

月27日 企業会計基準第８号)」及び「ストック・

オプション等に関する会計基準の適用指針(企業会

計基準委員会 平成17年12月27日 企業会計基準適

用指針第11号)」を適用しております。

   これによる損益に与える影響はありません。

(5)                  ――――



前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

(6)                   ―――― (6) 企業結合に係る会計基準
   当連結会計年度から「企業結合に係る会計基準

（企業会計審議会 平成15年10月31日）」及び「事

業分離等に関する会計基準（企業会計基準第７号

平成17年12月27日）」並びに「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針（企業会計

基準適用指針第10号 最終改正平成18年12月22

日）」を適用しております。。

   これによる損益に与える影響はありません。

(7)                   ――――

   

(7) 法人税法改正にともなう減価償却資産の償却方法の

変更について

   法人税法（所得税法等の一部を改正する法律 平

成19年３月30日 法律第６号および法人税法施行令

を改正する政令 平成19年３月30日 政令第83号）

に伴い、平成19年４月１日以降取得した減価償却資

産について、改正後の償却方法へ変更した子会社が

ありますが、これに伴う損益への影響は軽微であり

ます。



(表示方法の変更) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

 

(連結貸借対照表)

「営業権」、「連結調整勘定」は、改正後の連結財務諸

表規則の適用に伴い、当連結会計年度末残高について、

「営業権」と「連結調整勘定」を合算して「のれん」と

表示しております。

なお、当連結会計年度末における従来の「営業権」、

「連結調整勘定」に相当する金額は、それぞれ以下のと

おりであります。

    営業権       33,311千円

    連結調整勘定  8,576,719千円

繰延資産に属する資産は、全て資産総額の100分の１以

下であるため、当連結会計年度より繰延資産として一括

掲記することに致しました。

なお、当連結会計年度における科目別内訳は以下のとお

りです。

    社債発行費     6,739千円

    その他       24,698千円

(連結キャッシュフロー計算書)

当連結会計年度より、「営業権の償却額」および「連結

調整勘定の償却額」は、ともに減価償却資産の償却費で

あるため「減価償却費」として一括して表示しておりま

す。

なお、当連結会計年度におけるそれぞれの金額は以下の

とおりであります。

営業権の償却額 208,019千円

連結調整勘定の償却額 810,898千円

当連結会計年度より、営業活動によるキャッシュフロー

の一覧性を高めるため、発生が経常的でないと考えられ

る資金の増減を伴わない損益について一括表示し、その

主な内訳を注記する方法へ変更致しました。

―――――



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年６月30日)

当連結会計年度
(平成19年６月30日)

 

※１ 非連結子会社および関連会社に対するものは、次

のとおりであります。

投資有価証券(株式) 2,618,814千円

 
 

※１ 非連結子会社および関連会社に対するものは、次

のとおりであります。

投資有価証券(株式) 3,200,134千円

 

 

※２ 担保提供資産

受取手形及び売掛金 81,350千円(注)

    (注)リース債務に対するものであります。

 

 

 

※２ 担保提供資産

受取手形及び売掛金 注１ 89,562千円

関係会社株式 注２ 1,639,243千円

差入保証金 104,962千円

   対応債務

短期借入金 4,597,318千円

 注１ リース債務352,000千円対するものであり

ます。

 注２ 関係会社株式の内訳は、以下のとおりで

あります。

(株)IRIユビテック 14,350株

(株)ブロードバンドタワー 37,300株

 なお、子会社(株)IRIユビテックの帳簿価額

は、連結決算上、資本項目と相殺消去されてお

ります。

※３        ―――――

 

※３ 期末日満期手形の会計処理

    手形交換日をもって決済処理をすることによ

り、連結会計年度末日の受取手形及び支払手形の

残高に含まれる期末日満期手形の金額は、以下の

とおりであります。

支払手形 45,222千円

    なお、満期日に決済処理し、連結会計年度末日

の受取手形及び支払手形の残高から除いた期末日

満期手形の残高はありません。



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

役員報酬 636,397千円

給与 1,407,872千円

のれん償却費 767,689千円

 
 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

役員報酬 484,870千円

給与 1,263,638千円

のれん償却費 613,531千円

 

 

※２  一般管理費及び売上原価に含まれる研究開発費

は次のとおりであります。

一般管理費 195,445千円

 
 

※２  一般管理費及び売上原価に含まれる研究開発費

は次のとおりであります。

一般管理費 139,594千円

 

 

※３  固定資産除却損の主な内容は以下のとおりであ

ります。

建物及び構築物 55,895千円

工具器具備品 55,883千円

 

 

※３  固定資産除却損の主な内容は以下のとおりであ

ります。

建物及び構築物 11,151千円

工具器具備品 6,392千円

その他の固定資産 4,000千円

廃棄費用・原状回復費用等 24,664千円

 

※４  固定資産売却益および固定資産売却損は、主に

所有する機器(工具器具備品)の一部譲渡により生

じたものであります。

 

※４  固定資産売却益および固定資産売却損は、主に

所有する機器(工具器具備品)の一部譲渡により生

じたものであります。

 

 

※５ 減損損失

    当社グループは、管理会計上の事業区分を基準

に資産のグルーピングを行い、以下の資産につい

て減損損失を計上いたしました。

用途 種類 場所 減損損失 摘要

VAS事業 営業権
東京都 

新宿区
261,821千円 ※１

その他

ソフトウェア、

工具器具備品、

その他の無形固

定資産

東京都 

新宿区 

他

29,127千円

   ※１ VAS事業は、IPネットワーク事業に属す

る、ISP(インターネットサービスプロバ

イダ)向けにダイヤルアップ接続サービス

を提供する事業でありましたが、成長性

の高い事業へ経営資源を集中して競争力

を高めるため事業を譲渡することが決定

されたことに伴い、この事業に属する資

産を回収可能額まで減額し、減少額を特

別損失に計上いたしました。なお、回収

可能性は、正味売却価額により測定して

おり、営業譲渡契約上の譲渡価格として

おります。

 

※５ 減損損失

    当社グループは、管理会計上の事業区分を基準

に資産のグルーピングを行い、以下の資産につい

て減損損失を計上いたしました。

用途 種類 場所 減損損失 摘要

IPネット
トワーク

ソフトウェア 60,622千円

事業に係

る一部の
サービス

工具器具備品
東京都

新宿区
13,912千円

製品
その他固定資産 10,912千円

    該当ソフトウェア製品は、当面の事業計画に基

づく販売見込が不透明で該当事業区分に属する資

産の回収可能性が不明であるため、この事業に属

する固定資産の回収可能額はないものとして減少

額を特別損失に計上いたしました。

    

    

    



(連結株主資本等変動計算書関係) 

  
前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
変動事由の概要 

増加数の主な内容は、次のとおりであります。 

 株式分割による増加         192,018.92株 

 新株発行による増加          91,473.65株 

  (うち、新株予約権付社債の権利行使  90,169.65株) 

  (うち、ストックオプションの行使   1,304.00株) 

  
２ 自己株式に関する事項 

   
変動事由の概要 

増加数の主な内容は、次のとおりであります。 

 株式分割による増加            24.86株 

 端株の買取による増加           15.65株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項は、ありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 192,018.92 283,492.57 ― 475,511.49

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 24.86 40.51 ― 65.37

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成17年９月22日 
定時株主総会

普通株式 資本剰余金 95,997 500 平成17年６月30日 平成17年９月23日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年９月26日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 237,723 500 平成18年６月30日 平成18年９月27日



次へ 

当連結会計年度（自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
変動事由の概要 

増加数の主な内容は、次のとおりであります。 

 新株発行による増加             11,587.00株 

  (うち、新株予約権付社債の権利行使     10,327.00株) 

  (うち、ストックオプションの行使      1,260.00株) 

  
２ 自己株式に関する事項 

   
変動事由の概要 

増加数の主な内容は、次のとおりであります。 

 端株の買取による増加              3.00株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

 
注１ 平成16年12月１日に発行した円貨建転換社債型新株予約権付社債に係るものであり、当連結会計年度中に 

   全て償還いたしました。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

該当事項は、ありません。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 475,511.49 11,587.00 ― 487,098.49

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 65.37 3.00 ― 68.37

区分
新株予約権の

内訳
新株予約権の目的と 
なる株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結会計
年度末

当連結会計
期間増加

当連結会計
期間減少

当連結会計
年度末

提出会社 
(親会社)

新株予約権 
注１

普通株式 35,230 ― 35,230 ― ―

連結子会社 ―

合計 35,230 ― 35,230 ― ―

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年９月26日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 237,723 500 平成18年６月30日 平成18年９月27日



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

 

※１  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照

表に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 14,940,408千円

有価証券勘定 ―千円

計 14,940,408千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

―千円

現金及び現金同等物 14,940,408千円

 
 

※１  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照

表に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,872,048千円

有価証券勘定 ―千円

計 4,872,048千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

―千円

現金及び現金同等物 4,872,048千円

 

 

 

 

※２  株式の取得により、連結子会社となった会社の

資産・負債の内訳

   ㈱アイ・エックス・アイ及びその子会社 ４社

流動資産 8,565,679千円

連結調整勘定 8,799,891千円

その他の固定資産 1,672,226千円

繰延資産 9,422千円

流動負債 △4,450,051千円

固定負債 △351,957千円

少数株主持分 △2,580,877千円

 小計 11,664,332千円

現金及び現金同等物 △2,599,065千円

取得による支出 9,065,267千円

   ㈱イード及びその子会社 １社

流動資産 1,029,382千円

連結調整勘定 60,177千円

その他の固定資産 90,052千円

繰延資産 195千円

流動負債 △240,023千円

固定負債 △283,498千円

少数株主持分 △192,184千円

 小計 464,100千円

現金及び現金同等物 △658,860千円

取得による収入 194,760千円

   cbook24.com㈱

流動資産 58,758千円

連結調整勘定 3,229千円

その他の固定資産 2,867千円

流動負債 △30,449千円

少数株主持分 △14,244千円

 小計 20,160千円

現金及び現金同等物 △34,458千円

取得による収入 14,298千円

 

 

※２  株式の取得により、連結子会社となった会社の

資産・負債の内訳

   セーバー㈱及びその子会社 １社

流動資産 205,621千円

のれん 1,298,654千円

その他の固定資産 49,679千円

流動負債 △46,213千円

小計 1,507,742千円

現金及び現金同等物 △1,507,742千円

取得支出総額 ―千円

現金及び現金同等物 △122,997千円

取得による収入 122,997千円

   グローバルナレッジネットワーク㈱

流動資産 1,088,440千円

のれん 1,697,240千円

その他の固定資産 220,644千円

繰延資産 70,827千円

流動負債 △1,020,268千円

固定負債 △1,406,881千円

小計 650,003千円

予約権行使 △650,003千円

取得支出総額 ―千円

現金及び現金同等物 △107,583千円

取得による収入 107,583千円

   ㈱日本エンジニアリングシステム

流動資産 497,946千円

のれん 76,033千円

その他の固定資産 56,943千円

流動負債 △251,224千円

固定負債 △53,701千円

少数株主持分 △12,498千円

取得支出総額 313,500千円

現金及び現金同等物 △122,630千円

取得による支出 190,869千円



 
  

  
  
  

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

 

※３  株式の売却により連結子会社でなくなった会社

の資産負債の内訳

   ㈱ブロードバンドタワー及びその子会社 １社

流動資産 △1,271,746千円

固定資産 △2,703,668千円

流動負債 680,853千円

固定負債 38,971千円

少数株主持分 2,780,364千円

関係会社株式 2,353,745千円

 小計 △1,878,520千円

株式売却収入 3,454,744千円

売却による収入 1,576,223千円

   ㈱IRIコミュニケーションズ(現㈱ブロードバンド

セキュリテイ)

流動資産 △508,899千円

固定資産 △450,892千円

流動負債 363,180千円

固定負債 6,370千円

少数株主持分 596,476千円

売却による収入 6,236千円

※３                 ――――

※４  その他、資金の増減を伴わない損益(純額)の主

な内容

関係会社株式売却益 △7,140,167千円

関係会社株式持分変動益 △1,124,698千円

投資有価証券売却益 △57,321千円

固定資産売却益 △2,437千円

投資有価証券評価損 1,261,006千円

関係会社株式売却損 535,098千円

減損損失 290,949千円

固定資産除却損 133,669千円

たな卸資産評価損・廃棄損 35,914千円

固定資産評価損 31,719千円

 

※４  その他、資金の増減を伴わない損益(純額)の主

な内容

関係会社株式売却益 △764,537千円

投資有価証券売却益 △97,662千円

社債発行差金戻入益 △52,028千円

関係会社株式評価損 14,380,332千円

投資有価証券評価損 151,495千円

減損損失 85,446千円

関係会社株式持分変動損 36,908千円

固定資産除却損 27,452千円



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

(借主側) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(借主側) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１  リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額および期末残高相当額

１  リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額および期末残高相当額

 

工具器具 
備品 
(千円)

機械装置 
及び運搬具 
(千円)

合計 
(千円)

取得価額 
相当額

833,286 36,364 869,651

減価償却 
累計額 
相当額

260,988 18,496 279,484

期末残高 
相当額

572,298 17,867 590,166

 
 

工具器具
備品 
(千円)

機械装置
及び運搬
具(千円)

ソフト 
ウェア 
(千円)

合計 
(千円)

取得価額
相当額

775,564 26,647 16,788 818,999

減価償却
累計額 
相当額

344,704 17,052 13,924 375,681

期末残高
相当額

430,859 9,594 2,863 443,318

 

 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 189,724千円

１年超 412,043千円

合計 601,767千円

 

 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 197,979千円

１年超 265,033千円

合計 463,012千円

リース資産減損勘定の残高 860千円

 

 

３  支払リース料、減価償却費相当額及び

  支払利息相当額

支払リース料 359,822千円

減価償却費相当額 333,183千円

支払利息相当額 34,181千円

 
 

３  支払リース料、減価償却費相当額及び

  支払利息相当額

支払リース料 241,502千円

減価償却費相当額 217,178千円

支払利息相当額 30,067千円

減損損失 850千円

 

４ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

  同左

５ 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法は利息法に

よっております。

５ 利息相当額の算定方法 

  同左



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない有価証券 

  

 
  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

区分

前連結会計年度
(平成18年６月30日)

当連結会計年度 
(平成19年６月30日)

取得原価 
(千円)

連結貸借対
照表計上額 
(千円)

差額
(千円)

取得原価
(千円)

連結貸借対 
照表計上額 
(千円)

差額 
(千円)

連結貸借対照表計上額 
が取得原価を超えるもの

① 株式 30,471 97,083 66,612 4,200 4,875 675

計 30,471 97,083 66,612 4,200 4,875 675

連結貸借対照表計上額 
が取得原価を超えないもの

① 株式 500,028 156,586 △343,442 236,796 55,300 △181,496

計 500,028 156,586 △343,442 236,796 55,300 △181,496

合計 530,499 253,669 △276,829 240,996 60,175 △180,821

 
 
その他有価証券

前連結会計年度
(平成18年６月30日) 

連結貸借対照表計上額(千円)

当連結会計年度 
(平成19年６月30日) 

連結貸借対照表計上額(千円)

① 非上場株式 1,720,043 1,717,910

② 債券 200,000 ―

③ 組合契約出資持分 785,892 708,035

合計 2,705,935 2,425,946

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

(千円)

当連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

(千円)

売却額 59,668 266,811

売却益の合計額 57,321 97,662

売却損の合計額 20,154 ―



前へ   次へ 

(デリバティブ取引関係) 

当社及び連結子会社はデリバティブ取引を行っておりませんので、前連結会計年度及び当連結会計

年度において該当事項はありません。 

  



(ストック・オプション関係) 

前連結会計年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

ストックオプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) 旧商法280条ノ19の規定に基づく新株引受権 

  

 
(注) １ 全て、「ストックオプション等に関する会計基準」の適用開始以前に付与されたものであります。 

２ 付与対象者及び付与数は、決議時点での対象者数と付与数であります。 

３ ストックオプションの数は、付与後、当連結会計年度末日までに実施された分割について調整後の株式数で

あります。 

４ 権利行使価格は、付与後、当連結会計年度末日までに実施された分割について調整後の行使価格でありま

す。 

  

ストックオプション 
の内容 (注)２

決議年月日 平成11年10月28日 平成13年４月26日 平成14年３月15日

付与対象者の区分 
及び人数(名)

取締役     6
従業員     32

取締役     2
従業員     43

取締役      5
従業員     59

目的となる 
株式の種類

普通株式 普通株式 普通株式

付与数(株) 1,309 303 538

付与日 平成11年11月５日 平成13年５月15日 平成14年３月29日

権利確定条件 ― ― ―

対象勤務期間 ― ― ―

権利行使期間
平成13年11月１日
～平成18年10月31日

平成15年６月１日
～平成23年４月25日

平成16年５月１日 
～平成21年４月30日

ストックオプション 
の数 (注)３

権利確定前

期首(株) ― ― ―

付与(株) ― ― ―

失効(株) ― ― ―

権利確定(株) ― ― ―

未確定残(株) ― ― ―

権利確定後

期首(株) 884 1,416 2,644

権利確定(株) ― ― ―

権利行使(株) 724 ― 220

失効(株) ― 24 20

未行使残(株) 160 1,392 2,404

単価情報 (注)４

権利行使価格(円) 8,334 254,313 51,895

行使時平均株価(円) 155,857 ― 156,512

付与日における 
公正な評価単価(円)

― ― ―
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(2) 新株予約権 

  

 
(注) １ 全て、「ストックオプション等に関する会計基準」の適用開始以前に付与されたものであります。 

２ 付与対象者数及び付与数は、発行日時点での対象者数と付与数であります。 

３ ストックオプションの数は、付与後、当連結会計年度末日までに実施された分割について調整後の株式数で

あります。 

４ 権利行使価格は、付与後、当連結会計年度末日までに実施された分割について調整後の行使価格でありま

す。 

  

ス ト ッ ク

オ プ シ ョ

ンの内容 

(注)２

決議年月日
平成14年 

９月20日

平成14年 

９月20日

平成15年 

９月18日

平成15年 

９月18日

平成16年 

９月22日

平成17年 

９月22日

平成17年 

９月22日

付与対象者の 

区分及び人数 

(名)

取締役   3

従業員  72

監査役   1

関係会社

の取締役
2

関係会社 

の従業員
10

従業員  12 取締役  10 

従業員  69

取締役  10 

従業員  54 

監査役   4

取締役  10 

従業員  18 

監査役   4

取締役  10 

従業員  16 

監査役   4

従業員   8

目的となる 

株式の種類 

(株)

普通株式 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

付与数(個) 332 62 992 400 920 765 32

付与日
平成14年 

10月２日

平成15年 

２月18日

平成15年 

10月１日

平成16年 

３月４日

平成16年 

11月10日

平成17年 

12月15日

平成18年 

４月25日

権利確定条件 ― ― ― ― ― ― ―

対象勤務期間 ― ― ― ― ― ― ―

権利行使期間

平成16年 

11月１日 

～平成21年 

 10月31日

平成17年 

４月１日 

～平成22年 

 ３月31日

平成16年 

４月１日 

～平成22年 

 ３月31日

平成16年 

10月１日 

～平成23年 

 ４月30日

平成17年 

４月１日 

～平成23年 

 11月30日

平成18年 

４月１日 

～平成24年 

 11月30日

平成18年 

11月１日 

～平成25年 

 ４月30日

ス ト ッ ク

オ プ シ ョ

ンの数 

(注)３

権利確定前

期首(株) ― ― ― ― ― ― ―

付与(株) ― ― ― ― ― 765 32

失効(株) ― ― ― ― ― ― ―

権利確定 

(株)
― ― ― ― ― 765 ―

未確定残 

(株)
― ― ― ― ― ― 32

権利確定後

期首(株) 1,560 240 7,512 2,984 1,800 ― ―

権利確定 

(株)
― ― ― ― ― 765 ―

権利行使 

(株)
80 32 216 32 ― ― ―

失効(株) 8 16 32 64 ― ― ―

未行使残 

(株)
1,472 192 7,264 2,888 1,800 765 ―

単価情報 

(注)４

権利行使 

価格(円)
22,948 26,000 108,750 116,382 117,400 166,000 142,000

行使時 

平均株価(円)
143,691 153,482 137,064 118,909 ― ― ―

付与日におけ

る公正な評価

単価(円)

― ― ― ― ― ― ―
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当連結会計年度(自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日) 

ストックオプションの内容、規模及びその変動状況並びに評価単価等の見積方法 

(1) 提出会社（当社） 

 
(注) １ 全て、「ストックオプション等に関する会計基準」の適用開始以前に付与されたものであります。なお当社

は、平成19年11月１日付をもってオリックス㈱の完全子会社となる予定であり、効力発生日前までに、権利

行使されていないストックオプション全てを放棄、無償取得等の方法により、消滅させる予定であります。

２ 付与対象者数及び付与数は、発行日時点での対象者数と付与数であります。 

３ 新株予約権の割当契約を対象者と締結しており、契約により権利行使が制限される期間が存在する場合には

勤務条件が付されているものとみなしております。 

４ ストックオプションの数は、付与後、当連結会計年度末日までに実施された株式分割について調整後の株式

数を記載しております。 

５ 権利行使価格は、付与後、当連結会計年度末日までに実施された株式分割について調整後の行使価格を記載

しております。 

ストック

オプショ

ンの内容 

(注)２

決議年月日

(株主総会）

平成11年 

10月28日

平成13年 

４月26日

平成14年 

３月15日

平成14年 

９月20日

平成14年 

９月20日

平成15年 

９月18日

平成15年 

９月18日

平成16年 

９月22日

平成17年 

９月22日

平成17年 

９月22日

付与対象者

の区分及び

人数(名)

取締役  6 取締役  2 取締役  5 取締役  3 従業員 12 取締役  10 取締役  10 取締役  10 取締役  10 従業員  8

従業員 32 従業員 43 従業員 59 従業員 72 従業員 69 従業員 54 従業員 18 従業員 16

監査役 1 監査役  4 監査役   4 監査役   4

関係会社 

の取締役 2

関係会社 

の従業員10

目的となる 

株式の種類

(株)

普通株式 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

付与数(個) ― ― ― 332 62 992 400 920 765 32

付与数(株) 1,309 303 538 332 62 992 800 920 765 32

付与日
平成11年 

11月５日

平成13年 

５月15日

平成14年 

３月29日

平成14年 

10月２日

平成15年 

２月18日

平成15年 

10月１日

平成16年 

３月４日

平成16年 

11月10日

平成17年 

12月15日

平成18年 

４月25日

権利確定 

条件
― ― ― ― ― ― ― ― (注)３ (注)３

対象勤務 

期間
― ― ― ― ― ― ― ―

平成17年 

12月15日 

～ 

平成19年 

12月１日 

(注)３

平成18年 

４月25日 

～ 

平成20年 

５月１日 

(注)３

権利行使 

期間

平成13年 

11月１日 

～ 

平成18年 

10月31日

平成15年 

６月１日 

～ 

平成23年 

４月25日

平成16年 

５月１日 

～ 

平成21年 

４月30日

平成16年 

11月１日 

～ 

平成21年 

10月31日

平成17年 

４月１日 

～ 

平成22年

３月31日

平成16年 

４月１日 

～ 

平成22年

10月31日

平成16年 

10月１日 

～ 

平成23年

４月30日

平成17年 

４月１日 

～ 

平成23年 

11月30日

平成18年 

４月１日 

～ 

平成24年 

11月30日

平成18年 

11月１日 

～ 

平成25年

４月30日

ストック

オプショ

ンの数 

(注)４

権利確定前

前連結会計年

度末(株)
― ― ― ― ― ― ― ― 385 32

付与(株) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

失効(株) ― ― ― ― ― ― ― ― 66 8

権利確定(株) ― ― ― ― ― ― ― ― ― 10

当連結会計年

度末残(株)
― ― ― ― ― ― ― ― 319 14

権利確定後

前連結会計年

度末(株)
160 1,392 2,404 1,472 192 7,264 2,888 1,800 380 ―

権利確定(株) ― ― ― ― ― ― ― ― ― 10

権利行使(株) 160 ― 406 576 80 ― 24 14 ― ―

失効(株) ― 72 50 24 ― 272 136 14 ― 5

当連結会計年

度末(株)
― 1,320 1,948 872 112 6,992 2,728 1,772 380 5

単価情報 

(注)５

権利行使価格

(円)
8,334 254,313 51,895 22,948 26,000 108,750 116,382 117,400 166,000 142,000

行使時平均株価

(円)
105,378 ― 72,443 75,389 66,669 ― 78,157 78,157 ― ―

付与日における

公正な評価単価

(円)

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
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(2) 連結子会社 

①(株)IRIユビテック（公開企業） 

 
(注) １ 全て、「ストックオプション等に関する会計基準」の適用開始以前に付与されたものであります。 

２ 付与対象者数及び付与数は、発行日時点での対象者数と付与数であります。 

３ 新株予約権の割当契約を対象者と締結しており、契約により権利行使が制限される期間が存在する場合には

勤務条件が付されているものとみなしております。 

４ ストックオプションの数は、付与後、当連結会計年度末日までに実施された株式併合、株式分割について調

整後の株式数を記載しております。 

５ 権利行使価格は、付与後、当連結会計年度末日までに実施された株式併合、株式分割について調整後の行使

価格を記載しております。 

ストック 

オプション 

の内容 

(注)２

決議年月日 

(株主総会）
平成16年６月14日 平成16年９月16日 平成16年12月１日 平成17年９月16日 平成17年９月16日

付与対象者の 

区分及び人数 

(名)

取締役  5 取締役 10 従業員 97 取締役  5 従業員  8

監査役  2 監査役  3 監査役  1

従業員 97 従業員 14 従業員 18

目的となる 

株式の種類(株)
普通株式 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

付与数(個) 894 398 400 449 151

付与数(株) 44,700 19,900 20,000 449 151

付与日 平成16年７月23日 平成16年11月26日 平成17年２月18日 平成17年11月30日 平成18年４月28日

権利確定条件 (注)３ (注)３ (注)３ (注)３ (注)３

対象勤務期間

平成16年７月23日 

～ 

平成18年６月30日

平成16年11月26日 

～ 

平成18年９月30日

平成17年２月18日 

～ 

平成18年12月１日

平成17年11月30日 

～ 

平成19年９月30日

平成18年４月28日 

～ 

平成19年９月30日

権利行使期間

平成18年７月１日 

～ 

平成26年６月13日

平成17年３月１日 

～ 

平成26年９月15日

平成18年12月１日 

～ 

平成26年11月30日

平成19年10月１日 

～ 

平成27年９月15日

平成19年10月１日 

～ 

平成27年９月15日

ストック 

オプション 

の数 

(注)３ 

(注)４

権利確定前

前連結会計年度末

(株)
1,646 80 782 874 151

付与(株) ― ― ― ― ―

失効(株) ― ― ― 98 57

権利確定(株) 1,646 80 782 ― ―

当連結会計年度末

(株)
― ― ― 776 94

権利確定後

前連結会計年度末

(株)
― 60 ― ― ―

権利確定(株) 1,646 80 782 ― ―

権利行使(株) 524 12 50 ― ―

失効(株) 92 8 128 ― ―

当連結会計年度末

(株)
1,030 120 604 ― ―

単価情報 

(注)５

権利行使価格(円) 56,450 125,000 125,000 706,000 760,000

行使時平均株価

(円)
297,863 269,371 219,046 ― ―

付与日における公

正な評価単価(円)
― ― ― ― ―



②(株)プロデュースオンデマンド（未公開企業） 

 
(注) １ 当連結会計年度（平成19年６月期）において存在したストックオプションについて記載しております。 

２ 付与対象者数及び付与数は、発行日時点での対象者数と付与数であります。 

３ 新株予約権の割当契約を対象者と締結しており、契約により権利行使が制限される期間が存在する場合には

勤務条件が付されているものとみなしております。 

４ ストックオプションの数は、付与後、当連結会計年度末日までに実施された株式分割について調整後の株式

数を記載しております。 

５ 権利行使価格は、付与後、当連結会計年度末日までに実施された株式分割について調整後の行使価格を記載

しております。 

６ ストックオプションは、公正な評価単価に替えて、付与日におけるストックオプションの単位当たりの本源

的価値の見積りに基づいて会計処理を行なっております。なお、本源的価値の見積時における自社株式の評

価には、ディスカウント・キャッシュ・フロー法を用いております。 

ストック 

オプション 

の内容 

 

決議年月日 

(株主総会）

平成13年 

10月31日

平成17年 

６月10日

平成17年 

６月10日

平成18年 

３月27日

平成18年 

３月27日

平成18年 

10月13日

付与対象者の区分及

び人数(名) 

(注)２

取締役 1 取締役 4 取締役 1 取締役  3 従業員 5 従業員 5

従業員 7 従業員 14 従業員 5 監査役  1

従業員 10

目的となる株式の種

類(株)
普通株式 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

付与数(個) ― 703 130 235 16 82

付与数(株) 68 703 130 235 16 82

付与日
平成13年 

10月31日

平成17年 

７月１日

平成17年 

12月12日

平成18年 

４月３日

平成18年 

６月19日

平成18年 

10月16日

権利確定条件 ― (注)３ (注)３ (注)３ (注)３ (注)３

対象勤務期間 ―

平成17年 

７月１日 

～平成19年 

６月30日 

(注)３

平成17年 

12月12日 

～平成19年 

12月11日 

(注)３

平成18年 

４月３日 

～平成20年 

４月２日 

(注)３

平成18年 

６月19日 

～平成20年 

６月18日 

(注)３

平成18年 

10月16日 

～平成20年 

10月15日 

(注)３

権利行使期間

平成15年 

11月１日 

～平成18年 

  10月31日

平成17年 

７月１日 

～平成27年 

  ６月９日

平成17年 

12月12日 

～平成27年 

 ６月９日

平成18年 

４月３日 

～平成28年 

 ３月26日

平成18年 

６月19日 

～平成28年 

 ３月26日

平成18年 

10月16日 

～平成28年 

 10月12日

ストック 

オプション 

の数 

(注)３ 

(注)４

権利確定前

前連結会計年度末

(株)
― 1,082 240 470 32 ―

付与(株) ― ― ― ― ― 82

失効(株) ― 60 ― ― 16 64

権利確定(株) ― ― ― ― ― ―

当連結会計年度末

(株)
― 1,022 240 470 16 18

権利確定後

前連結会計年度末

(株)
112 ― ― ― ― ―

権利確定(株) ― ― ― ― ― ―

権利行使(株) 112 ― ― ― ― ―

失効(株) ― ― ― ― ― ―

当連結会計年度末

(株)
― ― ― ― ― ―

単価情報 

(注)５

権利行使価格(円) 17,858 25,000 25,000 42,750 42,750 58,000

行使時平均株価(円) ― ― ― ― ― ―

付与日における公正

な評価単価(円)
― ― ― ― ― 0

ストックオプションの公正な評価単価の

見積方法
― ― ― ― ― (注)６

当連結会計年度末におけるストックオプ

ションの本源的価値合計額(千円) 
― ― ― ― ― 0

ストックオプションの権利確定数の見積

方法
― ― ― ― ― ―
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③(株)アイ アール アイコマースアンドテクノロジー（未公開企業） 

 
(注) １ 当連結会計年度（平成19年６月期）において存在したストックオプションについて記載しております。 

２ 付与対象者数及び付与数は、発行日時点での対象者数と付与数であります。 

３ 新株予約権の割当契約を対象者と締結しており、契約により権利行使が制限される期間が存在する場合には

勤務条件が付されているものとみなしております。 

４ ストックオプションの数は、付与後、当連結会計年度末日までに実施された株式分割について調整後の株式

数を記載しております。 

５ 権利行使価格は、付与後、当連結会計年度末日までに実施された株式分割について調整後の行使価格を記載

しております。 

６ ストックオプションは、公正な評価単価に替えて、付与日におけるストックオプションの単位当たりの本源

的価値の見積りに基づいて会計処理を行なっております。なお、本源的価値の見積時における自社株式の評

価には、ディスカウント・キャッシュ・フロー法と純資法を併用した方法を用いております。 

ストック 
オプション 
の内容

決議年月日(株主総会） 平成18年３月28日 平成19年３月19日

付与対象者の区分及び人数又は件数
(名又は件) (注)２

関係会社
 の取締役   3

取引先    1

目的となる株式の種類(株) 普通株式 普通株式

付与数(個) 149 400

付与数(株) 149 400

付与日 平成18年４月１日 平成19年４月１日

権利確定条件 (注)３ ―

対象勤務期間
平成18年４月１日
～平成20年３月31日 

(注)３
―

権利行使期間
平成20年４月１日
～平成28年３月25日

日本国内の証券取引所に
おける上場日から５年間

ストック 
オプションの数 
(注)３ 
(注)４

権利確定前

前連結会計年度末(株) 596 ―

付与(株) ― 400

失効(株) ― ―

権利確定(株) ― ―

当連結会計年度末(株) 596 400

権利確定後

前連結会計年度末(株) ― ―

権利確定(株) ― ―

権利行使(株) ― ―

失効(株) ― ―

当連結会計年度末(株) ― ―

単価情報(注)５

権利行使価格(円) 37,500 50,000

行使時平均株価(円) ― ―

付与日における公正な評価単価(円) ― 0

ストックオプションの公正な評価単価の見積方法 ― (注)６

当連結会計年度末におけるストックオプションの本源的価値合
計額(千円)

― 0

ストックオプションの権利確定数の見積方法 ― ―



(退職給付関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

１ 採用している退職給付制度の概要

   退職金規定に基づく社内積み立ての退職一時金制

度を採用し、主に期末自己都合要支給額を退職給付

債務とする方法によっております。

   なお、退職一時金制度を廃止した会社について

は、廃止時点における要支給額を将来の退職事由に

応じて支払うものとしております。

１ 採用している退職給付制度の概要

   同左

２ 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 154,198千円

退職給付引当金 154,198千円

２ 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 296,647千円

退職給付引当金 296,647千円

３ 退職給付費用に関する事項

勤務費用 14,674千円

退職給付費用 14,674千円

３ 退職給付費用に関する事項

勤務費用 33,601千円

退職給付費用 33,601千円



前へ 

(税効果会計関係) 

  

 
  

  

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

 

１  繰延税金資産、繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

 未払費用 128,410千円

 減価償却超過額 82,600千円

 資産の評価損否認額 937,777千円

 引当金繰入超過額 147,661千円

 繰越欠損金 1,212,344千円

 その他 4,988千円

 小計 2,513,782千円

 控除－評価引当額 △2,172,984千円

 差引 340,797千円

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額 △25,251千円

 その他 △10,347千円

 合計 △35,598千円
 

 

１  繰延税金資産、繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

未払費用 38,509千円

減価償却超過額 259,296千円

資産の評価損否認額 1,365,993千円

引当金繰入超過額 217,801千円

繰越欠損金 7,775,214千円

その他 24,973千円

小計 9,681,788千円

控除－評価引当額 △9,503,204千円

差引 178,584千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額 △14,283千円

合計 △14,283千円

２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

 繰延税金資産評価引当額 3.8％

 税率の差異 1.7％

 連結調整勘定の償却費 5.5％

 関係会社株式持分変動益 △7.7％

 関係会社売却損益の修正消去(純額) △8.3％

 その他 △0.4％

税効果会計適用後の法人税等の 
負担率

35.3％  

２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 △40.7％

繰延税金資産評価引当額 41.5％

税率の差異 2.2％

連結調整勘定の償却費 4.4％

関係会社株式評価損の修正消去 △3.6％

その他 △1.0％

税効果会計適用後の法人税等の 
負担率

2.8％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

  

 
(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な内容 

  (1) IPネットワーク事業    ：インターネットに関わるネットワークの設計／構築／運用のコンサルテ

ィングおよびその請負 

  (2) IPプラットフォーム事業  ：ネットワークに関連する端末系プラットフォーム・通信システムの開発

  (3) IPエンタープライジング事業：エンタープライズ顧客に対するIPネットワークソリューションとIPネッ

トワークサービスの提供 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は763,777千円であり、そのうち主

なものは、親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は7,379,100千円であり、その主なものは、親会

社での余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等でありま

す。 

  

IPネットワ
ーク事業 
(千円)

IPプラット 
フォーム 
事業(千円)

IPエンタープ
ライジング 
事業(千円)

その他事業
(千円)

計
(千円)

消去 
又は全社 
(千円)

連結 
(千円)

Ⅰ 売上高
及び営業損益

売上高

(1) 外部売上高に
対する売上高

10,389,109 7,147,475 50,590,732 239,181 68,366,499 ― 68,366,499

(2) セグメント間
の内部売上高
又は振替高

253,785 28,628 ― ― 282,414 (282,414) ―

計 10,642,894 7,176,104 50,590,732 239,181 68,648,913 (282,414) 68,366,499

営業費用 10,490,809 6,839,825 46,668,891 402,205 64,401,731 477,417 64,879,149

営業利益又は 
営業損失

152,084 336,279 3,921,841 △163,023 4,247,181 (759,832) 3,487,349

Ⅱ 資産、 
  減価償却費、 
  減損損失 
  及び資本的支出

資産 2,536,157 5,776,329 37,677,939 2,385,493 48,375,919 8,677,024 57,052,943

減価償却費 743,742 264,401 735,933 16,073 1,760,151 6,138 1,766,289

減損損失 285,766 3,035 ― ― 288,801 2,148 290,949

資本的支出 725,938 74,774 11,971,976 1,459 12,774,149 2,582 12,776,731



当連結会計年度(自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日) 

  

 
(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な内容 

  (1) IPネットワーク事業    ：IPに準拠したネットワークの設計・構築・運用に関する事業 

  (2) IPプラットフォーム事業  ：IPに関連したネットワーク機器及びシステムの設計・製造に関する事業

  (3) IPエンタープライジング事業：IPに関連した企業顧客向けのIT教育・業務システムコンサルティングに

関する事業 

  (4) IPシナジーファイナンス事業：IPに関連した企業を対象とし、技術経営コンサルティングを対象企業の

企業価値向上のための付加価値として行う投資事業 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は405,166千円であり、そのうち主

なものは、親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は6,990,874千円であり、その主なものは、親会

社での余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等でありま

す。 

  

IPネットワ 
ーク事業 
(千円)

IPプラット 
フォーム 
事業(千円)

IPエンタープ
ライジング 
事業(千円)

IPシナジーフ
ァイナンス事
業(千円)

その他事業
(千円)

計
(千円)

消去 
又は全社 
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ売上高及び
 営業損益

売上高

(1)外部売上高に 

   対する売上高 5,225,682 7,017,996 2,869,993 200,000 40,437 15,354,109 ― 15,354,109

(2)セグメント間

   の内部売上高

   又は振替高 19,163 38,740 ― ― ― 57,903 (57,903) ―

計 5,244,846 7,056,736 2,869,993 200,000 40,437 15,412,012 (57,903) 15,354,109

営業費用 5,724,610 6,878,160 2,849,169 861,246 77,350 16,390,537 339,820 16,730,358

  営業利益又は 
  営業損失

△479,764 178,576 20,823 △661,246 △36,913 △978,524 (397,724)△1,376,249

Ⅱ資産、
 減価償却費、 
 減損損失及び 
 資本的支出

資産 2,992,200 4,762,098 2,381,825 1,543,523 67,042 11,746,690 6,990,596 18,737,286

減価償却費 1,458,002 278,096 194,552 ― 2,135 1,932,786 4,678 1,937,465

減損損失 85,446 ― ― ― ― 85,446 ― 85,446

資本的支出 1,562,258 82,577 1,748,310 ― 2,239 3,395,385 18,409 3,413,795



(事業区分の方法の変更) 

  
 従来、「その他の事業」に含めていた「IPシナジーファイナンス事業」は、その重要性が増したた

め、当連結会計年度より事業セグメントとして独立表示いたしました。 

 なお、前連結会計年度に「IPシナジーファイナンス事業」を独立表示した場合は、以下のとおりで

あります。 
  

前連結会計年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

  

 
  

  

IPネットワ 
ーク事業 
(千円)

IPプラット 
フォーム 

事業(千円)

IPエンタープ
ライジング 
事業(千円)

IPシナジーフ
ァイナンス事

業(千円)

その他事業
(千円)

計
(千円)

消去 
又は全社 
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ売上高及び
 営業損益

売上高

(1)外部売上高に 

   対する売上高 10,389,109 7,147,475 50,590,732 200,000 39,181 68,366,499 ― 68,366,499

(2)セグメント間

   の内部売上高

   又は振替高 253,785 28,628 ― ― ― 282,414 (282,414) ―

計 10,642,894 7,176,104 50,590,732 200,000 39,181 68,648,913 (282,414) 68,366,499

営業費用 10,490,809 6,839,825 46,668,891 358,485 43,719 64,401,731 477,417 64,879,149

  営業利益又は 
  営業損失

152,084 336,279 3,921,841 △158,485 △4,537 4,247,181 (759,832) 3,487,349

Ⅱ資産、
 減価償却費、
 減損損失及び
 資本的支出

資産 2,536,157 5,776,329 37,677,939 2,280,278 105,215 48,375,919 8,677,024 57,052,943

減価償却費 743,742 264,401 735,933 15,835 238 1,760,151 6,138 1,766,289

減損損失 285,766 3,035 ― ― ― 288,801 2,148 290,949

資本的支出 725,938 74,774 11,971,976 ― 1,459 12,774,149 2,582 12,776,731



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

全セグメントの売上高および全セグメントの資産の合計額に占める「本邦」の割合が、いずれ

も90％を超えているため、所在地別セグメント情報を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日) 

全セグメントの売上高および全セグメントの資産の合計額に占める「本邦」の割合が、いずれ

も90％を超えているため、所在地別セグメント情報を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

役員及び個人株主等 

  

 
(注) グローバルナレッジネットワーク㈱の代表取締役就任日は平成18年４月25日であり、取引金額は、代表取締役

就任後の日数に基づき計算しております。 

なお、投資有価証券の取得並びに利率、償還、その他の条件は代表取締役就任前に一般の取引条件に基づき決

定されたものであります。 

  

当連結会計年度(自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日) 

開示すべき事項はありません。 

  

属性 会社等の名称 事業の内容又は職業 取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員 金木良道
グローバルナレッジネット
ワーク㈱代表取締役

利息の受取 2,836 投資有価証券 200,000

その他流動資産 5,769



(企業結合等関係) 

当連結会計年度(自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日) 

  当連結会計年度においてパーチェス法を適用した企業結合は以下のとおりであります。 

  

 
  

 
被取得企業の名称 セーバー（株）      

（旧セーバーホールディングス（株））
グローバルナレッジネットワーク（株）

事業内容
モバイルプロダクト＆ソリューション事
業、動画修復事業

企業向IT教育事業

企業結合を行なった     
主な理由

携帯電話向コンテンツ流通に関する技
術・ノウハウをグループ内に取り込むこ
とであります。

IT／ネットワーク市場が拡大し、労働市
場流動化と教育の外注化を背景に、成長
と拡大が見込まれるIT教育サービス事業
へ事業展開を行なうことであります。

企業結合日 平成18年７月１日 平成18年７月３日

企業結合の法的形式 株式交換による完全子会社化
株式取得（新株予約権の権利行使）によ
る子会社化

取得した議決権比率 100.0％ 73.1％

連結財務諸表に含まれる 
被取得企業の業績の期間

平成18年７月１日
～平成19年６月３０日

平成18年７月１日
～平成19年６月３０日

被取得企業の取得原価及び 
その内訳

1,507,742千円 650,003千円

内訳 内訳

 株式取得費用 1,507,742千円 株式取得費用 650,003千円

株式の種類別交換比率
 普通株式 １：2.6   ――――

セーバーホールディングス１株に対し、
当社株式2.6株割当

交換比率の算定方法

株式市価法およびディスカウント・キャ
ッシュフロー法による評価を総合的に勘
案して、当社およびセーバーホールディ
ングスの株式交換比率の適正な範囲を算
定いたしました。

  ――――

交付株式数及び評価額
 

10,327株   ――――

146,000円／１株

のれんの金額 1,298,654千円 1,697,240千円

発生原因
今後の事業展開に寄って期待される将来
の収益に関連して発生したものでありま
す。

同左

償却方法 定額法 同左

償却期間 ３年 10年

企業結合日の資産負債 
及びその内訳

資産 255,301千円資産 1,379,912千円

 流動資産 205,621千円 流動資産 1,088,440千円

 固定資産 49,679千円 固定資産 220,644千円

繰延資産 70,827千円

負債 46,213千円負債 2,427,149千円

 流動負債 46,213千円 流動負債 1,020,268千円

固定負債 1,406,881千円



(１株当たり情報) 

  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

１株当たり純資産額 53,424.00円 19,750.19円

１株当たり当期純利益又は 
１株当たり当期純損失(△)

6,893.95円 △33,492.56円

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益  
6,644.92円

 潜在株式調整後１株当たり当期

純利益は、１株当たり当期純損失

が計上されているため記載してお

りません。

 当社は、平成17年４月20日開催の

取締役会決議に基づき、平成17年６

月30日を基準日として、平成17年８

月19日付で１株を２株にする株式分

割を行ないましたが、この株式分割

が前期首に行なわれたと仮定した場

合における１株当たり情報の各数値

はそれぞれ以下のとおりでありま

す。

前連結会計年度

 １株当たり純資産額 29,661.07円

 １株当たり 
 当期純利益

1,483.55円

 潜在株式調整後
 １株当たり 
 当期純利益

1,437.97円

算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 

 

 

連結貸借対照表の
純資産の部の合計額

32,978,952千円

普通株主に関連
しない金額

7,578,719千円

(うち、少数株主持分 7,578,719千円)

普通株式に係る
純資産額

25,400,232千円

期末普通株式の数 475,446.12株

 

 

連結貸借対照表の
純資産の部の合計額

11,210,147千円

普通株主に関連
しない金額

1,591,209千円

(うち、少数株主持分1,591,209千円)

普通株式に係る
純資産額

9,618,938千円

期末普通株式の数 487,030.12株

２ １株当たり当期純利益又は１株

当たり当期純損失及び潜在株式

調整後１株当たり当期純利益金

額

連結損益計算書上の
当期純利益

3,092,302千円

普通株主に帰属
しない金額

―千円

普通株式に係る
当期純利益

3,092,302千円

普通株式の 
期中平均株式数

448,553.10株

当期純利益調整額 35,805千円

普通株式増加数 11,422株

(うち、新株引受権   2,052株)

(うち、新株予約権   9,370株)

連結損益計算書上の 
当期純損失

16,264,338千円

普通株主に帰属
しない金額

―千円

普通株式に係る
当期純損失

16,264,338千円

普通株式の
期中平均株式数

485,610.47株

 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり当期純利益の算

定に含めない潜在株式の概要

 新株引受権１種類(新株予約権の

目的となる株式の数1,392株) 

 新株予約権１種類(新株予約権の

目的となる株式の数765株)

  ―――



(重要な後発事象) 

  
前連結会計年度

(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

１ 簡易株式交換による会社等の買収について

   平成18年７月１日、当社は、平成18年４月20日開

催の取締役会決議に基づき締結した株式交換契約に

よりセーバーホールディングス㈱の株主に対し

10,327株の新株を発行し、同社株式の100％を取得

いたしました。

   セーバーホールディングス㈱およびその子会社２

社の概要は以下のとおりです。

商 号
セーバー 

ホールディングス㈱
セーバー㈱

セーバー 
テクノロジーズ㈱

所在地 東京都千代田区 東京都渋谷区 愛知県松山市

株主構成 諸戸清光(41.5％)
セーバーホールディ
ングス㈱(100.0％)

セーバーホールディ
ングス㈱(100.0％)

諸戸精孝(20.9％)

三井物産㈱(14.9％)

その他(22.7％)

(平成18年６月30日現
在)

業績等 
(千円)

平成18年６月期(見込) 平成18年３月期 平成18年６月期(見込)

売上高 88,900 355,401 52,686

経常損益 23,232 △14,737 12,934

当期純損益 18,500 △12,150 10,767

総資産 234,881 203,527 11,855

純資産 206,148 155,451 10,767

 

 

１ 関係会社の異動について

   当社は、平成19年７月９日、当社グループ事業の

本業であるIT事業に経営資源を集中させるため、当

社が保有している連結子会社ファイバーテック㈱の

全株式を譲渡する契約を締結し、同社は株式譲渡日

である平成19年７月10日もって当社の子会社ではな

くなりました。なお、譲渡契約等の概要は、以下の

とおりです。

 ・異動する子会社の概要

商  号 ファイバーテック㈱

所 在 地 東京都千代田区神田錦町３-21

代 表 者 三池信也

設  立 平成10年10月15日

事業内容
極細径内視鏡を中心とする医
療機器の開発・製造・販売

 ・譲渡契約の概要

譲渡先及び ㈱フジクラ    39,683株

譲渡株数 三池信也 1,000株

譲渡価額 834,753千円

譲 渡 益 475,527千円

 

    セーバーホールディングス㈱は傘下に100％子

会社であるセーバー㈱およびセーバーテクノロジ

ーズ㈱を有する純粋持株会社であります。セーバ

ーホールディングスグループは、携帯電話向けの

コンテンツ(動画、音声、静止画、記述言語)の変

換、端末ごとの最適化および配信管理に特化した

システムの開発・販売を行っており、携帯電話向

けコンテンツ流通に関する技術・ノウハウをグル

ープ内に取り込み、モバイルインターネット分野

におけるIPテクノロジーやサービスの革新を積極

的に進める予定であります。

２ 関係会社の異動について

   当社は、平成18年１月20日に取得したグローバル

ナレッジネットワーク㈱の新株予約権付社債および

新株予約権について、平成18年７月３日、新株予約

権付社債に付された新株予約権の全部(200百万円)

および新株予約権の一部(450百万円)を行使したこ

とに伴い13,546株(73.1％)を取得し、同社は当社の

子会社となりました。

所在地 東京都渋谷区

業績等(千円) 売上高 1,515,063

平成18年６月期 

(見込)

経常損益 △107,748

当期純損益 △108,292

総資産 1,782,878

純資産 △1,092,563

   なお当社グループは、事業シナジーが見込まれる

企業へのインキュベーションを積極的に実施してお

り、ITプロフェッショナル育成を通して企業の競争

力となる人材開発を支援し、顧客企業から高い評価

を受ける同社と、顧客基盤を相互に活用すること

で、事業の拡大を進める予定であります。

２ 訴訟の提起について

   当社は、平成19年9月20日、㈱シーエーシー他を

相手方として損害賠償請求訴訟を東京地方裁判所へ

提起いたしました。概要は以下のとおりです。

 ・訴訟を提起した相手方 

 ㈱シーエーシー 

 新日本監査法人 

 元㈱アイ・エックス・アイ代表取締役 

 同取締役（㈱シーエーシーからの派遣） 

 同監査役（同上）

 ・訴訟の内容 

・証券取引法第21条、第22条、第24条の４に基づ 

 く損害賠償請求 

・民法第95条（錯誤）による無効 

・民法709条（不法行為）による損害賠償請求

 ・損害賠償請求額    合計金14,380,332,960円

 ・訴訟提起に至った経緯および理由 

 当社は平成17年８月に実施した公開買付および平

成18年３月の第三者割当増資の引受などにより、合

計143億８千万円を出捐して㈱アイ・エックス・ア

イ（以下IXI）株式を取得いたしましたが、同社は

平成19年１月に大阪地方裁判所において民事再生手

続開始決定を受け破綻いたしました。 

 この破綻は、IXIが㈱シーエーシーの子会社であ

った当時から、不正な循環取引を大規模かつ恒常的

に行ない続け、IXIの有価証券報告書に記載された

売上高の大半が係る不正な循環取引に基づいて架空

に計上されたものであった事に原因があり、当社が

取得した時点において既に、正常な取引通念に照ら

して実質的に無価値の状態であったことから、当社

が被った損害の賠償等を求める訴えを提起いたしま

した。



前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

――――

 

３ 株式交換契約の承認について

   平成19年９月26日、当社第11期定時株主総会にお

いて、当社およびオリックス㈱が平成19年６月21日

に締結した株式交換契約が承認されました。 

 これにより、平成19年11月１日をもって株式交換

により当社はオリックス㈱の完全子会社となる予定

であります。なお、株式交換契約および完全親会社

となるオリックス㈱の概要は以下のとおりです。

 ・株式交換契約の概要

株式交換契約の締結 平成19年６月21日

株式交換契約承認
株主総会

平成19年９月26日

株式交換予定日
（効力発生日）

平成19年11月１日

株券交付日
平成19年12月下旬（予

定）

株式交換比率 １：0.667

当社普通株式１株に対
し、オリックス普通株
式0.667株が、割当交
付されます。

 ・オリックス㈱の概要

事業内容 多角的金融サービス業

設立年月日 昭和39年４月17日

本店所在地 東京都港区

代表者役職・氏名
取締役兼代表執行役社長

藤木保彦



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
(注) １ 円貨建転換社債型新株予約権付社債は、当連結会計年度中に全額償還いたしました。 

   ２ 新株予約権付社債に関する事項は以下のとおりであります。 

  

 
  

３ 社債の連結決算日後５年内における償還予定額は以下のとおりです。 

  

 
  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 平均利率については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

です。 

 
３ 期限の利益を喪失した、債務超過の子会社に係る長期借入金について、短期借入金に含めております。 

  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

利率
(％)

担保 償還期限

当社
円貨建転換社債
型新株予約権付
社債(注)１

平成16年12月１日 4,500,000 ― ― なし 平成19年11月30日

グローバルナ
レッジネット
ワーク(株)

第１回無担保転
換社債型新株予
約 権 付 社 債 
(注)２

平成16年３月５日 ― 69,982 6.5 なし 平成21年８月31日

合計 4,500,000 69,982 ― ― ―

発行すべき株式 普通株式

新株予約権の発行価額 無償

行使価額 406,875円

社債発行価額の総額 69,982千円

新株予約権の行使により発行した株式の発行価額の総額 ―千円

新株予約権の付与割合 100％

新株予約権の行使期間
平成16年３月５日から 
平成21年８月30日

１年以内 
(千円)

１年超２年以内 
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内 
(千円)

― ― 69,982 ― ―

区分
前期末残高 
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,000,000 4,603,438 2.64
平成19年12月20日 
～平成24年２月29日

(注)３   

１年以内に返済予定の長期借入金 282,451 18,044 2.40
平成20年６月30日 
～平成20年７月22日

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

2,033,933 8,980 2.05
平成20年７月22日 
～平成21年9月28日

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 3,316,384 4,630,462 ― ―

１年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

長期借入金(千円) 1,420 7,560 ― ―



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成18年６月30日)

当事業年度 
(平成19年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,397,403 1,705,462

 ２ 売掛金 14,495 120,630

 ３ 仕掛品 ― 94,407

 ４ 前払費用 36,633 21,842

 ５ その他 68,451 42,721

   貸倒引当金 △21 △ 21

  流動資産合計 2,516,963 9.2 1,985,042 16.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 60,870 64,195

    減価償却累計額 △34,184 26,686 △ 38,755 25,439

  (2) 工具器具及び備品 40,583 71,142

    減価償却累計額 △28,226 12,356 △ 34,496 36,646

  有形固定資産合計 39,042 0.1 62,086 0.5

 ２ 無形固定資産

  (1) 商標権 61 ―

  (2) ソフトウェア 4,496 11,147

  (3) その他 362 362

  無形固定資産合計 4,920 0.0 11,509 0.1

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 2,816,100 2,336,104

  (2) 関係会社株式 ※１ 21,008,795 7,372,461

  (3) 長期貸付金 3,100 ―

  (4) 長期前払費用 266 652

  (5) 差入保証金 1,111,252 127,638

  (6) 貸倒懸念債権 ※２ ― 119,500

  (7) その他 5,317 5,945

    貸倒引当金 ※２ ― △ 119,500

  投資その他の資産合計 24,944,832 90.7 9,842,802 82.7

  固定資産合計 24,988,795 90.8 9,916,399 83.3

Ⅲ 繰延資産

 １ 社債発行費 6,739 ―

  繰延資産合計 6,739 0.0 ― ―

  資産合計 27,512,497 100.0 11,901,441 100.0



 
  

前事業年度
(平成18年６月30日)

当事業年度 
(平成19年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 19,501 104,885

 ２ 短期借入金 ※１ ― 3,525,890

 ３ 未払金 191,307 47,932

 ４ 未払費用 4,618 6,654

 ５ 未払法人税等 3,919 6,367

 ６ その他 50,055 9,552

  流動負債合計 269,403 1.0 3,701,282 31.1

Ⅱ 固定負債

 １ 新株予約権付社債 4,500,000 ―

 ２ 繰延税金負債 25,081 14,283

  固定負債合計 4,525,081 16.4 14,283 0.1

  負債合計 4,794,484 17.4 3,715,566 31.2

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 9,444,404 34.3 9,465,473 79.6

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 8,002,154 9,530,964

  (2) その他資本剰余金 3,884,106 3,884,106

    資本剰余金合計 11,886,260 43.2 13,415,071 112.7

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 1,358,402 △14,686,351

    利益剰余金合計 1,358,402 4.9 △14,686,351 △123.4

 ４ 自己株式 △7,623 △0.0 △8,007 △0.1

   株主資本合計 22,681,444 82.4 8,186,185 68.8

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

36,568 △310

   評価・換算差額等合計 36,568 0.2 △310 0.0

   純資産合計 22,718,013 82.6 8,185,875 68.8

負債純資産合計 27,512,497 100.0 11,901,441 100.0



② 【損益計算書】 
  

 
  

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高
 １ 役務収益 112,878 112,878 100.0 700,164 700,164 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 役務原価 79,534 79,534 70.5 596,620 596,620 85.2

売上総利益 33,344 29.5 103,543 14.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費
※１
※２

971,939 861.0 800,497 114.3

営業損失 938,594 △831.5 696,953 △99.5

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 4,099 2,306

 ２ 有価証券利息 5,769 ―

 ３ 受取配当金 ※３ 84,093 73,490

 ４ 受取業務手数料 ※３ 30,788 26,819

 ５ 雑収入 3,003 127,754 113.2 6,933 109,550 15.6

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 ― 28,305

 ２ 株式交付費 ― 865

 ３ 新株発行費 55,315 ―

 ４ 社債発行費償却 15,897 6,739

 ５ 組合損失 37,156 35,811

 ６ 支払手数料 209,559 26,955

 ７ 貸倒引当金繰入 ― 119,500

 ８ 雑損失 475 318,403 282.1 1,024 219,201 31.3

経常損失 1,129,244 △1,000.4 806,605 △115.2

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 2,000 97,662

 ２ 関係会社株式売却益 56,121 818,575

 ３ 貸倒引当金戻入益 7,495,479 ―

 ４ 債権売却益 104,190 ―

 ５ その他特別利益 ― 7,657,790 6,784.1 6,627 922,864 131.8

Ⅶ 特別損失

 １ 投資有価証券評価損 458,832 151,495

 ２ 関係会社株式評価損 2,076,145 15,761,322

 ３ 株式売却手数料 22,091 ―

 ４ 債権放棄損 2,130,000 ―

 ５ 債務保証履行損失 511,426 ―

 ６ その他特別損失 4,047 5,202,543 4,609.0 9,262 15,922,080 2,274.0

  税引前当期純利益又は 
  税引前当期純損失(△)

1,326,002 1,174.7 △15,805,820 △2,257.4

  法人税、住民税及び事業
税

1,210 △1.0 1,210 △0.2

  当期純利益又は 
  当期純損失(△)

1,324,792 1,173.7 △15,807,030 △2,257.6



ａ 役務原価明細書 

  

 
  

 
  

  

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

Ⅰ 労務費 ― ― 55,845 8.1

Ⅱ 業務委託費 71,019 89.3 584,527 84.6

Ⅲ 経費 ※２ 8,514 10.7 50,655 7.3

当期製造費用 79,534 100.0 691,027 100.0

期首仕掛金額 ― ―

合計 79,534 691,027

期末仕掛金額 ― 94,407

役務原価合計 79,534 596,620

(注)１  ――― (注)１ 原価計算の方法は、プロジェクト別個別原価

計算によっております。

 

 ※２ 主な前事業年度の内訳は、次のとおりであり

ます。

項目
当事業年度 
(千円)

リース料 1,000

旅費交通費 6,272

その他 1,242

 

 ※２ 主な当事業年度の内訳は、次のとおりでありま

す。

項目
当事業年度 
(千円)

賃借料 16,081

旅費交通費 10,585

通信費 6,267

消耗品費 5,570

その他 12,149



③ 【株主資本等変動計算書】 

前事業年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成17年６月30日残高(千円) 3,920,000 2,479,225 3,980,103 6,459,329

事業年度中の変動額

 新株の発行 5,523,744 5,523,588 ― 5,523,588

 資本準備金組入 659 △659 ― △659

 剰余金の配当 ― ― △95,997 △95,997

事業年度中の変動額合計(千円) 5,524,404 5,522,928 △95,997 5,426,931

平成18年６月30日残高(千円) 9,444,404 8,002,154 3,884,106 11,886,260

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成17年６月30日残高(千円) 33,610 33,610 △5,406 10,407,532

事業年度中の変動額

 新株の発行 ― ― ― 11,047,332

 資本準備金組入 ― ― ― ―

 剰余金の配当 ― ― ― △95,997

 当期純利益 1,324,792 1,324,792 ― 1,324,792

 自己株式の取得 ― ― △2,216 △2,216

事業年度中の変動額合計(千円) 1,324,792 1,324,792 △2,216 12,273,911

平成18年６月30日残高(千円) 1,358,402 1,358,402 △7,623 22,681,444

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成17年６月30日残高(千円) 53,928 53,928 10,461,461

事業年度中の変動額

 新株の発行 ― ― 11,047,332

 資本準備金組入 ― ― ―

 剰余金の配当 ― ― △95,997

 当期純利益 ― ― 1,324,792

 自己株式の取得 ― ― △2,216

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△17,359 △17,359 △17,359

事業年度中の変動額合計(千円) △17,359 △17,359 12,256,551

平成18年６月30日残高(千円) 36,568 36,568 22,718,013



当事業年度(自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年６月30日残高(千円) 9,444,404 8,002,154 3,884,106 11,886,260

事業年度中の変動額

 新株の発行 21,069 1,528,810 ― 1,528,810

 剰余金の配当 ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) 21,069 1,528,810 ― 1,528,810

平成19年６月30日残高(千円) 9,465,473 9,530,964 3,884,106 13,415,071

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年６月30日残高(千円) 1,358,402 1,358,402 △7,623 22,681,444

事業年度中の変動額

 新株の発行 ― ― ― 1,549,879

 剰余金の配当 △237,723 △237,723 ― △237,723

 当期純損失 △15,807,030 △15,807,030 ― △15,807,030

 自己株式の取得 ― ― △384 △384

事業年度中の変動額合計(千円) △16,044,754 △16,044,754 △384 △14,495,258

平成19年６月30日残高(千円) △14,686,351 △14,686,351 △8,007 8,186,185

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年６月30日残高(千円) 36,568 36,568 22,718,013

事業年度中の変動額

 新株の発行 ― ― 1,549,879

 剰余金の配当 ― ― △237,723

 当期純損失 ― ― △15,807,030

 自己株式の取得 ― ― △384

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△36,879 △36,879 △36,879

事業年度中の変動額合計(千円) △36,879 △36,879 △14,532,138

平成19年６月30日残高(千円) △310 △310 8,185,875



重要な会計方針 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

１ 有価証券の評価基準およ
び評価方法

(1) 子会社および関連会社株式
   ……移動平均法による原価法
(2) その他有価証券
   時価のあるもの：

  決算末日の市場価格等に基づ
く時価法(評価差額は、全部純
資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定し
ている。)

(1) 子会社株式および関連会社株式
   ……同左
(2) その他有価証券
   時価のあるもの：

同左

   時価のないもの：移動平均法に
よる原価法

    なお、投資事業組合への出資
金は、組合財産の持分相当額を
出資金として計上し、組合契約
に規定される決算報告に基づく
純損益の持分相当額を当期の損
益として計上する方法(純額方
式)によっております。

   時価のないもの：同左

  同左

２ 固定資産の減価償却の方
法

(1) 有形固定資産：定率法
   なお、建物については８～15

年、工具器具備品については３～
10年で償却しております。

(1) 有形固定資産：
  同左

(2) 無形固定資産：定額法
 自社利用のソフトウェアについ
ては利用可能期間(５年)に基づく
定額法によっております。

(2) 無形固定資産：定額法
  同左

３ 繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費
  支出時に全額費用として処理し
ております。

(1) 株式交付費
  支出時に全額費用として処理し
ております。

(2) 社債発行費
  ３年間で均等償却しておりま
す。

(2) 社債発行費 
  同左

４ 引当金の処理方法 貸倒引当金
 一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権については個別に回
収可能性を勘案し、回収不能見込額を
計上しております。

同左

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナン
スリース取引については、通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会計処理に
よっております。

   ――――

６ その他財務諸表作成のた
めの基本となる重要な事
項

消費税等の会計処理 
 消費税等の会計処理は、税抜方式に
よっております。

消費税等の会計処理 
  同左

 なお、資産に係る控除対象外消費税
等は、発生事業年度の費用として処理
しております。



(会計方針の変更) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

(1) 固定資産の減損に係る会計基準

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９

日))および「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」(企業会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号)を適用しておりま

す。

 これにより税引前当期純利益が2,148千円減少し

ております。

 なお、減損損失累計額については、該当各資産の

金額から直接控除しております。

(1)                  ――――

(2) 役員賞与に関する会計基準

 当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会

計基準第４号)を適用しております。この結果、従

来の方法に比べて営業損失、経常損失が72,500千円

増加、税引前当期純利益が72,500千円減少しており

ます。

(2)                  ――――

(3) 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号)および「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日

企業会計基準適用指針第８号)を適用しておりま

す。これにより損益に与える影響はなく、また、従

来の資本の部に相当する金額は純資産の部と同額で

あります。

 なお、貸借対照表の表示について、当事業年度

は、財務諸表等規則の改正により、改正後の財務諸

表等規則を適用しております。

(3)                  ――――

(4) 自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準

 当事業年度から、改正後の「自己株式及び準備金

の額の減少等に関する会計基準」(企業会計基準委

員会 最終改正平成17年12月27日 企業会計基準第

１号)及び「自己株式及び準備金の額の減少等に関

する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会

最終改正平成17年12月27日 企業会計基準適用指針

第２号)を適用しております。これによる損益に与

える影響はありません。

 なお、貸借対照表の表示について、当事業年度

は、財務諸表等規則の改正により、改正後の財務諸

表等規則を適用しております。

(4)                  ――――

(5) ストックオプション等に関する会計基準等

  当事業年度から「ストックオプション等に関する

会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月27

日 企業会計基準第８号)及び「ストックオプショ

ン等に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会 平成17年12月27日 企業会計基準適用指針

第11号)を適用しております。

 これによる損益に与える影響はありません。

(5)                  ――――



 
  

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

(6)                  ―――― (6) 企業結合に係る会計基準

 当事業年度から「企業結合に係る会計基準（企業

会計審議会 平成15年10月31日）」及び「事業分離

等に関する会計基準（企業会計基準第７号 平成17

年12月27日）」並びに「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針（企業会計基準適

用指針第10号 最終改正平成18年12月22日）」を適

用しております。

 これによる損益に与える影響はありません。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成18年６月30日)

当事業年度
(平成19年６月30日)

※１        ―――――

 
 

 

※１ 担保提供資産  

 関係会社株式 1,639,243千円

   対応債務

 短期借入金 3,525,890千円

※２  各科目に含まれている関係会社に対するものは

次のとおりであります。  

貸倒懸念債権 119,500千円

貸倒引当金 △119,500千円



(損益計算書関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

※１  販売費に属する費用のおおよその割合は27.5％

であり、一般管理費に属する費用のおおよその割

合は72.5％であります。

   主要な費用および金額は次のとおりであります。

役員報酬 (千円) 194,150

給与手当 (千円) 186,388

支払手数料 (千円) 185,359

減価償却費 (千円) 10,558

広告宣伝費 (千円) 63,824

賃借料 (千円) 54,818

寄付金 (千円) 60,540

 

※１  販売費に属する費用のおおよその割合は

33.2％であり、一般管理費に属する費用のおおよ

その割合は66.8％であります。

   主要な費用および金額は次のとおりであります。

役員報酬 (千円) 116,875

給与手当 (千円) 182,624

支払手数料 (千円) 167,996

減価償却費 (千円) 10,778

賃借料 (千円) 90,346

※２  一般管理費および売上原価に含まれる研究開発

費は次のとおりであります。

一般管理費 19千円
 

※２         ―――――

※３  各科目に含まれている関係会社に対するもの

は、次のとおりであります。

受取配当金 83,798千円

受取業務手数料 24,788千円

※３  各科目に含まれている関係会社に対するもの

は、次のとおりであります。

受取配当金 73,290千円

受取業務手数料 26,819千円



(株主資本等変動計算書関係) 

  

前事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  変動事由の概要 

  増加数の主な内訳は次のとおりであります。 

   株式分割による増加       24.86株 

   端株の買取りによる増加     15.65株 

  

当事業年度（自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  変動事由の概要 

  増加数の主な内訳は次のとおりであります。 

   端株の買取りによる増加     3.00 株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 24.86 40.51 ― 65.37

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 65.37 3.00 ― 68.37



(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

(借主側) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

―――― 

 

１  リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額および期末残高相当額

 

工具器具
及び備品 
(千円)

合計 
(千円)

取得価額相当額
 

1,052
1,052

減価償却累計額 
相当額

1,034 1,034

期末残高相当額 17 17

 

 

 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 20千円

１年超 ―千円

合計 20千円

 

 

 

３ 支払リース料および減価償却費相当額及び支払利息

相当額

支払リース料 15,837千円

減価償却費相当額 13,810千円

支払利息相当額 969千円

 

 
 

４ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

５ 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法は利息法に

よっております。



(有価証券関係) 

  

 
  

(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

① 子会社株式

貸借対照表計上額 16,721,735千円

時価 53,964,566千円

差額 37,242,830千円

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

① 子会社株式

貸借対照表計上額 1,301,459千円

時価 4,977,154千円

差額 3,675,694千円

② 関連会社株式

貸借対照表計上額 907,237千円

時価 5,630,344千円

差額 4,723,106千円

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

 

１  繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原

因別の内訳

  繰延税金資産

未払費用 45,828千円

償却資産の償却超過等 1,497千円

株式等評価損否認額 887,197千円

繰越欠損金 600,637千円

その他 1,693千円

繰延税金資産    小計 1,536,855千円

評価性引当額 △1,536,855千円

繰延税金資産    合計 ―千円

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額 △25,081千円

繰延税金負債の純額 △25,081千円

 
 

１  繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原

因別の内訳

  繰延税金資産

未払費用 2,675千円

償却資産の償却超過等 2,958千円

株式等評価損否認額 1,330,716千円

繰越欠損金 6,579,445千円

その他 48,637千円

繰延税金資産    小計 7,964,432千円

評価性引当額 △7,964,432千円

繰延税金資産    合計 ―千円

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額 14,283千円

繰延税金負債の純額 14,283千円

 

 

２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

 交際費等損金不算入項目 △2.1％

 住民税均等割 0.1％

 繰延税金資産の評価性引当額 △38.9％

 その他 0.3％

税効果適用後の法人税等の負担率 0.1％
 

２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 △40.7％

 交際費等損金不算入項目 0.1％

 住民税均等割 0.0％

 繰延税金資産の評価性引当額 40.7％

 その他 △0.1％

税効果適用後の法人税等の負担率 0.0％



(１株当たり情報) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

１株当たり純資産額 47,782.52円 １株当たり純資産額 16,807.74円

１株当たり当期純利益 2,953.48円 １株当たり当期純損失 32,550.84円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

2,880.14円
潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、１株当たり当

期純損失が計上されているため記載しておりません。

 当社は、平成17年４月20日開催の取締役会決議に基づ

き、平成17年６月30日を基準日として、平成17年８月19

日付で１株を２株にする株式分割を行ないましたが、こ

の株式分割が前期首に行われたと仮定した場合における

１株当たり情報の各数値はそれぞれ以下のとおりであり

ます。

前事業年度

１株当たり純資産額 27,244.23円

１株当たり当期純損失 15.06円

１株当たり純資産額の算定上の基礎

貸借対照表の純資産の部の
合計額

22,718,013千円

普通株主に関連しない金額 ―千円

普通株式に係る純資産額 22,718,013千円

期末普通株式の数 475,446.12株

１株当たり純資産額の算定上の基礎

貸借対照表の純資産の部の
合計額

8,185,875千円

普通株主に関連しない金額 ―千円

普通株式に係る純資産額 8,185,875千円

期末普通株式の数 487,030.12株

 

１株当たり当期純利益および潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定上の基礎

損益計算書上の当期純利益 1,324,792千円

普通株主に帰属しない金額 ―千円

普通株式に係る当期純利益 1,324,792千円

普通株式の期中平均株式数 448,553.10株

当期純利益調整額 ―千円

普通株式増加数 11,422株

(うち新株引受権 2,052株)

(うち新株予約権 9,370株)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含めない潜在株式の概要

 新株引受権１種類(新株予約権の目的となる株式

の数1,392株)

 新株予約株１種類(新株予約権の目的となる株式

の数765株)

 

１株当たり当期純損失の算定上の基礎 

 

損益計算書上の当期純損失 15,807,030千円

普通株主に帰属しない金額 ―千円

普通株式に係る当期純利益 15,807,030千円

普通株式の期中平均株式数 485,610.47株

 

 ―――



(重要な後発事象) 

  
前事業年度

(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

１ 簡易株式交換による会社等の買収について

   平成18年７月１日、当社は、平成18年４月20日開

催の取締役会決議に基づき締結した株式交換契約に

よりセーバーホールディングス㈱の株主に対し

10,327株の新株を発行し、同社株式の100％を取得

いたしました。

   セーバーホールディングス㈱およびその子会社２

社の概要は以下のとおりです。

商 号
セーバー 

ホールディングス㈱
セーバー㈱

セーバー 
テクノロジーズ㈱

所在地 東京都千代田区 東京都渋谷区 愛知県松山市

株主構成 諸戸清光(41.5％)
セーバーホールディ
ングス㈱(100.0％)

セーバーホールディ
ングス㈱(100.0％)

諸戸精孝(20.9％)

三井物産㈱(14.9％)

その他(22.7％)

(平成18年６月30日現
在)

業績等 
(千円)

平成18年６月期(見込) 平成18年３月期 平成18年６月期(見込)

売上高 88,900 355,401 52,686

経常損益 23,232 △14,737 12,934

当期純損益 18,500 △12,150 10,767

総資産 234,881 203,527 11,855

純資産 206,148 155,451 10,767

 

 

１ 関係会社の異動について

   当社は、平成19年７月９日、当社グループ事業の

本業であるIT事業に経営資源を集中させるため、当

社が保有している連結子会社ファイバーテック㈱の

全株式を譲渡する契約を締結し、同社は株式譲渡日

である平成19年７月10日もって当社の子会社ではな

くなりました。なお、譲渡契約等の概要は、以下の

とおりです。

 ・異動する子会社の概要

商  号 ファイバーテック㈱

所 在 地 東京都千代田区神田錦町３-21

代 表 者 三池信也

設  立 平成10年10月15日

事業内容
極細径内視鏡を中心とする医
療機器の開発・製造・販売

 ・譲渡契約の概要

譲渡先及び ㈱フジクラ    39,683株

譲渡株数 三池信也 1,000株

譲渡価額 834,753千円

譲 渡 益 475,527千円

 

    セーバーホールディングス㈱は傘下に100％子

会社であるセーバー㈱およびセーバーテクノロジ

ーズ㈱を有する純粋持株会社であります。セーバ

ーホールディングスグループは、携帯電話向けの

コンテンツ(動画、音声、静止画、記述言語)の変

換、端末ごとの最適化および配信管理に特化した

システムの開発・販売を行っており、携帯電話向

けコンテンツ流通に関する技術・ノウハウをグル

ープ内に取り込み、モバイルインターネット分野

におけるIPテクノロジーやサービスの革新を積極

的に進める予定であります。

２ 関係会社の異動について

   当社は、平成18年１月20日に取得したグローバル

ナレッジネットワーク㈱の新株予約権付社債および

新株予約権について、平成18年７月３日、新株予約

権付社債に付された新株予約権の全部(200百万円)

および新株予約権の一部(450百万円)を行使したこ

とに伴い13,546株(73.1％)を取得し、同社は当社の

子会社となりました。

所在地 東京都渋谷区

業績等(千円) 売上高 1,515,063

平成18年６月期 

(見込)

経常損益 △107,748

当期純損益 △108,292

総資産 1,782,878

純資産 △1,092,563

   なお当社グループは、事業シナジーが見込まれる

企業へのインキュベーションを積極的に実施してお

り、ITプロフェッショナル育成を通して企業の競争

力となる人材開発を支援し、顧客企業から高い評価

を受ける同社と、顧客基盤を相互に活用すること

で、事業の拡大を進める予定であります。

２ 訴訟の提起について

   当社は、平成19年9月20日、㈱シーエーシー他を

相手方として損害賠償請求訴訟を東京地方裁判所へ

提起いたしました。概要は以下のとおりです。

 ・訴訟を提起した相手方 

 ㈱シーエーシー 

 新日本監査法人 

 元㈱アイ・エックス・アイ代表取締役 

 同取締役（㈱シーエーシーからの派遣） 

 同監査役（同上）

 ・訴訟の内容 

・証券取引法第21条、第22条、第24条の４に基づ 

 く損害賠償請求 

・民法第95条（錯誤）による無効 

・民法709条（不法行為）による損害賠償請求

 ・損害賠償請求額    合計金14,380,332,960円

 ・訴訟提起に至った経緯および理由 

 当社は平成17年８月に実施した公開買付および平

成18年３月の第三者割当増資の引受などにより、合

計143億８千万円を出捐して㈱アイ・エックス・ア

イ（以下IXI）株式を取得いたしましたが、同社は

平成19年１月に大阪地方裁判所において民事再生手

続開始決定を受け破綻いたしました。 

 この破綻は、IXIが㈱シーエーシーの子会社であ

った当時から、不正な循環取引を大規模かつ恒常的

に行ない続け、IXIの有価証券報告書に記載された

売上高の大半が係る不正な循環取引に基づいて架空

に計上されたものであった事に原因があり、当社が

取得した時点において既に、正常な取引通念に照ら

して実質的に無価値の状態であったことから、当社

が被った損害の賠償等を求める訴えを提起いたしま

した。



 
  

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

――――

 

３ 株式交換契約の承認について

   平成19年９月26日、当社第11期定時株主総会にお

いて、当社およびオリックス㈱が平成19年６月21日

に締結した株式交換契約が承認されました。 

 これにより、平成19年11月１日をもって株式交換

により当社はオリックス㈱の完全子会社となる予定

であります。なお、株式交換契約および完全親会社

となるオリックス㈱の概要は以下のとおりです。

 ・株式交換契約の概要

株式交換契約の締結 平成19年６月21日

株式交換契約承認
株主総会

平成19年９月26日

株式交換予定日
（効力発生日）

平成19年11月１日

株券交付日
平成19年12月下旬

（予定）

株式交換比率 １：0.667

当社普通株式１株に対
し、オリックス普通株
式0.667株が、割当交
付されます。

 ・オリックス㈱の概要

事業内容 多角的金融サービス業

設立年月日 昭和39年４月17日

本店所在地 東京都港区

代表者役職・氏名
取締役兼代表執行役社長

藤木保彦



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

(投資有価証券)

(その他有価証券)

オートサーバ株式会社 2,664 999,000

ジャパンケーブルキャスト株式会社 6,000 300,000

株式会社カザアナ 1,200,000 90,000

株式会社ブロードバンドセキュリテ
ィ

43,000,000 43,000

株式会社アイ・ブロードキャスト 500 30,000

株式会社城北ニューメディア 1,800 29,880

株式会社インフィニコ 1,200 26,263

株式会社アドバンストメディア 100 16,400

株式会社YOZAN 15,643 15,455

株式会社ボイスドメインサービス 2,500 15,000

その他 22銘柄 5,450,682 63,171

計 49,681,089 1,628,169



【その他】 

  

 
  

【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 「当期減少額」欄の( )内は、内書きで、減損損失計上額であります。 

  

  

  

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(千円)

(投資有価証券)

(その他有価証券)

モバイル・インターネット第１号 
投資事業有限責任組合

4 116,519

ジャフコ・ジー８(ビー)号 
投資事業組合

1 33,848

ジャフコ アジアテクノロジー 
ファンド

1 86,776

SBI ブロードバンドファンド１号 
投資事業有限責任組合

5 340,215

SBI ビービーモバイル       
投資事業有限責任組合

1 102,685

MICアジアテクノロジー       
投資事業有限責任組合

2 27,890

計 14 707,935

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額 
又は償却 

累計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高 
(千円)

有形固定資産

 建物 60,870 3,324 － 64,195 38,755 4,571 25,439

 工具器具及び備品 40,583 36,794
6,234
(1,668)

71,142 34,496 10,602 36,646

有形固定資産計 101,453 40,118
6,234
(1,668)

135,338 73,252 15,173 62,086

無形固定資産

 商標権 1,484 － － 1,484 1,484 61 －

 ソフトウェア 11,976 9,849
760

( 760)
21,066 9,919 2,438 11,147

 その他 362 － － 362 － － 362

無形固定資産計 13,823 9,849
760

( 760)
22,913 11,403 2,500 11,509

長期前払費用 936 551 － 1,487 835 165 652

繰延資産

 社債発行費 20,217 － 20,217 － － 6,739 －

繰延資産計 20,217 － 20,217 － － 6,739 －



【引当金明細表】 

  

 
(注) １ 当期減少額(その他)は、洗替による戻入であります。 

  

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金       
（流動資産）

21 21 － 21 21

貸倒引当金           
（固定資産）

－ 119,500 － － 119,500



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ 現金及び預金 

  

 
  

ｂ 売掛金 

相手先別内訳 

  

 
  

売掛金の発生および回収並びに滞留状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

ｃ 仕掛品 

  

 
  

区分 金額(千円)

現金 150

預金

普通預金 1,616,198

定期預金 88,000

別段預金 1,112

計 1,705,311

合計 1,705,462

区分 金額(千円)

東芝ソリューション株式会社 110,130

日本インターネットエクスチェンジ株式会社 8,925

日本電気株式会社 1,575

合計 120,630

前期繰越高
(千円)

(Ａ)

当期発生高
(千円)

(Ｂ)

当期回収高
(千円)

(Ｃ)

次期繰越高
(千円)

(Ｄ)
 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)
 

滞留期間(日)

{(Ａ)＋(Ｄ)}／２
(Ｂ)／365

14,495 735,172 629,037 120,630 83.9 33.5

区分 金額(千円)

東芝ソリューション株式会社 80,604

文部科学省 13,802

合計 94,407



ｄ 関係会社株式 
  

 
  

  
  

銘柄 貸借対照表計上額(千円)

(子会社株式)

IRI Finance and Technology Asia Ltd. 2,400,010

株式会社IRIユビテック 1,301,459

株式会社アイ・アール・アイコマースアンドテクノロジー 762,357

ファイバーテック株式会社 746,361

グローバルナレッジネットワーク株式会社 650,003

セーバー株式会社 161,847

株式会社プロデュース・オン・デマンド 113,000

IRI USA, Inc. 57,306

株式会社モバイルブレークスルー 6,377

(関連会社株式)

株式会社ブロードバンドタワー 907,237

日本インターネットエクスチェンジ株式会社 236,500

モバイル・インターネットキャピタル株式会社 30,000

合計 7,372,461



② 負債の部 

ａ 買掛金 

相手先別内訳 

  

 
  

ｂ 短期借入金 

  

 
  
  

(3) 【その他】 

該当事項は、ありません。 

  

区分 金額(千円)

TVweb株式会社 31,480

ネクストウェア株式会社 23,715

株式会社アイ・アール・アイコマースアンドテクノロジー 21,513

株式会社デジタル・インフォ・プロデュース 11,053

株式会社ブロードバンドセキュリティ 9,423

その他 7,697

合計 104,885

区分 金額(千円)

オリックス株式会社 3,525,890

合計 3,525,890



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) １ 当社は、旧商法第220ノ２第１項に規定する端株原簿を作成しております。 

２ 当社の公告方法は電子公告であります。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告

をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行います。 

  なお、電子公告は当社ウェブサイトに掲載しており、そのアドレスは次のとおりであります。 

  当社ウェブサイト http://www.iri.co.jp/ 

  

事業年度 ７月１日から６月30日まで

定時株主総会 ９月中

基準日 ６月30日

株券の種類 １株券、10株券、100株券

剰余金の配当の基準日 12月31日、６月30日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所
三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社 全国本支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

端株の買取り

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所
三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社 全国本支店

  買取手数料 無料

公告掲載方法 電子公告

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第10期)

自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日

平成18年９月27日 
関東財務局長に提出。

(2) 有価証券報告書 
の訂正報告書

訂正報告書 
(上記(1)有価証券報告書の訂正報告書）

平成18年10月30日 
関東財務局長に提出。

(3) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条
第２項第６号の２（株式交換契約の締結）
に基づくもの

平成18年11月29日 
関東財務局長に提出。

(4) 臨時報告書の 
訂正報告書

上記(3)に係る訂正報告書であります。 平成19年1月18日 
関東財務局長に提出。

(5) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条
第２項第12号(当社の財政状態及び経営成績
に著しい影響を与える事象(投資有価証券の
評価損の引当))、第17号(連結子会社に係る
破産手続き開始の申立て等)及び第19号(当
該連結会社の財政状態及び経営成績に著し
い影響を与える事象(連結損益に与える影響
額))の規定に基づくもの

平成19年1月26日 
関東財務局長に提出。

(6) 半期報告書 (第11期中) 自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日

平成19年３月30日
関東財務局長に提出。

(7) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条
第２項第６号の２（株式交換契約の締結）
に基づくもの

平成19年６月８日  
関東財務局長に提出。

(8) 臨時報告書の 
訂正報告書

上記(7)に係る訂正報告書であります。 平成19年６月22日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

 

株式会社インターネット総合研究所 

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社インターネット総合研究所の平成17年７月１日から平成18年６月30日までの連結会計年度の

連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社インターネット総合研究所及び連結子会社の平成18年６月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１. 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度から固

定資産の減損会計に係る会計基準及び役員賞与に関する会計基準が適用されることとなったため、これら

の会計基準を適用し連結財務諸表を作成している。 

２. 重要な後発事象に簡易株式交換による会社の買収に関する後発事象及び関係会社の異動に関する後発事

象が記載されている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
  
  

以 上 

  

 

平成18年９月26日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員
業務執行社員

公認会計士  安  浪  重  樹  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  三  富  康  史  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。

 



独立監査人の監査報告書 
 
  
 

株式会社インターネット総合研究所 

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社インターネット総合研究所の平成18年７月１日から平成19年６月30日までの連結会計年度の

連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

る。 

当監査法人は、下記事項を除き我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得

ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並び

に経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでい

る。 

記 

「第５経理の状況－３．（株）アイ・エックス・アイに関する事項－（２）当連結会計年度の連結財務

諸表作成上の取扱い」に記載のとおり、（株）アイ・エックス・アイは当中間連結会計期間末まで会社の

連結子会社であったため、当中間連結会計期間に係る（株）アイ・エックス・アイの仮決算は、会社の上

記の連結財務諸表のうち、連結損益計算書及び連結株主資本等変動計算書並びに連結キャッシュ・フロー

計算書に影響を与えることとなる。しかし、当連結会計年度においても（株）アイ・エックス・アイが仮

決算を行うことが困難な状況は継続していることから、連結財務諸表を構成すべき（株）アイ・エック

ス・アイの財務諸表項目に対して十分な監査手続が実施できず、上記の連結財務諸表に対する意見表明の

ための合理的な基礎を得ることができなかった。 

 なお、同じく「第５経理の状況－３（株）アイ・エックス・アイに関する事項－（２）当連結会計年度

の連結財務諸表作成上の取扱い」に記載のとおり、今後、（株）アイ・エックス・アイの決算が訂正され

た場合には、会社の当連結会計年度及び前連結会計年度の連結財務諸表が訂正される可能性がある。 
  
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、上記事項の連結財務諸表に与える影響の重要性に鑑み、株式会社

インターネット総合研究所及び連結子会社の平成19年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示しているかどうかについての意見を表

明しない。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

平成19年９月26日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員
業務執行社員

公認会計士  井  上  隆  司  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  三  富  康  史  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。



独立監査人の監査報告書 
 

  

 

株式会社インターネット総合研究所 

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社インターネット総合研究所の平成17年７月１日から平成18年６月30日までの第10期事業年度

の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行

った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社インターネット総合研究所の平成18年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事

業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１. 会計方針の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から役員賞与に関する会計基準が適用されることと

なったため、この会計基準を適用し財務諸表を作成している。 

２. 重要な後発事象に簡易株式交換による会社の買収に関する後発事象及び関係会社の異動に関する後発事

象が記載されている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
  

以 上 

  

 

平成18年９月26日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員
業務執行社員

公認会計士  安  浪  重  樹  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  三  富  康  史  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。

 



独立監査人の監査報告書 
 
  
 

株式会社インターネット総合研究所 

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社インターネット総合研究所の平成18年７月１日から平成19年６月30日までの第11期事業年度

の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行

った。この財務諸表の作成責任は経営者にある。 

当監査法人は、下記事項を除き我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経

営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。 

記 

「第５経理の状況－３（株）アイ・エックス・アイに関する事項－（３）当事業年度の財務諸表におけ

る評価」に記載のとおり、会社は、子会社であった（株）アイ・エックス・アイが、自らの半期報告書を

提出しないまま上場廃止になり、同社株式の評価の基礎となる同社の財政状態が把握できないという状況

であることに鑑み、同社株式について、その帳簿価額全額について評価損として計上している。当該処理

は、会社の上記の財務諸表のうち、損益計算書及び株主資本等変動計算書に影響を与えることとなるが、

当該評価損を負担すべき事業年度の適切性に係る十分な監査証拠を入手できず、上記の財務諸表に対する

意見表明のための合理的な基礎を得ることができなかった。 

 なお、同じく「第５経理の状況－３（株）アイ・エックス・アイに関する事項－（３）当事業年度の財

務諸表における評価」に記載のとおり、今後、（株）アイ・エックス・アイの決算が訂正された場合に

は、当事業年度に帰属すべき同社株式の評価損の金額に関連して、当事業年度及び前事業年度の財務諸表

が訂正される可能性がある。 
  
当監査法人は、上記の財務諸表が、上記事項の財務諸表に与える影響の重要性に鑑み、株式会社インター

ネット総合研究所の平成19年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を適正

に表示しているかどうかについての意見を表明しない。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

平成19年９月26日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員
業務執行社員

公認会計士  井  上  隆  司  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  三  富  康  史  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。
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